
令和元年度　事務事業評価結果（概要）
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1

重点ﾃｰﾏ
1(魅力あ
る地域づ
くり)

地域おこし協力隊

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

地域に新たな人材が移り住むこと
で、外の目で地域の課題・資源を
発見できたり、地域行事・活動の
新たな担い手になることにより地
域の活性化につなげる。

都市地域から過疎地域等の条件不
利地域に住民票を移動し、生活の
拠点を移したものを、市が「地域
おこし協力隊」として委嘱。隊員
は一定期間、地域に居住して、地
域ブランドや地場産品の開発・販
売・ＰＲ等の地域おこし支援や、
農林産業への従事、住民の生活支
援などの「地域協力活動」を行い
ながら、その地域への定住・定着
を図る。

60,953 76,859

協力隊
員を導
入した
中山間
地域の
地区数

地
区

13 13

任期終
了後の
定住す
る地域
おこし
協力隊
員の割
合

％ 60 90 Ａ

地域おこし協力隊の導入について
は、平成30年度に対象としている中
山間地域の13地区全ての地域で導入
することができた。隊員の任期終了
後の定住率については、平成30年度
退任者においては全ての隊員が定住
となり、全国平均の60％を大きく上
回った。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

都市住民を受け入れ、地域力の維
持・強化の促進（地域おこし）を実
施すると同時に定住・定着に資する
取組みを行う中で、隊員の斬新な視
点や熱意、行動力が地域住民への刺
激となり、住民意識も「あきらめ」
から「可能性の期待」へと変化が期
待できる。

2

重点ﾃｰﾏ
1(魅力あ
る地域づ
くり)

中山間地域雪下ろ
し補助

総務部
危機管理
防災課

雪害から人命を守るとともに被害
を最小限とする。

中山間地域（住宅除雪支援員派遣
を実施している特別豪雪地帯の戸
隠、鬼無里地区を除く）に居住
し、世帯の構成員の資力及び労力
により雪下ろし等を行うことが困
難な者に対して、雪下ろしを事業
者に委託して実施した際の費用に
対して、市から補助金を交付す
る。

7 －
補助金
交付

件 50 2
雪下ろ
しによ
る事故

件 0 1 Ｃ

平成30年度については、降雪量も少
なく補助交付件数は目標を大きく下
回り、事故件数も１件あったため、
目標を下回った。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 統合

当事業の他に類似する事業として、
特別豪雪地帯住宅除雪支援事業があ
り、いずれの事業も積雪による家屋
倒壊及び雪下ろし中の事故の防止を
目的としていることから、両事業を
統合し、中山間地域の雪下ろしを総
合的に支援していく。

3

重点ﾃｰﾏ
1(魅力あ
る地域づ
くり)

過疎地域高校生通
学費補助事業

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

①過度に大きい過疎地域からの通
学費の負担軽減、②過疎地域への
移住定住促進、地区外への転居者
の減少、③公共交通機関の維持

過疎地域に居住し、通学バス定期
券を利用して高等学校に通学する
高校生の保護者に対して、通学定
期代の一定額を超える額に対して
補助する。

3,495 6,420

補助対
象生徒
数(延
べ)

人 40 39

過疎地
域と市
街地を
結ぶバ
ス路線
数

路
線

6 6 Ｂ
過度な通学費の負担の軽減につなが
るとともに、バス路線の維持にも貢
献している。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
見直
して
継続

対象地域を中山間地域に広げる要望
が挙がっている。財源を理由に対象
地域を限定していることは公平性の
観点から問題であるため、見直しを
行う。

4

重点ﾃｰﾏ
2(にぎわ
いあるま
ちづく
り)

ながのシティプロ
モーション

企画政策
部　市長
公室

市内外の人に本市の魅力や強みを
知ってもらい、本市への興味や関
心、愛着を持ってもらうことで
「ながののファン」を獲得し、交
流人口の増加などにより「にぎわ
いある都市」の実現を目指す。

(1)実施主体　企画政策部市長公
室(2)対象者　市民及び市外の方
(3)主要事業　「ながのシティプ
ロモーション取組指針」の策定、
魅力の掘り起こし・発信事業の実
施、小学生向けリーフレットの制
作、情報発信スキルの向上講座開
催、職員等が主体的に取り組むプ
ロモーションの実施（若手職員と
も協力して取り組む）

15,897 10,740

シティ
プロ
モー
ション
SNSから
の情報
発信回
数

回 200 213

地域ブ
ランド
調査結
果／認
知度・
魅力
度・観
光意欲
度

位 50,50,50 39,51,65 Ｂ

　成果指標の実績については、二つ
の指標で目標値をほぼ達成できた。
また、事業所管課の変更に伴い、年
度途中からの本格実施となったが、
既存事業に加え市長自ら広告塔と
なって本市の施策等を紹介する様子
や、本市に興味を持ってもらえる話
題性のある情報を発信するなど、積
極的な情報発信が実施できた。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

　将来世代に活力ある地域社会を引
き継ぐことが求められている中、新
たに策定した取組指針に基づき、市
民や市外の人に本市の魅力を認識、
体感してもらうとともに、魅力の発
信・創出に関わってもらうことで、
「ながののファン」増加を目指す必
要があるため。

5

重点ﾃｰﾏ
2(にぎわ
いあるま
ちづく
り)

若者等移住・定住
情報発信事業

企画政策
部　人口
増推進課

移住や定住の促進により若者の人
口流出に歯止めがかかり、若い世
代が生き活きと働き暮らし、地域
の次代を担う人材として活躍して
いること。

・20～30代に向けた東京圏でのＵ
ターン促進キャンペーンの実施・
Ｕターン促進のパンフレットを作
成し、県外転出前の市内在学の高
校２年生全員に配布・親から子へ
の働きかけをしたもらうために、
親向けＵターン促進セミナーを開
催・市内大学と連携し、長野で働
き暮らすことをイメージできる企
画を実施

1,482 9,929

セミ
ナー等
開催件
数

件 3 3

20～34
歳の社
会増減
数

人 0 -204 Ｃ

社会減の幅は改善傾向であったが、
平成30年は大幅な社会減となった。
平成32年の移動均衡に向けて更なる
取組の強化が必要である。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 拡大

「カムバックtoながの」の取組を進
め、2020年（平成32年）の移動均衡
を達成するため、若者への情報発信
をさらに積極的に進める必要があ
る。特に地域への愛着の醸成を図る
には、一過性のものではなくさまざ
まな機会で継続的に情報を発信して
いく必要があり、親から子への働き
かけや進学等で東京圏へ転出した後
の若者に向けた情報発信を強化して
いく。

6

重点ﾃｰﾏ
2(にぎわ
いあるま
ちづく
り)

移住促進支援金事
業

企画政策
部　人口
増推進課

移住希望者のニーズに沿った支援
をすることで、移住・定住の促進
を図る。

改修工事などの施設整備費、備品
購入費、ホームページ作成などの
広告宣伝費等、起業の初期投資費
用に対し、補助金を交付する。

5,972 10,000
交付件
数

件 10 6

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 58 Ｂ

活動指数の「補助金の交付件数」
は、目標に達していないが、成果指
標の「行政支援による移住者数」の
目標達成率は80％を超えていること
から、評価は概ね目標どおりとして
いる。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

現行
のま
ま継
続

本市の魅力を、適切な機会を捉え発
信していくとともに、首都圏での移
住相談会やセミナーの開催、各種補
助事業などの行政支援による移住・
定住施策を積極的に推進し、移住・
定住者の増に取り組む必要があるた
め。

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針
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7

重点ﾃｰﾏ
2(にぎわ
いあるま
ちづく
り)

連携中枢都市圏移
住促進事業

企画政策
部　人口
増推進課

連携中枢都市圏の各市町村の移住
者が増加していること。

2019年度事業（案）・移住相談
会・セミナー開催：４回（東
京）・関係団体主催の移住交流イ
ベント等への共同出展：２回・移
住体験ツアー開催：３回（１泊２
日）・移住促進パンフレット作成

2,478 3,790

移住相
談件数
（連携
事業
分）

件 105 91

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 58 Ｂ

移住相談件数の目標達成率が80％を
超えていることから、評価は概ね目
標どおりとしている。相談件数は昨
年度を上回っており、移住希望者の
関心は高まっている。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

首都圏での移住相談会やセミナーの
開催、関係団体主催の移住交流イベ
ント等への参加など、各市町村の魅
力を、適切な機会を捉え発信してい
くとともに、県・関係団体等と連携
しながら受け入れ体制を整備・充実
することで移住者・定住者の増加を
目指す必要があるため。

8

重点ﾃｰﾏ
2(にぎわ
いあるま
ちづく
り)

移住・定住促進事
業

企画政策
部　人口
増推進課

本市が持つ魅力をＰＲすることに
より、移住者が増加しているこ
と。

2019年度事業（案）・移住相談
会・セミナー開催：２回（東
京）・県楽園信州移住セミナーへ
の参加：12回（東京・大阪）・関
係団体主催の移住交流イベント等
への共同出展：３回（東京・大
阪）・移住者交流会：２回（長野
市）・移住促進住宅開設：10部
屋・空き家バンク運営

9,023 14,884

移住相
談件数
（連携
分以
外）

件 227 248

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 58 Ｂ

成果指標の「行政支援による移住者
数」は目標を下回ったが、移住に向
けての入り口である移住相談件数は
順調に増えており、移住希望者の関
心は高まっている。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

本市の魅力を、適切な機会を捉え発
信していくとともに、首都圏での移
住相談会やセミナーの開催、各種補
助事業などの行政支援による移住・
定住施策を積極的に推進し、移住・
定住者の増に取り組む必要があるた
め。

9

重点ﾃｰﾏ
2(にぎわ
いあるま
ちづく
り)

長野市空き家改修
等補助金

企画政策
部　人口
増推進課

空き家の利活用を促進し、移住者
を呼び込むことで人口減少に歯止
めをかけ、コミュニティの維持及
び活性化を図る。

平成31年度から事業拡大・対象地
域：全市域に拡大・対象者：I
ターン者限定からＵＩＪターン者
に拡大

4,692 11,600
交付件
数

件 16 8

行政支
援によ
る中山
間地域
への移
住者数

人 25 27 Ｂ

活動指数の「補助金の交付件数」
は、目標に達していないが、成果指
標の「行政支援による中山間地域へ
の移住者数」は目標を上回っている
ことから、評価は概ね目標どおりと
している。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

相談会や各種補助事業などの行政支
援による移住・定住施策を積極的に
推進し、空き家の利活用の推進と移
住・定住者増に取り組む必要がある
ため。

10

重点ﾃｰﾏ
2(にぎわ
いあるま
ちづく
り)

ちょっとお試し短
期移住体験

企画政策
部　人口
増推進課

移住を希望、検討している人が実
際に長野での暮らしを短期体験し
てもらい、移住後の生活のイメー
ジを持ってもらい、本市を移住先
として選んでもらうこと

2019年度事業（案）・移住体験ツ
アー開催：１回（１泊２日）・ふ
るさとワーキングホリデー実施：
２回（夏季・冬季）・移住体験住
宅運営

2,641 7,978
短期移
住体験
者数

人 55 49

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 58 Ｂ

活動指標の「短期移住体験者数」、
成果指標の「行政支援による移住者
数」共に目標を下回ったが、目標達
成率が80％を超えていることから、
評価は概ね目標どおりとしている。
なお、今年度から開始した、ふるさ
とワーキングホリデー事業の関心は
高まっている。※H31年度以降の活
動指数は、ふるさとワーキングホリ
デーの募集定員数60名をプラスした
数値に補正

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

実際の居住イメージを持ってもらう
ための短期間滞在用住宅や移住体験
ツアーは移住・定住に後押しをする
意味で有効な手段である。また、ふ
るさとワーキングホリデーを通じ
て、大都市圏の若者が長野市を「第
二のふるさと」感じ、将来的な移
住・定住を期待できることから、継
続して事業を実施する必要がある。

11

重点ﾃｰﾏ
2(にぎわ
いあるま
ちづく
り)

Ｕターン促進多世
代住宅建設事業補
助金

企画政策
部　人口
増推進課

移住者空き家改修等補助金と統
合。

移住者空き家改修等補助金と統
合。

0 0
交付件
数

件 1 0

行政支
援によ
る中山
間地域
への移
住者数

人 25 27 Ｃ
周知、ＰＲを図ったが、事業実績が
少なく、事業効果が上がらなかっ
た。

Ｃ Ａ Ｃ Ｂ Ａ 統合
移住者空き家改修等補助金と内容を
統合する。

12

重点ﾃｰﾏ
3(活力あ
るまちづ
くり)

やまざとビジネス
支援補助金事業

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

中山間地域ビジネスを展開するこ
とで、雇用の創出、地域内への経
済波及効果、地域課題の解決等を
通じ、中山間地域の活性化、地域
の起爆剤になることを目的とす
る。

平成30年度分から補助率、補助上
限額等を下記のとおり見直し①補
助率・金額･･･上限500万円以内。
補助率1/2以内②補助対象外経費
の拡大･･･経常的経費（光熱水費
等）、親族雇用経費を対象外と
し、補助金分割を廃止し単年度と
するなど、主に初期投資に対する
補助とすることで事業者の自立性
を促す方向とした。

9,951 10,143
採択事
業者数

件 2 1

新規採
択事業
におけ
る新規
雇用者
数

人 2 2 Ｂ
雇用者数については目標どおりと
なっており、補助事業の目的である
雇用の創出につながっている。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ
段階
的に
終了

制度を見直し、補助条件を厳しくし
たことで応募件数の減少が想定され
る一方で、事業開始から６年が経過
し、徐々にではあるが成果が表れて
いる。当面その事業効果を検証する
必要があるが、応募件数の推移と成
果を見極めつつ、H34年度を目途に
事業の終了もしくは、統合含めた見
直しを行う。
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13

1-1-1(市
民ととも
につくる
市政の推
進)

みどりのはがき・
市民会議関連事業

企画政策
部　広報
広聴課

市政に対し市民が意見や提案しや
すい環境を整えることにより、市
民意見を的確に把握し、市政に反
映させる。

(1) 市民会議等の開催　＜ながの
未来トーク＞　６～11月開催　＜
ようこそ市長室へ＞　７～11月開
催(2)　投書の受付　＜みどりの
はがき＞　はがき、電子メール等
で随時受付　＜カトウさんへの提
案ポスト＞　市役所、各支所にポ
ストを設置

1,753 2,000
市民会
議等開
催数

回 20 20

市民ア
ンケー
ト指標
「市民
の声が
市政に
反映さ
れてい
る」市
民が思
う割合
の上昇

％ 25 18.4 Ｂ

「ながの未来トーク」は12回、「よ
うこそ市長室へ」は8回開催し、地
域住民と直接意見交換を行った。ま
た、「みどりのはがき」は郵送及び
電子メールで928件の投書があり、
「カトウさんへの提案ポスト」は所
定ポスト及び電子メールで230件の
投書があった。いずれも、担当課等
において市政への反映の検討が行わ
れた。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

市民の市政参画を進めるに当たり、
市長が市民の声を直接聴く必要があ
ることから、事業を継続する。市政
に対する建設的な提案や女性・若年
層の出席者が増えるよう、事業の実
施方法を検討する。

14

1-1-1(市
民ととも
につくる
市政の推
進)

まちづくりアン
ケート事業

企画政策
部　広報
広聴課

市民意識を的確に把握し、アン
ケート結果を条例、計画等の各施
策の基礎資料として活用する。

平成31年度事業実施（案）(1) 調
査対象　市内在住の18歳以上の
5,000人(2) 標本抽出　住民基本
台帳から等間隔無作為抽出(3) 調
査方法　返信用封筒を抽出した、
質問票送付によるアンケート調査
方式

1,919 2,163

まちづ
くりア
ンケー
ト回収
率

％ 65 57.6

市民ア
ンケー
ト指標
「市民
の声が
市政に
反映さ
れてい
る」市
民が思
う割合
の上昇

％ 25 18.4 Ｂ

アンケートの回収率は、目標の65％
には達成しなかったものの、統計学
的に、ほぼ正確な結果を得られると
される標本数を回収できたことによ
り、精度の高い調査結果を得ること
ができた。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

現在、他市の同事業の実施状況と比
較して、比較的高い回収率を維持し
ていることから、現行の郵送方式に
よるアンケート調査を継続し、諸施
策推進の基礎資料として役立てる。

15

1-1-1(市
民ととも
につくる
市政の推
進)

広報紙発行事業
企画政策
部　広報
広聴課

広く市民に市政情報等を提供し、
市民との情報共有を図るととも
に、市政への理解を深める。

市民に広く周知すべき情報、市民
が知りたいと思う情報を広報紙に
まとめ全戸配布する。

79,629 89,957

配布世
帯数
（※全
戸配布
を活動
目標と
する）

世
帯

全戸配布 全戸配布

市民ア
ンケー
ト指標
「市民
の声が
市政に
反映さ
れてい
る」に
対する
回答
「分か
らな
い」の
減少

％ 25 28.1 Ｂ

広報紙・点字広報の発行を月１回
（年12回）行い、広く市民に行政情
報を分かりやすく丁寧に広報してい
る。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

引き続き、広報ながの編集方針に基
づき、より見やすく親しみのある広
報紙とするとともに、市民ニーズを
的確に捉え、より効果的な編集と発
行に努めていく。

16

1-1-1(市
民ととも
につくる
市政の推
進)

インターネット広
報

企画政策
部　広報
広聴課

インターネットを通じて広く迅速
に市民に市政情報を提供するとと
もに、観光情報等本市の魅力を市
外に発信する。

主な事業（カッコ内は運用開始年
度）・公式ホームページ（平成9
年度）・インターネット市政放送
（平成17年度）・公式ツイッター
（平成25年度）・公式ユーチュー
ブ（平成29年度）・公式インスタ
グラム（平成29年度）

20,309 20,864

適時・
的確な
更新※
随時の
更新を
活動目
標・実
績とす
る。

‐ 随時 随時

ホーム
ページ
閲覧者
の満足
度

％ － 71.6 Ｂ

・CMS（コンテンツマネジメントシ
ステム）の理解を深めるため操作研
修会を毎年実施し、参加した各課
ホームページ担当者が随時ページの
更新を行っている。・ソーシャルメ
ディアの活用では、市公式アカウン
ト（ツイッター）に加え、ユー
チューブ、インスタグラムを開設
し、行政情報や長野市の魅力を随時
発信している。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

市政情報などを市民ニーズに応じ多
様な媒体で伝えることは必要であ
る。インターネットによる情報伝達
は有効であるため、継続して実施し
ていく。

17

1-1-1(市
民ととも
につくる
市政の推
進)

市政番組放送事業
企画政策
部　広報
広聴課

テレビ・ラジオを通じて広く市政
情報を提供することにより、より
多くの市民と情報共有を図るとと
もに、市政への理解を深めてもら
う。

１　テレビ（カッコ内は放送開始
年度）　・SBC（昭和40年度）・
NBS（昭和45年度）　・TSB（昭和
56年度）・abn（平成3年度）２
ラジオ（カッコ内は放送開始年
度）　・SBC（平成元年度）　・
FMぜんこうじ（平成7年度）

20,776 21,924
市政番
組の制
作本数

本 347 346

市民ア
ンケー
ト指標
「市民
の声が
市政に
反映さ
れてい
る」に
対する
回答
「分か
らな
い」の
減少

％ - 28.1 Ｂ

市政情報について、テレビ・ラジオ
の媒体を活用し、適時・的確に番組
を制作して、広く市民などに提供し
ている。

Ｂ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

市政情報を市民のニーズに応じて多
様な手段で伝えていくことは必要で
ある。テレビやラジオを通じての情
報伝達は、市政情報を効果的に伝え
ることができることから、継続して
実施していく。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

18

1-1-2(市
民による
まちづく
り活動へ
の支援)

地域きらめき隊活
動事業

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

地区に活力を与え、今後更に進行
が見込まれる少子高齢化及び人口
減少を克服し、活力ある地域社会
とする。

様々な団体と協働しながら課題解
決や地域資源を活用する地域おこ
し活動を支援する事業・地域きら
めき隊活動費：１地区10万円（平
成30年４月１日　に活動費基準を
定め活動費を執行）・地域きらめ
き隊活動ミッション ①地域包括
ケアの推進（生活支援体制整備事
業） ②マリッジサポート ③連携
事業

1,884 3,200

支援・
調整件
数（会
議）

件 384 1048
事業実
施数

件 64 113 Ａ

地域に入り込み、地域住民と共に地
域の課題を把握し、地域活性化のた
めに地域資源を活かしたり独自性の
ある活動を創出するなど、支援活動
が活発に行われている。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

今後も、「地域きらめき隊」が、地
区内の連携の核となって、住民自治
協議会や、区、住民団体、ＮＰＯな
どの多様な主体をつなぎ、地区の潜
在力を引き出すことで、地域課題の
解決、地域活性化のための新たな活
動を生み出していく、地域コーディ
ネーターの役割を担う。

19

1-1-2(市
民による
まちづく
り活動へ
の支援)

一支所一モデル事
業

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

各地区で抱える課題が、地域毎に
異なってきている中、全市的な画
一的手法で解決を図るのではな
く、地域のアイデアに基づいた事
業を実施することで、「地域に住
んでよかった」「これからも住み
続けたい」まちづくりを推進す
る。

各地区の支所等が中心となって取
りまとめた３か年の事業計画に基
づき実施

12,129 0
支援団
体数

事
業

18 14
事業継
続団体
数

事
業

21 18 Ｂ

各地区の課題解決、地域資源活用の
ため、事業の実施を支援している
が、開始した事業は、ほぼ継続実施
している。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ 終了
開始当初から３か年事業としてい
た。

20

1-1-2(市
民による
まちづく
り活動へ
の支援)

支所発地域力向上
支援金

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

地区内で地域の活性化及び課題の
解決に向けた活動をしている団体
又は当該活動をしようとする団体
又は当該活動をしようとする団体
を対象に支援することで、地域力
の向上を目指す。

地域の団体が行う地域力の向上に
資する事業に要する経費に対し、
地区の状況に応じて、支所長の裁
量により支援金を交付する。

15,464 16,000
事業実
施数

0 100 166 ‐ ‐ ‐ ‐ Ａ

各地区内において、制度が周知され
つつあり、実績件数があがってい
る。内容も防犯パトロールなどの地
域の中から活動してるものやみこし
の修理など事業が中止しかねない案
件もあり、地域に溶け込んだ支援金
となっている。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

地区の活性化や課題解決につながる
事業で、今まで補助対象とならな
かったり、資金がなくて実施できな
かった事業を地域に一番身近な支所
長がその裁量で地域に支援し、地域
の活性化につながっているが、包括
外部監査（Ｈ28）からの意見がある
ことから、実績・効果を検証し、制
度の在り方を検討する必要がある。

21

1-1-2(市
民による
まちづく
り活動へ
の支援)

地域いきいき運営
交付金

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

住民自治協議会が個性豊かで活力
に満ちた地域社会の実現を図るた
め、住民の福祉の増進に向けて、
自主的・自立的な活動を行う。

住民自治協議会が進める自主的・
自立的な活動を支援するとともに
市が住民自治協議会に対し依頼す
る必須事務（広報ながの配布、委
員等の推薦など19事務）などを行
う。

371,729 372,975
地区住
民自治
協議会

地
区

32 32

住民自
治協議
会、
区、自
治会な
どの活
動やま
ちづく
りに係
るボラ
ンティ
ア活動
などに
参加し
ている
人数

％ 25 23.6 Ａ

自ら使途を決定できる交付金によ
り、各住民自治協議会が地域の状況
に応じた積極的なまちづくり活動を
展開している。住民自治協議会の活
動やボランティア活動への参加人数
が微増した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

引き続き自らが使途を決定できる交
付金により、地域の実情に合わせた
積極的なまちづくり活動を展開でき
るよう支援する。

22

1-1-2(市
民による
まちづく
り活動へ
の支援)

地域間交流事業補
助金

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

中山間地域と中山間地域以外の住
民自治協議会同士が人的交流・連
携を行うことにより、相互理解を
深める。

中山間地域と中山間地域以外の地
域の住民自治協議会主催による住
民の交流事業に要する経費の補助
を行う。（異なる地区との事業ご
とに1住民自治協議会あたり10万
円を限度に助成する。）

2,466 0

交付件
数（住
民自治
協議会
数）

件 40 37 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ

地域ならではの環境や産業を生かし
て、体験会（農業体験・カヌー体
験）が実施され、学生やその保護者
がその後も継続して地域と関わる事
例も報告されており、地域の相互理
解という点についても一定の効果は
あったものと捉えている。また今年
は新たに婚活等のイベントもあっ
た。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ 0 終了
交流のきっかけづくりや地域資源の
掘り起こしに関して、一定の効果が
あった。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

23

1-1-2(市
民による
まちづく
り活動へ
の支援)

やまざと支援交付
金事業

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

少子高齢化・過疎化が進行してい
る中山間地域における地域活動の
維持・支援を行い、特有の課題を
解決する。

中山間地域特有の課題を解決する
ための公益的事業に係る経費を補
助する。また、そのための具体的
な取り組みを行う住民自治協議会
に所属する地域活性化推進員を雇
用するための経費を補助する。

24,378 23,577

　ご近
所同士
で交流
をし、
困った
時にお
互いに
助け合
える関
係を築
こうと
してい
る

％ 50～70 68 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ

成果指標値について、市街地地区と
比較した場合、中山間地域のほうが
高い数値となっており、地域互機能
維持の一助になっていると考える。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｃ

現行
のま
ま継
続

地区の課題解決や生活環境の維持整
備に有効に活用されており、今後も
集落互助に必要な施策として継続し
ていく。

24

1-1-2(市
民による
まちづく
り活動へ
の支援)

ながのまちづくり
活動支援事業

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

市民公益活動団体の自立促進を図
り、市民及び市との協働のまちづ
くりを推進するため、地域の課題
解決に向けて創意工夫し、提案す
る活動を支援すること。

市民公益活動団体が自立的に実施
するまちづくり活動に対する補助
金交付。交付対象となる活動は公
開審査により選考され決定。最大
3回の補助を行うが、申請を重ね
るごとに、補助率及び補助限度額
を段階的に引き下げ、市民公益活
動の自立促進を図る。

9,511 10,263
補助事
業数

事
業

20 22

まちづ
くりに
関わる
ボラン
ティア
活動に
参加し
ている
（第五
次長野
市総合
計画）

％ 22 24 Ｂ

市民公益活動の自立促進や地域課題
を解決するための活動を支援する制
度としては広く認知されている。平
成30年度に地域やる気支援補助金と
統合したことにより、住民自治協議
会への支援も行うことで、より広く
地域課題解決に向けた活動に支援し
ている。しかし地域課題や市民ニー
ズも多様化していることから、価値
観やライフスタイルの変化等にも留
意しながら、事業を進めていく必要
がある。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

平成30年度に地域やる気支援補助金
と統合したため、当面は現行のまま
市民公益活動団体（住民自治協議会
を含む）を対象に支援を継続してい
く。

25

1-1-2(市
民による
まちづく
り活動へ
の支援)

市民活動育成事業

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

様々な人や組織が、それぞれを理
解し、強みを生かした自主的な市
民公益活動により、多くの市民が
積極的に協働に取組むことを目的
とする。

「協働推進のための基本方針」に
基づく、市民、市民公益活動団体
等の公益活動を支援するための市
民協働サポートセンターの運営に
より、市民や団体同士が協働する
場をコーディネートする。

11,699 12,283

市民協
働サ
ポート
セン
ターの
利用人
数（訪
問者、
電話
等）

人 5,000 5,307

市と市
民公益
活動団
体との
協働事
業数

件 84 ‐ Ｂ

市民協働サポートセンターによる市
民公益活動団体への活動支援の効果
もあり、徐々に団体や活動が自立し
てきている。また、平成30年度から
は市民協働サポートセンターによる
住民自治協議会との連携事業も実施
し相談件数も増えている。

Ａ Ｂ Ｂ - Ｃ
見直
して
継続

協働に取り組むための交流・情報交
換の場を整え、さまざまな場面で協
働が活発に展開されるように取り組
んでいるが、市の定期監査で実態が
見えにくい状態になっているとの指
摘があることから、第三者からも実
績が確認できるように事業実態を見
直していく必要がある。

26

1-2-1(効
果的で効
率的な行
財政運営
の推進)

ふるさと応援寄附
事業

企画政策
部　企画
課

寄附者とのつながりを深めるとと
もに、歳入を確保する。

・ＰＲ品（返礼品）として、本市
にゆかりのある特産品や体験型メ
ニューの充実・寄付者が直接事業
を応援できる形式の寄附募集メ
ニュー（ガバメントクラウドファ
ンディング）の実施

158,843 377,131

PR品
（返礼
品）新
規登録
品目数

品
目

前年より
増加

277

寄附件
数（企
画課の
み、法
人含
む）

件 7,700 32,935 Ａ

平成30年度、特産品等をＰＲする専
用のポータルサイトで寄附を受付で
きる体制を充実させたことから、寄
附件数の増加につながった。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 拡大

国においてふるさと納税制度が存続
する限りは、寄附先として長野市を
選んでいただき、寄附者とのつなが
りの強化や歳入の確保を図る必要が
ある。

27

1-2-2(市
民の満足
が得られ
る市政の
推進)

県・市町村共同電
子申請届出サービ
ス負担金

総務部
情報政策
課

電子申請が可能な申請、届出、予
約手続きのオンライン化実施率及
び利用率を向上すること。

ながの電子申請サービスの拡充に
向けてオンライン化が可能な行政
手続きを調査・把握し、随時見直
しを行う。また、ながの電子申請
サービスの手続きを拡充するに当
たり、市職員に対して、電子申請
に係る周知や研修を実施する。そ
のほか、電子申請サービスの利用
率を高めるために、市民や民間事
業者等に対して、効果的に周知す
る方法を検討し、その検討結果に
基づいて、周知を行う。

3,808 3,577

オンラ
イン化
可能な
申請、
届出、
予約手
続きの
オンラ
イン化
実施率

％ 88.9 88.9

オンラ
イン化
済みの
申請、
届出、
予約手
続きの
オンラ
イン化
利用率

％ 64.5 67.3 Ｂ

手続のオンライン利用率は目標を上
割る見込みである。また、オンライ
ン化は計画に基づき概ね順調に整備
が進んでいる。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 拡大

マイナンバー制度による個人番号
カード（ICカード）の利活用議論の
状況や県下の当該システム参加市町
村の意向等も踏まえ、更なる全庁的
な取組みによる行政手続きの電子化
の促進・増加を図る。
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28

1-2-2(市
民の満足
が得られ
る市政の
推進)

戸籍住民基本台帳
事務

地域・市
民生活部
市民窓口
課

窓口の効率化が進み、待ち時間の
短縮など市民の利便性及び満足度
の向上が図られてきている。

・窓口専門職員の計画的な採用と
育成（在籍期間内での複数回の担
当替を検討）・証明書のコンビニ
交付への誘導（窓口業務の効率化
を図る）。・窓口の民間・郵便局
への委託等の検討・窓口事務への
ＡＩ技術導入を検討

74,220 76,973

コンビ
ニ交付
に必要
なマイ
ナン
バー
カード
交付枚
数（累
計枚
数）

枚 42,000 41,602

証明書
全体に
占める
コンビ
ニ交付
件数

件 10,000 9,784 Ｂ

マイナンバーカードの普及、またコ
ンビニ交付する証明書が追加された
ことに伴いコンビニ交付件数は増加
している。また証明書の交付件数が
この間減少してきていることもあり
証明書のコンビニ交付の比率は上
がってきている。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

現状の総合窓口への市民評価は高い
ことから現行のまま継続するが、適
宜に業務等の見直しを必要とする。
また交付率が全国平均を下回ってい
るマイナンバーカードについて対策
を講ずる。

29

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

結婚支援事業

企画政策
部　マ
リッジサ
ポート課

市内の独身者（概ね20歳～40歳
代）を対象に、出会いの場の拡大
や結婚機運の醸成などにより、結
婚を希望する若者の成婚につなげ
る。

31年度事業（案）・「結婚セミ
ナー」の開催・「結婚支援事業補
助金」及び「結婚支援セミナー等
講師派遣」制度の実施・結婚応援
ポータルサイトの運営・結婚応援
ボランティア「夢先案内人」の募
集・スキルアップ支援・ライフデ
ザイン形成支援（冊子作成含む）

7,206 9,814

独身者
対象セ
ミナー
への参
加者数

人 380 270

今後、
より積
極的に
婚活を
してい
こうと
思う人
の割合

％ 80 95.2 Ｂ

社会人ライフデザインセミナーの実
施回数が１回少なかったことから、
活動指標の実績は目標を下回った
が、その分を差し引くと定員の約８
割の参加が得られた。結婚セミナー
では、セミナーの参加をきっかけ
に、今後より積極的に婚活に取り組
もうという参加者の割合が９割を超
えた。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

少子化対策は喫緊の課題であり、未
婚化・晩婚化は今後も更に進行する
と予測されていることから、若者の
結婚に対する意識や実情の把握に努
めながら、結婚支援事業に継続的、
積極的に取り組む必要がある。

30

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

妊娠・出産包括支
援（ながの版ネウ
ボラ）

保健福祉
部　長野
市保健所
健康課

妊娠・出産、育児に至るまで切れ
目のない支援が図られ、家庭及び
地域社会において、安心して子ど
もを産み育てることができる。

・早期にハイリスクの妊産婦を把
握して支援につなぐため、保健師
による妊娠届の全数受付を目指
す。・母子保健コーディネーター
と保健師が連携することにより、
妊娠、出産、子育てに向き合う母
親等の支えとなり、市内一円にお
ける支援体制を整備する。

14,618 23,663

妊娠届
時の保
健師面
談率
（面談
受付数
／妊娠
届出
数）

％ 0 69

支援に
移行し
た率
（支援
移行率
／面談
受付
数）

％ 0 10.7 Ｂ

三陽、吉田、犀南、真島の各保健セ
ンターに専任の母子保健コーディ
ネーターを配置し、妊娠届時にすべ
ての妊婦と面談など、出産前からの
支援が強化され、妊娠・出産・子育
てに関する要望や不安、悩みを聞き
取り、きめ細やかな情報提供など、
特に産前産後の支援の充実が図られ
た。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

・母子保健法に位置づけられた事業
であり、妊娠期から子育て期にわた
る切れ目のない支援を行う。・全市
的支援体制の整備のため、母子保健
コーディネータと各保健センターと
の連携強化が求められている。

31

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

妊婦歯科健康診査
保健福祉
部　健康
課

妊娠届を提出した妊婦及び転入し
た妊婦が、健康な児を出産する。

早産や低体重児出産の原因となり
うる妊婦の歯周病を防ぎ、母子共
に健康を増進するため、妊婦の歯
科健康診査を実施する。・受診推
奨期間 妊娠20週頃まで・受診者
負担金 無料・健診内容問診、歯
科健診、ブラッシング(実技を含
む)歯科保健指導

2,988 3,300

受診勧
奨者数
（妊娠
届提出
者及び
転入し
た妊婦
の数）

人 ‐ 5月確定 受診率 ％ 35 ‐ Ｂ

妊娠期の口腔管理における歯科健診
の重要性について、少しずつではあ
るが理解が進んでおり、受診率が向
上してきている。引き続き、歯科健
診の必要性の認識を深めてもらえる
よう周知に努めていく必要がある。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

妊娠期の口腔管理について妊婦の意
識が未だ低い状況にあるため、妊娠
期における歯科健診の重要性につい
て、母子健康手帳交付時やマタニ
ティセミナーの機会等を活用し、ま
た、関係機関の協力を得て積極的に
周知し、継続的に取組む必要があ
る。

32

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

産後ケア

保健福祉
部　長野
市保健所
健康課

母体の管理や育児指導を行うこと
で育児不安の軽減、母体の精神的
安定及び育児手法の獲得により、
産後うつの対応及び子どもへの虐
待予防につなげる。

宿泊型・基本７日（理由により７
日間延長可、最大14日利用可）・
10事業所（産科９、助産所１）で
実施・利用料１日に付き７割（上
限17,500円）補助

6,819 6,800
利用者
数

人 100 109
利用日
数

日 400 396 Ｂ

平成28年度から市の負担割合を５割
から７割として利用者負担額を軽減
を図ったことを受け、ハイリスク妊
産婦に対する産科医療機関等からの
利用勧奨及び母子保健コーディネー
ターからの事業の紹介により、利用
日数が大きく伸び、多くの産婦の育
児不安を軽減することにつながっ
た。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

利用者ニーズに対応したケアの多様
化を図り、効果的、効率的な事業を
目指す。

33

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

出産・子育て応援
メール配信事業

こども未
来部　子
育て支援
課

妊娠・出産・子育ての不安や負担
感を解消し、子育てに対する理解
を深め、子育ての楽しみを実感で
きるようにする必要がある。

携帯端末のスマートフォン利用者
の増加に伴い、情報交換のツール
として子育て世代を含めてＳＮＳ
が急速に普及しており、平成31年
10月から、新たにLINEによる配信
を開始することで新規登録者の増
加を図る。

2,456 3,511
メール
配信登
録件数

件 5,900 5,115

読者ア
ンケー
トに基
づく満
足度

％ 100 94 Ｂ

メール登録件数について、第四次長
野市高度情報化計画（平成29年度～
平成33年度）の目標値に近づいてお
り、読者アンケートの調査結果から
読者の満足度も高かったため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

妊娠・出産・子育ての不安や負担感
を軽減し、安心して出産や子育てが
できるよう、お腹の中の赤ちゃんや
生まれた後の成長に応じたタイム
リーな情報及びアドバイスを配信す
る必要がある。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

34

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

放課後子ども総合
プラン推進事業

こども未
来部　こ
ども政策
課

　児童の健全な育成　保護者の仕
事と子育ての両立支援

　余裕教室の徹底的な活用、施設
の長寿命化・改修、エアコンの設
置　支援員等の処遇改善による人
員の確保、研修の充実による資質
の向上、ガイドラインに基づく支
援の均一化と運営面の改善　地域
住民・学生等による多様な体験・
交流・学習・スポーツ活動の提供

881,348 1,128,871

希望児
童の受
入れ校
区数

校
区

54 29

放課後
子ども
総合プ
ラン登
録率

％ 45 41.8 Ｃ

　市内全54小学校区・全90施設で留
守家庭児童の受入れを実現している
が、条例及び計画で定める希望児童
の受入れは29校区に留まっている。
平成31年度は事業計画の目標年次と
なるが、37校区に留まる見込み（17
校区では未実施）

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 拡大

　子育て支援の主要施策としての役
割とニーズがますます高まるととも
に、利用料の見直しの予定により、
より安全・安心な環境と支援の充実
が求められる。特に、支援員等の処
遇改善、居室の確実な確保、施設等
の安全面での配慮、送迎車スペース
の確保は不可欠となっている。

35

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

子育て短期支援事
業

こども未
来部　子
育て支援
課

保護者の疾病その他の理由により
家庭において児童を養育すること
が一時的に困難となった家庭や児
童の福祉の向上を図る。

・ショートステイ：新たに育児疲
れ、緊急一時的母子保護等の利用
対象要件を追加した。

520 1,800

利用者
数（延
べ）
ショー
トステ
イ＋ト
ワイラ
イトス
テイ

人 70 57

利用要
望達成
数/利用
相談件
数

％ 100 88 Ｂ
利用申請のあった家庭の利用要望ど
おりに施設への受け入れがおおむね
実施できているため。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

本事業の周知を更に図り、必要とし
ている家庭への支援を行うことで、
切れ目ない子育て支援に繋げ、結
果、児童虐待の防止を図ることがで
きるため。

36

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

一緒に遊ぶ機会の
提供

こども未
来部　こ
ども政策
課

　児童の健全な育成
　学校、期間を限定し、週１回程
度、放課後の体育館を使用

148 403 実施校 校 4 4

１校で
の１回
当たり
のプラ
ン未登
録者の
参加人
数

人 3 4.9 Ｂ

　平成30年度の１校での１回当たり
の参加人数（プラン登録児童とプラ
ン未登録児童）は36.1人で、一定の
ニーズがあることが分かるととも
に、未登録児童の参加者が前年度か
ら大幅に増加した。

Ｂ Ｂ Ｃ - Ａ 統合

　３年目となる今年度の状況も含め
て検証すると同時に、一定のニーズ
があることを踏まえ、放課後子ども
総合プランの利用料の見直しに合わ
せて、プランの中に統合して実施で
きないか検討する。

37

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

子育て活動応援事
業補助金

こども未
来部　保
育・幼稚
園課

地域で新たな子育て自主グループ
が活動を開始し、互いに支え合い
ながら育児の不安感や孤独感の緩
和が図られている。

補助金の交付（補助率10/10以内
上限額50千円*10団体）【補助対
象事業】　　　①設立1年未満…
子育て自主グループの運営②設立
２年以上…子育て事業の交流、一
般に公開する子育てに関する講習
会や学習会の開催等に要する経費
【補助対象経費】①運営に要する
経費②講師謝礼、会場使用料、印
刷製本費、保険料等※飲食代や個
人遊具の購入費等は補助の対象と
しない

500 500

子育て
活動応
援事業
補助金
を利用
して活
動した
グルー
プ数

団
体

17 15

子育て
サーク
ル登録
数

団
体

30 29 Ｂ

新規グループの利用が３団体、設立
２年以上のグループの利用が12団
体、また、登録数も概ね目標どおり
であった。設立２年以上のグループ
は、補助金を使用し地域住民等を対
象とする開かれた講座等を実施し
た。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ
見直
して
継続

子育て自主グループは、親同士が互
いに支え合いながら育児の不安感や
孤立感の緩和を図るなど、地域にお
いて親自身や子どもの育ちの大切な
場となっている。毎年実施するアン
ケートを基に効果の検証を行い、必
要に応じて見直しを実施する。

38

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

国補こども広場・
支援センター・
ファミリーサポー
トセンター運営

こども未
来部　保
育・幼稚
園課

地域の子育て支援機能の充実を図
り、保護者の子育てに関する不安
感等を緩和し、子どもの健やかな
育ちを支援する。

平成31年度、新たに、市内２箇所
のこども広場へ利用者支援専門員
（子育てコンシェルジュ）を１人
ずつ配置し、複雑・多様化する子
育て相談に対応していく。

105,141 117,188

こども
広場・
支援セ
ンター
利用延
べ人数

人 141,000 132,272

こども
広場・
支援セ
ンター
利用延
べ人数

人 141,000 132,272 Ｂ

３歳未満児の保育所入所者数の増加
や少子化等を背景に、こども広場及
び地域子育て支援センターを主に利
用する未就園児童数が減少傾向と
なっていることを加味して、概ね目
標どおりと評価した。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

こども広場利用者アンケート結果で
は、概ね好評を得ている。引き続
き、乳幼児親子の遊びや交流の場を
提供するとともに、平成31年度から
こども広場へ配置する子育てコー
ディネーターを中心に保護者からの
相談等に応じ、更なる子育て支援の
充実を図る。

39

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

転入者子育て交流
会

こども未
来部　子
育て支援
課

本市で子育てをする保護者の不安
解消と仲間づくりの場を提供し、
慣れない土地での子育てを応援す
る。

対象施設をこども広場「じゃん・
けん・ぽん」１施設から、こども
広場「このゆびとまれ」も含めた
２施設に拡大し、各施設において
年３回の合計６回開催する。

166 369
参加世
帯数

世
帯

170 114

参加者
アン
ケート
に基づ
く満足
度（満
足・や
や満足
を対
象）

％ 80 76.4 Ｂ

満足度の推移は第１回85.3％、第２
回82.8％、第３回61.2％であった。
第３回は全員参加型の内容を多くし
たことにより、参加者同士が交流す
る時間が少なかったことから満足度
が若干下落したと考えられるが、全
体としては高い満足度が得られた。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
段階
的に
終了

本事業の運営方法等を確立してきた
ことにより、事業主体が自主事業と
して実施できるよう移管が可能なた
め。
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40

2-1-1(結
婚､妊娠･
出産､子
育ての切
れ目ない
支援)

母子栄養食品支給
事業

保健福祉
部　長野
市保健所
健康課

低所得世帯（非課税世帯、生活保
護世帯）等の事情により育児が困
難な妊産婦や支援を要する乳児に
対し、直接保健師が栄養食品の支
給を行う。

申請時に保健師が相談を受け、支
援の必要な母子であるか判断す
る。その他対象要件にも合えば、
申請により月に1度担当地区の保
健師が訪問を兼ね自宅に粉ミルク
の缶、妊産婦（授乳婦）用粉乳等
（特定用途食品）を直接持参し支
給するようＨ31年度から見直すこ
ととした。

134 78
支給状
況(希望
者数）

人 0 14
支給状
況(支給
者数）

人 0 14 Ｂ

低所得世帯の母子栄養食品の支給を
必要とする妊産婦及び乳児に牛乳、
粉ミルクを支給することで栄養不足
を補い、母体の健康の保持及び乳児
の健全な成長を図る。

Ａ Ｂ Ａ - Ａ 終了

事情により育児が困難な状況にある
支援の必要な母子世帯を見守るとい
う側面が重要となっているため、保
健師が支給のために直接訪問するこ
とで対象母子を支援・指導をする機
会として別事業として継続する。

41

2-1-2(子
どもの成
長を育む
環境の充
実)

公立保育所施設管
理費

こども未
来部　保
育・幼稚
園課

公立保育所の効率的な管理運営と
適正な維持管理を行う。

園敷地等の借上料、義務的な点検
手数料（消防、電気工作物、遊
具、昇降機）、リース料（園バ
ス、AED）及び施設・設備等の維
持補修等。

47,290 48,451

適切に
施設が
管理さ
れてい
る。

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ

予算の範囲内で、緊急性や必要性の
高い施設又は設備等の補修修繕がで
きている。また、職員で対応が可能
な修繕等は直接対応しており、柔軟
かつ円滑な保育環境の改善を図って
いる。

Ａ Ａ Ａ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

公立保育所の老朽化が進んでおり、
水まわりを中心に適時適切な維持修
繕等を行うことにより、安全・快適
な保育環境の維持に努める必要があ
る。

42

2-1-3(社
会的援助
を必要と
する家庭
等の自立
支援)

ひとり親家庭児童
通学費援護金支給
事業

こども未
来部　子
育て支援
課

高等学校等への通学費用を一部支
援することで、ひとり親家庭の経
済的負担の軽減を図る。

高等学校等に通うため、片道２㎞
以上の交通機関を利用している児
童を養育するひとり親家庭の保護
者を対象に、定期券の額の２分の
１を支給する（支給対象者の前年
の所得額が、児童扶養手当の全部
支給基準内）。

8,931 9,726

通学費
援護金
の延支
給者数

件 169 171

ひとり
親家庭
（児童
扶養手
当受給
資格者
数）に
占める
通学費
援護金
支給者
の割合

％ 5.0 7.0 Ｂ

ひとり親家庭の経済的な状況などに
より、実績値は左右されることがあ
るが、一定程度の支給者数があるこ
となどから、事業目的は概ね達成で
きているため。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

児童が家庭の経済的事情によらずに
希望する高校等へ通学できるよう、
通学費用の一部支援が、ひとり親家
庭の経済的負担の軽減につながるた
め。

43

2-1-3(社
会的援助
を必要と
する家庭
等の自立
支援)

養育支援訪問事業

こども未
来部　子
育て支援
課

支援者がなく、育児不安を抱える
保護者等の家庭を訪問し、養育に
関する支援を行うことで、家事や
育児の負担の軽減等を図り、児童
虐待を防止する。

【平成31年度見直し内容】国の要
綱、ガイドラインに沿って、不適
切な養育状態にある家庭、健康診
査等の対象とならない児童などを
新たに支援対象に加えた。また、
支援期間は３ヶ月を原則としなが
ら、不適切な養育状態にある家庭
等、虐待のリスクを抱える家庭に
ついては期間を延長して支援を実
施する。

4,433 7,209
実支援
家庭数

人 60 59

支援の
利用前
後で
「エジ
ンバラ
産後う
つ質問
票」の
点数を
比較
し、改
善した
割合

％ 70 64 Ｂ

支援対象となる家庭数が増加してお
り、健康課と委託事業者と連携し、
養育の支援が特に必要な家庭に対
し、支援員を派遣し、育児・家事の
支援を行うことが出来た。支援開始
前後のエジンバラ産後うつ質問票の
点数を比較した結果、点数が改善す
るなど、養育環境の改善が見られた
ため。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

平成31年度、児童虐待防止の更なる
推進のため、不適切な養育状態にあ
る家庭など、特に支援が必要と認め
られる家庭等を新たに対象に加える
とともに、支援期間の延長を行うこ
ととした。今後、支援対象者と支援
期間の拡大による効果を検証してい
く。

44

2-1-3(社
会的援助
を必要と
する家庭
等の自立
支援)

一日父親・母子休
養事業

こども未
来部　子
育て支援
課

母子家庭が子どもや同じ状況の仲
間と一緒のレクリェーション活動
を通じて、子どもとの触れ合いや
仲間づくりを行う。

平成30年度で事業を終了し、平成
31年度からは、父子家庭も含めた
ひとり親家庭を対象とした新たな
事業を行う。

187 0
参加世
帯数

世
帯

25 9

ひとり
親世帯
に対す
る参加
世帯の
割合
（参加
世帯/児
童扶養
手当受
給者資
格世帯
数）

％ 1 0.3 Ｄ

平成30年度は、参加世帯数が少な
かったことから、活動指標及び成果
指標とも前年度と比較して低下した
が、参加した母子家庭の保護者や子
どもからは、「参加して楽しかっ
た」「交流することができた」など
の声が寄せられた。

Ａ Ａ Ｃ - Ａ 終了
平成30年度を最後に本事業を廃止
し、ひとり親家庭を対象とした新た
な事業を平成31年度から実施する。

45

2-2-1(高
齢者の社
会参加と
生きがい
づくりの
促進)

おでかけパスポー
ト事業補助金

保健福祉
部　高齢
者活躍支
援課

高齢者の社会参加を支援すること
により、健康づくり・生きがいづ
くりの推進につなげる。

ICカード「おでかけパスポート」
により市内路線バスを安価で乗車
できるもの。市は運賃から利用者
負担額とバス事業者負担額を除い
た額を負担する。

143,630 165,319

おでか
けパス
ポート
所有者

人 55337.1 54740

おでか
けパス
ポート
１日当
り平均
利用回
数

回 2,580 2,546 Ｂ

おでかけパスポートの所有者は増加
しているが、利用回数の伸びがな
い。天候の影響等もあり、前年度よ
りも微減で推移した。

Ａ Ａ Ａ - Ａ
見直
して
継続

本事業は市民ニーズが高く、高齢者
が気軽に路線バスを利用できる事業
であるとともに、フレイル予防にも
つながるため。
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46

2-2-1(高
齢者の社
会参加と
生きがい
づくりの
促進)

老人福祉センター
管理運営委託・老
人福祉センター管
理運営・ふれあい
交流ひろば運営

保健福祉
部　高齢
者活躍支
援課

高齢者の自主グループ活動や地域
福祉活動を促進すること。

老人福祉センター及びふれあい交
流ひろばにおいて、高齢者の各種
相談に応じるとともに、生きがい
づくりや介護予防に関する講座を
実施する。また自主グループ活動
や地域福祉活動の場を提供する。

148,729 170,268

生きが
いづく
り講座
受講人
数

人 38,650 38,422

自主グ
ループ
活動(受
講者OB
活動)参
加人数

人 72,876 77,627 Ｂ

講座の受講者数ほぼ目標どおりの状
況であり、講座終了後の自主グルー
プ活動も活発に行われていることな
どにより、講座・自主グループ活動
をしている人数はほぼ横這いである
ため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

今後も高齢人口の増加が見込まれる
中で、高齢者が健康で生きがいのあ
る生活を保つために不可欠な施設で
ある

47

2-2-1(高
齢者の社
会参加と
生きがい
づくりの
促進)

老人クラブ補助金

保健福祉
部　高齢
者活躍支
援課

高齢者の社会貢献活動、世代間交
流活動を促進し、豊かな老後の実
現、地域福祉の増進につなげる。

地域ごとの単位老人クラブに活動
費を補助する。単位老人クラブの
活動を支援・指導する市老連の活
動費を補助する。

12,051 7,420

補助金
交付単
位老人
クラブ
数

団
体

247 240

老人ク
ラブの
社会活
動の実
施日数

日 17,000 17,560 Ｂ

市老連と連携を深め、広報ながので
会員加入を促すなど加入率の向上に
努めたが、高齢者の生き方や関心が
多様化する中、新たな会員の加入が
進まないことから、老人クラブ数、
加入者数ともに減少しているもの
の、老人クラブの社会活動の実施日
数は増加したため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

補助金の交付により、単位老人クラ
ブが維持され、会員の健康増進や地
域福祉の充実につながっていること
から、今後も補助事業を継続する。

48

2-2-1(高
齢者の社
会参加と
生きがい
づくりの
促進)

シニアアクティブ
ルーム運営

保健福祉
部　高齢
者活躍支
援課

高齢者の自主グループ活動や地域
福祉活動を促進するとともに、中
心市街地の活性化を目指す。

中心市街地へ老人福祉センター等
の機能を持つ高齢者の活動を支援
する拠点を設置し、講座及びイベ
ント等を開催する。また、自主グ
ループ活動の支援や、地域福祉活
動に関する相談、情報提供及び連
絡調整などを行う。

5,551 5,591

生きが
いづく
り講座
数

回 230 234

生きが
いづく
り講座
受講人
数

人 9,900 10,094 Ａ
多様な講座の開催や、継続的な広報
活動の実施により、講座数、受講人
数が増加している。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

高齢者の生きがいづくり、健康づく
りの観点から、今後も中心市街地と
いう立地を活かした講座やイベント
を充実させていく必要がある。

49

2-2-2(高
齢者福祉
ｻｰﾋﾞｽの
充実)

地域介護予防活動
支援事業

保健福祉
部　地域
包括ケア
推進課

地域の身近な場所に介護予防クラ
ブや生きいき通いの場を増やすこ
とで、自主的な介護予防活動の継
続及び社会参加による介護予防を
推進する。

地域住民が主体的に行う介護予防
のための活動や高齢者が心身の状
態等によって分け隔てられること
なく自主的に参加できる場を設け
る活動に対して、補助金を交付す
る。

2,322 6,505

補助金
交付件
数（介
護予防
クラブ
支援事
業補助
金及び
介護予
防生き
いき通
いの場
事業補
助金の
合計）

件 118 47

介護予
防クラ
ブ数及
び生き
いき通
いの場
数の合
計（累
計）

件 225 175 Ｃ

補助金交付件数及び介護予防クラブ
数については目標を上回ったが、生
きいき通いの場数については目標に
達していない（目標82件・実績６
件）ことから、目標を下回るとした
もの。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ
見直
して
継続

地域から寄せられる意見要望を踏ま
え、より住民が主体的に実施可能な
方法を検討して、見直し継続する。

50

2-2-2(高
齢者福祉
ｻｰﾋﾞｽの
充実)

独居高齢者等緊急
通報システム設置

保健福祉
部　地域
包括ケア
推進課

65歳以上のひとり暮らし高齢者、
75歳以上の高齢者のみの世帯及び
65歳以上の高齢者と重度身体障害
者のみの世帯を対象に、コールセ
ンターによる様態確認、協力者に
よる処置の要請等により、高齢者
の安全確保及び不安の軽減を図
り、高齢者及び家族が安心して生
活できるようにする。

かけつけサービスなど新たなサー
ビスの導入を検討している

24,623 25,078
事業説
明会開
催回数

回
未実施地

区
0

独居高
齢者等
緊急通
報シス
テム設
置台数

台 1,348 1,105 Ｃ

　民生委員やケアマネージャーを通
じて対象者へサービスの案内をして
いるが、施設等への入所、協力者が
得られない、携帯電話等には設置出
来ないなどの現在の利用要件による
制約などの理由で目標に至っていな
い。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

　高齢者の緊急時対応に備えるとと
もに孤立防止につながる仕組みの一
つであり事業の必要性は高い。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績
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位
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価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
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事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

51

2-2-2(高
齢者福祉
ｻｰﾋﾞｽの
充実)

介護保険特別対策
事業

保健福祉
部　介護
保険課

対象:市民税非課税世帯である者
(各制度により他に要件あり)
成果・効果:低所得者が介護サー
ビスを利用した場合に、当該生計
を維持しつつ安心して適切な介護
サービスを受けられる。

・訪問介護等利用者負担助成事
業:障害福祉サービスにおいて
「境界層該当」で定率負担額0円
の人が介護保険へ移行する場合、
自己負担を全額免除する。
・社会福祉法人等利用者負担軽減
事業:社会福祉法人が提供する
サービスのうちサービス料、食
費、居住費の利用負担を25％軽減
する。
・特別地域加算に係る訪問介護利
用者負担減額事業:サービス利用
料15%増しとなる地域において、
社会福祉法人が提供する訪問介護
等の利用者負担を軽減する。
・利用者負担援護事業:1カ月の
サービス利用料の個人負担額が
3,000円を超えた場合に支給す
る。

4,654 7,577
周知活
動の回
数

回 5 5 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ

本事業を必要とする人が事業を利用
し易い状態を継続していくことが重
要である。
居宅介護支援事業所を含む事業者へ
配信しているフレツシュ情報への掲
載なども行っており、利用促進のた
めの周知を行うことができたため。

Ａ Ａ Ａ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

高齢者の増加に伴い、低所得の利用
者の増加が考えられる。
低所得の利用者が、当該生計を維持
しつつ安心して適切な介護サービス
を受けられるよう事業を継続してい
く必要があるため。

52

2-3-1(障
害者(児)
福祉の充
実)

障害者緊急通報シ
ステム設置

保健福祉
部　障害
福祉課

ひとり暮らし重度身体障害者等の
緊急事態に対し迅速な対応がとれ
ることにより、緊急時の不安を解
消することができ、安心した日常
生活を送ること。

○緊急通報システム運営業務委託
H27.９～H32.８　11,895千円
(1,836円／１月１件当たり)○対
象者　・市内居住者　・ひとり暮
らしの身体障害者で1級又は2級の
者　・家族の就労等により、日中
ひとりで在宅となる重度　　の視
覚障害者等（視覚障害1級、下肢
又は体幹の　　機能障害1級、心
臓・腎臓又は呼吸器の機能障害
１・　　２級の者）○　設置台数
79台(H31.3.31現在)

1,921 2,113

障害者
緊急通
報シス
テム運
営業務
委託

千
円

2,340 1,780

障害者
緊急通
報シス
テム設
置台数

台 95 77 Ｂ
平成30年度は死亡等による撤去が新
規設置を上回ったが、目標達成率は
81％だった。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ
見直
して
継続

　日中ひとりで在宅となる重度障害
者の緊急時対応に備える仕組みのひ
とつであり、事業の必要性は高い。

53

2-3-1(障
害者(児)
福祉の充
実)

やさしいまちづく
り推進

保健福祉
部　障害
福祉課

障害者や高齢者をはじめ、市民誰
もが暮しやすい、バリアフリーの
まちづくりを推進する。

平成31年度事業(案)①市道横断地
下道階段段差識別塗装工事3箇所
②ユニバーサルタウンマップ管理
業務

1,753 1,858

バリア
フリー
化工事
費

千
円

1,300 1,296

バリア
フリー
化工事
実施箇
所数

箇
所

1 3 Ｂ

これまでに障害者団体から改善につ
いて要望があったが、未実施となっ
ている箇所について順次施工してお
り、これまでのところ、各年度の予
算枠内で適切に実施されているもの
と思われる。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 縮小

建設部との協議及び確認が必要とな
るが、これまで道路課で予算措置で
きなかった障害者団体からの改善要
望(点字ブロック敷設・横断地下道
階段段差識別塗装)についての予算
措置が可能になれば、バリアフリー
化事業は施設所管課対応事業に完全
に移行できるものと考える。

54

2-3-1(障
害者(児)
福祉の充
実)

発達支援あんしん
ネットワーク事業

こども未
来部　子
育て支援
課

子どもの個性と能力を引き出し自
立に向けた支援と保護者の不安感
等の軽減を図るとともに、保育園
等の対応力の向上を目指す。

・特別な配慮を要する子どもが在
籍する保育所等へ訪問し助言指導
を行う「にこにこ園訪問」を実施
する。・保護者が子どもの情報を
記録整理するための「はぐくま
ファイル」の活用を促進する。・
発達に関し支援を行う関係者が一
堂に会し、情報共有と具体的な支
援方法を検討する「地域発達支援
会議」を開催する。

12,876 13,780

園から
の要請
に基づ
き実施
した
「にこ
にこ園
訪問」
の訪問
施設数

施
設

104 104

園訪問
時の助
言内容
を保護
者懇談
に活用
できた
割合

％ 80 100 Ａ

にこにこ園訪問では要請のあった全
園に訪問ができている（100%）。ま
た、園訪問の助言内容については、
平成30年12月のアンケートでは回答
した全園（90園）が園訪問時の助言
を活用(100%)している。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

発達に支援を要する子どもやその保
護者に対して切れ目のない支援に繋
げるため引き続き事業を着実に実施
する。

55

2-3-1(障
害者(児)
福祉の充
実)

障害者（児）施設
賃借料補助金

保健福祉
部　障害
福祉課

継続施設のみを補助対象とし、障
害者（児）の地域生活に必要な
サービスを提供する。

平成30年度から新規施設への補助
を取り止め、継続施設のみ補助対
象とすることとした。

1,055 1,014
交付件
数

件 0 4
事業所
数（累
計）

件 0 61 Ｂ

平成30年度からは継続事業所のみを
対象として補助を行っている。制度
の対象となった事業所の経営安定に
寄与している。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
段階
的に
終了

　補助期限(８年）が終了した施設
から順次、補助終了となる。

56

2-3-1(障
害者(児)
福祉の充
実)

国補・自動車改
造・運転免許取得
助成

保健福祉
部　障害
福祉課

身体障害者の社会参加の促進と介
護者の負担軽減

当該者が乗車すべき自動車を当該
者が運転できるように、又は使用
しやすいように改造するに要する
経費及び普通自動車の運転免許を
取得した者に対し予算の範囲内で
補助金・助成金を交付

2,012 2,188

自動車
改造(本
人用・
介護用)
事業補
助金・
運転免
許取得
費助成
金

人 改22免１ 改21免１ ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ
活動指標の「補助金・助成金の交付
人数」は目標に達しており、評価は
概ね目標どおりとしている。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ ‐
見直
して
継続

運転免許取得助成金は、他市と比較
し過剰な助成となっていることか
ら、平成32年度(2020年度)を目途に
事業の見直しを行う。
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57

2-3-2(認
め合い､
支え合
い､活か
し合う地
域社会の
実現)

地域福祉推進事業
補助金（21332　生
活支援体制整備事
業）

保健福祉
部　福祉
政策課、
地域包括
ケア推進
課

地域住民が主体となった、効率的
な地域福祉推進体制の整備を図
る。

地域福祉ワーカーを設置する住民
自治協議会に対し雇用経費等の補
助金を交付することで、各地区の
特性に応じた地域福祉活動推進体
制の推進を図る。

63,738 82,500

地域福
祉ワー
カー設
置地区
数

地
区

32 31

介護予
防・生
活支援
検討会
の設置
地区数

地
区

32 19 Ｂ

市内32地区中、31地区で地域におけ
る福祉活動を推進する役割を担う地
域福祉ワーカーが設置されているこ
と。平成29年度から新たに取り組ん
でいる高齢者の生活支援体制整備に
向けた介護予防・生活支援検討会が
平成30年度19地区に設置され、他の
地区でも設置にむけた準備に取り組
んでいることから概ね目標どおりと
する。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

地区において、高齢者の生活支援体
制の整備や地域福祉課題解決のた
め、今後も地区の理解を得ながら地
域の特性を活かした地域福祉の推進
体制を整備する必要がある。

58

2-3-2(認
め合い､
支え合
い､活か
し合う地
域社会の
実現)

地域たすけあい事
業補助金

保健福祉
部　地域
包括ケア
推進課

長野市社会福祉協議会、地区住民
自治協議会に対してそれぞれ補助
金を交付し、高齢者・障害者等が
住み慣れた地域で安心して自分ら
しく暮らし続けることができるよ
うに、地区住民の協力を得ながら
「お互いさま」の気持ちで支え合
い、助け合える地域づくりを進め
る。

長野市社会福祉協議会及び地区住
民自治協議会が実施する家事援助
サービスと福祉移送サービスの実
施に要する経費、及び福祉自動車
購入金を助成する。

61,744 64,812

福祉自
動車購
入補助
台数

台 1 1

地域た
すけあ
い事業
利用件
数
（家事
援助＋
福祉移
送）

件 40,778 40,000 Ｃ

利用件数が減少傾向にある。減少の
理由は、福祉自動車の移送件数の減
少が主なものであるが、１日に移送
できる人数が限られており、利用目
的も通院等に限られることから、多
様化する要望に応えられなくなって
いることが利用件数の低下につな
がっていると推測される。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
見直
して
継続

高齢者の増加に伴い、ひとり暮らし
高齢者の家事援助や福祉移送といっ
た、地域たすけあい事業の需要は高
まると思われる。こうした福祉サー
ビスを維持、継続していくためにも
本事業を継続していく。

59

2-3-3(生
活の安定
と自立へ
の支援)

生活困窮者学習支
援

保健福祉
部　生活
支援課

困窮の連鎖を防止するため、生活
困窮世帯の子どもに対する学習支
援を推進するもの

（1）対象者　生活保護世帯及び
生活困窮世帯の小・中学生及び高
校生(高校生世代）（2）内容　学
習支援、進学支援、修学支援
（3）形態　施設型、派遣型（訪
問型）（4）実施回数　施設型、
月2回、1回5H以内
派遣型、月2回、1回2H

3,528 6,450
受講者
数

0 46 51
高校進
学者

0 10 10 Ｂ 毎年、参加者数が増加している。 Ａ Ｂ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

現行の枠組みで継続。適宜、見直し
ていく。

60

2-3-3(生
活の安定
と自立へ
の支援)

生活保護法外援護
保健福祉
部　生活
支援課

それぞれが自立を目指した活動を
促す。

①保育所新規入所児童、小中学校
等の入学児童、中学校卒業生徒な
どの支度費の支給１人につき、
・保育所新規入所児童　　10,000
円　・小中学校等の入学児童
7,000円　・中学校卒業生徒
10,000円②授産施設利用者への通
所費用の一部支給(身体障害者、
精神障害者)・１日あたり交通実
費の１／２の額(250円限度)

1,844 2,038

授産施
設利用
者の月
額平均
工賃

円 ‐ 17,388

授産施
設利用
者への
通所費
用の一
部支給
額(月
額)

円 3,000 3,340 Ｂ
成果・効果の指標に合致し、かつ目
標額に近い。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

補助額は減少傾向にあるものの生活
保護法によらない市独自の援護であ
ることから、生活に困窮し、生活保
護を受給する世帯が増加している
中、生活保護法の扶助基準では不十
分、または対象とならない支出への
支援が求められているため、継続す
る。

61

2-4-1(健
康の保
持･増進
の支援)

ながのベジライフ
宣言

保健福祉
部　保健
所健康課

糖尿病等の生活習慣病を予防し、
健康寿命を延伸する。

・啓発リーフレット・ポスターの
配布・青年期糖尿病予防講座の開
催・「ハッピーかみんぐ」市民実
践講座・健康出前講座・30才の歯
周疾患検診・「ベジライフ宣言市
民のつどい」開催・「ベジライフ
応援店」登録の推進

3,443 2,308

H30:啓
発リー
フレッ
トの配
布数
H31:ベ
ジライ
フ応援
店登録
数

枚
・
店

50,000 48,000

まちづ
くりア
ンケー
トで認
知度を
調査

％ - 32.4 Ｂ

全庁横断的に各部局が協力し、会議
やイベント等の市民と接するあらゆ
る機会に啓発リーフレット等や広報
等で普及啓発を行ったため、「サキ
ベジ」等、食の具体的取組への関心
が高まった。また、「ながのベジラ
イフ宣言応援店」の登録についても
飲食店等3,000店舗に対し趣旨への
賛同を促し、個人の健康づくりの取
組を支える環境づくりに努めた。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

健康寿命の延伸を図るためには、自
覚症状がない段階から自分のからだ
の状態に気づき、市民自らが主体的
に予防・健康づくりに取り組めるよ
う、継続的に普及啓発する必要があ
るため。
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62

2-4-1(健
康の保
持･増進
の支援)

各種がん検診
（胃・肺・大腸・
子宮・乳）

保健福祉
部　健康
課

がん検診により早期にがんを発見
し、早期の治療につなげ、がんに
よる死亡数を減らす。また、医療
費の削減につなげる。

・国が示す「がん検診の指針」に
基づき検診ごとに対象者、受診間
隔等を設定して実施。・職場の健
康保険等による受診機会のある人
は対象外。・検診により日時・会
場を指定して検診車等で実施する
集団健診と、医療機関で受診する
個別検診のいずれか。

198,343 230,204

検診受
診率(全
がん検
診の受
診率の
平均）

％ 50 12.1

精密検
査受診
率(全が
ん検診
の受診
率の平
均）

％ 90 86.6 Ｃ

精検受診率は、概ね国が示す目標値
に近い実績となっているが、検診受
診率は、最も高い大腸がん検診でも
約20％（H30）で、国が示す目標の
50％を大幅に下回っている。また、
無料クーポン事業や受診勧奨、休日
検診等を実施しているものの、低下
傾向が続いているため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

がん検診は安心して暮らせる健康づ
くりには欠かせないものであり、今
後も国の指針に基づき、検診の有効
性や社会の動向等を注視しつつ、実
施内容を見直しながら継続する。

63
2-4-2(保
健衛生の
充実)

飲料水供給施設等
改修事業補助金

保健福祉
部 長野
市保健所
食品生活
衛生課

信州新町と中条地区の上水道の給
水区域外における小規模水道施設
の計画的な施設改修を進める。

信州新町・中条地区の上水道給水
区域外の小規模水道施設を対象と
して、施設の改修に要する事業費
の一部を補助する。

3,021 4,905
補助金
の交付
件数

件 7 6

小規模
水道施
設の改
修達成
率（改
修数/計
画数）
×100

％ 100 85 Ｂ

小規模水道施設の計画的な改修工事
のほか、災害時の突発的な水道施設
の修繕に対応し、水道施設の維持管
理が図られ、小規模水道を飲用する
住民の生活が維持されている。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ
見直
して
継続

H30年度「補助制度の継続について
の市長要望」に対する市長回答であ
る「現状どおり継続する。また、合
併から10年が経過することから、両
地区の異なる補助率の調整を行いた
い」を原則とし、H30年度行政評価
二次評価の指摘も踏まえ、今後も継
続する。

64

2-4-3(地
域医療体
制の充
実)

公的病院救急医療
設備整備事業費補
助金

保健福祉
部　医療
連携推進
課

市民が二次救急医療を受けられる
ように、医療体制を整える。

31年度（予定）　長野赤十字病
院・・・人口呼吸器　篠ノ井総合
病院・・・超音波診断装置（心
臓）

6,195 38,100

病院群
輪番制
医療機
関の時
間外入
院患者
受入実
績

人 ‐ 5,706

病院群
輪番制
に参加
する市
内の医
療機関
数

医
療
機
関

4 4 Ｂ

救急告示医療機関において受入困難
な事案が発生した場合に、原則とし
て必ず受け入れてもらう最後の砦と
して、長野市内の病院群輪番制参加
医療機関（４病院）を維持すること
ができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

平成29年度から開始した事業である
ことから、病院での医療機器の更新
状況や補助の申請状況の把握に努め
る。

65

2-4-3(地
域医療体
制の充
実)

初期救急医療体制
整備事業

保健福祉
部　医療
連携推進
課

市民が安心して生活できるよう
に、現在の医療体制を維持する。

31年度（予定）　在宅当番医（延
べ医療機関数）　　長野市医師会
605　　更級医師会　　　 237
長野市歯科医師会　85　　更級歯
科医師会　　78　急病センター
南長野医療センター篠ノ井総合病
院　　長野松代総合病院　　長野
市民病院

63,221 70,784

休日初
期救急
医療の
提供
（在宅
当番
医、歯
科急
患）

機
関
数

0 964

夜間初
期救急
医療の
提供
（急病
セン
ター）

日 365 365 Ｂ
必要とする休日、夜間の救急医療体
制を提供できた。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

引き続き市民の夜間・休日の急病等
に対応する医療体制の確保が必要で
あることから、現在の体制を維持し
ていく。

66

2-4-3(地
域医療体
制の充
実)

医療安全支援セン
ター運営事業

長野市保
健所　総
務課

・苦情や相談に対して納得しても
らい、市民の医療に関する不安を
解消する。・市民の医療に対する
信頼を高める。・より安全で適正
な医療が提供できるようにする。

・医療相談窓口での電話相談、面
接相談の実施。・医療従事者の医
療安全意識の理解を深め、患者・
市民の医療に対する信頼を確保す
るため資質向上を目的とした医療
安全研修会を開催する。・相談や
不満の改善に向け医師会や医療機
関の相談担当関係者と連携し対応
する。

3,100 3,126

医療機
関への
情報提
供や医
療安全
に関す
る医療
従事者
向け研
修会の
開催

回 1 1

相談や
助言に
納得し
たと思
われる
人の割
合

％ 90 90 Ｂ
相談後の満足度は昨年より低下して
いるが、目標は達成できている。

Ａ Ａ Ａ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

市民の医療に関するニーズに対応
し、医療従事者の資質の向上に寄与
するために行政による医療相談の継
続は必要である。

67

2-4-3(地
域医療体
制の充
実)

特定健康診査・特
定保健指導事業(30
歳代の国保健診）

保健福祉
部　国民
健康保険
課

メタボリックシンドロームの該当
者及び予備群の割合を減少させ、
国保被保険者の生活習慣病の発症
予防と健康増進を図り、医療費の
適正化及び保険者の財政基盤強化
を目指す。

・30歳代の国保被保険者を対象に
委託医療機関でメタボリックシン
ドロームに着目した健診を実施す
る。・健診結果から、メタボリッ
クシンドロームの該当者及び予備
群に対し保健師等が個別の保健指
導を実施する。

7,305 11,487

30歳代
の国保
健診受
診率

％ 18 14.7

保健指
導実施
者数・
率

人
・
％

112・30 62・45.9 Ｂ

保健指導実施率は目標値を大きく上
回ったが、健診受診率は目標値には
至らず、保健指導実施者数も目標値
を下回った。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

メタボリックシンドローム該当者お
よび予備群の割合が減少しない状況
から、健康寿命の延伸および医療費
の適正化のため、受診率や保健指導
実施率の向上を図りながら継続する
必要がある。

68

2-4-3(地
域医療体
制の充
実)

福祉医療費給付事
業

保健福祉
部　福祉
政策課

受給者が福祉医療費を受給するこ
とにより、必要な時に医療を安心
して受けることができ、健康の保
持と生活の安定が得られている。

(1)支給対象者  子ども、障害
者、　　　　　　　 ひとり親家
庭の親と子(2)支給対象額　保険
診療の自己負担分(3)主な控除額
①高額療養費　　　　　 　　②
公費負担医療　　　　　　　 ③
付加給付　　　　　　 　④受給
者負担金　　　　　　　　 １レ
セプトあたり500円

2,258,972 2,210,625
受給者
数（平
均）

人 68,000 68,079
受診件
数

件 810,000 812,887 Ｂ

受診件数がほぼ想定どおりであるこ
とから、「概ね目標どおり」とし
た。  （注：平成30年度は、８月に
子どもの福祉医療費の現物給付化に
伴い13ヶ月分の支給となっており、
「乳幼児等」の受診者数を12ヵ月分
に補正している。）

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

市民ニーズも高く制度が定着してい
ることから、現行制度の維持に努め
ていくこととするが、国では医療保
険制度の改正など幾つかの動きがあ
り、それらについて情報収集をしな
がら、制度のあり方について検討を
進めていく。
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69

2-5-1(人
権尊重社
会の実
現)

人権教育啓発

地域・市
民生活部
人権・男
女共同参
画課

あらゆる差別や人権侵害をなく
し、市民と行政が一体となって
「すべての人が人間として尊重さ
れ、心豊かな生活を送ることがで
きる明るく住みよい社会を築く」
こと。

・各住民自治協議会に、区や地域
公民館等を単位とした研修会及び
住民集会を開催してもらうため、
人権教育指導員の養成、講師の派
遣や情報の提供、資料の提供等の
支援・テレビ・ラジオ放送等によ
る啓発、啓発標語・ポスターの募
集、啓発ビデオ・ＤＶＤの貸出
し、啓発資料の配布など人権尊重
意識の普及啓発

12,882 15,883

住民自
治協議
会にお
ける研
修会及
び住民
集会実
施回数

回 500 398

「互い
の個性
や立場
を尊重
し合え
る地域
であ
る」及
び「人
権問題
につい
て理解
を深め
ようと
してい
る」と
思う人
の割合

％ ‐ 34、54 Ｃ

住民自治協議会における研修会及び
住民集会の実施回数は例年目標に届
かず、また総合計画市民アンケート
結果から見ると、人権意識の醸成が
進んでいないと考えるため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

いまだ同和問題等人権課題は山積
し、人権が尊重される社会の形成に
は至っていない。一層の人権意識の
向上を図るためにも、家庭、地域等
あらゆる場での人権教育啓発を推進
していく必要がある。

70

2-5-1(人
権尊重社
会の実
現)

人権同和事業費
人権啓発・相談

地域・市
民生活部
人権・男
女共同参
画課

心配事や悩み事を早期解消し、す
べての人が人間として尊重され、
心豊かな生活を送ることができる
明るく住みよい社会を築く。

心配ごと悩みごと相談室を開設
し、相談者自身が人権尊重の意識
を持ち、自ら問題を解決すること
ができるよう指導助言を行う。
（開設頻度：毎週　月、水、金曜
日の３日間）

695 837
相談室
の開設
回数

回 140 143
相談者
数

人 200 149 C
相談室の開設回数は目標どおりと
なったが、相談者数が目標に達しな
かったため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

生活スタイルの変化や少子高齢化の
進行で、今後、様々な人権に係る問
題の増加が想定され、「誰もが・気
軽に・安心して」利用できるような
相談者に寄り添った窓口のニーズは
ますます高くなる。人権尊重意識の
向上を図る中、「部落差別解消推進
法」に基づく相談体制の充実につい
ても今後国から示されるであろう方
針に注視しながら、あらゆる人権課
題に対応できる相談を継続していく
ことが必要である。

71

2-5-2(男
女共同参
画社会の
実現)

男女共同参画セン
ター運営事業

地域・市
民生活部
人権・男
女共同参
画課

男女がともに、あらゆる分野にお
いてその人権が尊重され、個性と
能力を発揮し、共に責任を分かち
合う男女共同参画社会の実現

・女性活躍推進をはじめとする男
女共同参画に係る企画講座等を実
施し、様々な機会を捉えた啓発を
行う。・地域、学校、企業におい
て、男女共同参画セミナーを開催
し、男女共同参画社会形成や固定
的役割分担意識の見直すための啓
発を行う。

11,543 12,247

企画講
座及び
男女共
同参画
セミ
ナーの
開催回
数

回 45 41

企画講
座及び
男女共
同参画
セミ
ナーの
参加者
数

人 2,300 1,647 Ｃ

男女共同参画セミナーについて、各
住民自治協議会に開催を依頼し、ま
たセミナー開催のために職員を派遣
する旨周知したが、開催件数の増に
は至らず、そのため参加者数も減と
なった。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

固定的役割分担の意識は向上してき
ているが、未だ男女共同参画社会と
いう言葉の意味を知っている市民の
割合は低い。男性が依然優位な立場
にあり、女性の社会参画や活躍が不
十分な状況が見られる。男女共同参
画社会の実現に向けて、引き続き企
画講座や男女共同参画セミナーを開
催し、啓発を継続していく必要があ
る。

72

2-5-2(男
女共同参
画社会の
実現)

男女共同参画促進
サポート事業

地域・市
民生活部
人権・男
女共同参
画課

市民団体等が男女共同参画に関す
る自主的な活動を企画・実施する
ことで、市民が男女共同参画を身
近な課題として捉え、理解を深め
ることを促進する。

市民団体等から男女共同参画に関
する自主的な事業を公募し、補助
金を交付して当該事業を推進す
る。

100 500

サポー
ト事業
募集回
数

回 2 2

サポー
ト事業
応募者
数

件 8 3 Ｃ

活動指標の「サポート事業募集回
数」は目標を達成しているが、成果
指標の「サポート事業応募者数」が
目標に達しておらず、また事業実績
も減少しており、目標を下回る結果
となった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

男女共同参画を推進する上で、市民
の意識の向上は不可欠である。自ら
事業の企画を実施することで、市民
団体等はその理解をより深めること
となる。また、市民による企画に参
加することで男女共同参画を身近な
問題として捉えることができる。

73
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

太陽光発電システ
ム普及促進事業補
助金

環境部
環境保全
温暖化対
策課

家庭における太陽光発電システム
の普及拡大及びそれを契機とした
省エネルギー意識の向上を図り、
市内の温室効果ガス排出量を削減
する。

市税を滞納していない方で、長野
市内に有する自ら住居する住宅に
太陽光発電システムを設置した個
人が対象であり、設置した太陽光
補助金システムの出力に応じて、
１kWあたり１万４千円(上限６万
円)の補助金を交付する。（平成
30年度）

25,900 27,600

太陽光
発電シ
ステム
設置者
への補
助件数

件 432 432

住宅用
太陽光
発電に
よるCO2
削減量
（当該
年度の
新たな
削減
量）

t-
CO2
年

1,093 1,286.7 Ａ

ここ数年は補助申請件数が減少傾向
にある上、予算終了のために年度途
中で受付を終了したものの、補助件
数は目標を達成した。設置される設
備の平均出力が増えているため、補
助件数は減少したが、CO2削減量に
ついては目標を達成した。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 終了

設置費用の低廉化、市民の省エネ意
識の向上による設備の普及により、
平成31年度をもって現行の制度を終
了する。
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74
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

小水力発電

環境部
環境保全
温暖化対
策課

大岡小・中学校への発電電力の供
給を行い、経費削減を図るととも
に、環境学習会等を実施し、長野
市の環境保全の一助とする。

発電した電力は、大岡小・中学校
へ供給し、余剰分はFIT制度を活
用し売電を行うとともに、小水力
発電設備の定期点検等による維持
管理を行う。

389 806
定期点
検回数

回 1 1

大岡
小・中
学校の
電力削
減量

kWh 24,034 20,021 Ｂ

24時間発電が可能な設備ではある
が、気象条件や電力会社の工事等に
より小水力発電を停止しなければい
けない時間帯が多かったため、実績
が伸びなかった。しかし、小水力発
電によって、大岡小・中学校の電力
削減には大きく寄与している。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

・大岡浅刈小水力発電施設の維持管
理を継続する。・民間の取組につい
ても積極的に支援していく。

75
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

市有施設省エネ診
断強化事業

環境部
環境保全
温暖化対
策課

国の地球温暖化対策計画と同程度
の温室効果ガス排出量の削減を目
指す。

・市有施設のエネルギー使用状況
の調査・分析・エネルギー使用の
評価方法の検討・市有施設の省エ
ネルギー施策の提案・カーボン・
マネジメント体制の強化・拡充の
検討

9,710 0

地球温
暖化対
策の推
進に関
する法
律に基
づく温
室効果
ガス排
出量の
算定、
結果公
表

回 1 1

市有施
設温室
効果ガ
ス排出
量前年
度比の
削減率

％ 1 4.86 Ｂ

長野市役所温暖化防止実行計画の年
平均１%削減は達成しているもの
の、国の地球温暖化対策計画で見た
場合、更なる削減が必要となってく
るため。

Ａ Ｂ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

国の地球温暖化対策計画の目標の達
成に向け、省エネ診断及び省エネ改
修や、設備機器の運用改善などが必
要不可欠であるため。

76
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

省エネ機器普及促
進補助金

環境部
環境保全
温暖化対
策課

家庭における省エネ機器(エネ
ファーム)の普及拡大及びそれを
契機とした省エネルギー意識の向
上を図り、市内の温室効果ガス排
出量を削減する。

市内の自ら居住する住宅にエネ
ファームを設置した個人もしくは
エネファームの設置された住宅を
購入した個人を対象に、設置後1
年間の電気・ガス使用量の情報提
供を条件に、設置費用の一部を補
助金として交付する。

200 0
補助交
付件数

件 10 2

エネ
ファー
ムによ
るCO2削
減量

t-
CO2
年

13.3 2.66 Ｄ

　市内で導入する場合に必要な寒冷
地仕様の製品を製造するメーカー
（東芝）が、平成29年7月に製造・
販売から撤退したため、機器の調達
が困難となり、以降の件数が伸びな
かった。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
終了
（H30
）

一部事業者の省エネ機器（エネ
ファーム）の製造終了等により、補
助金の交付申請が減少したことに伴
い、平成30年をもって制度を終了し
た。

77
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

電気自動車(EV)充
電設備設置モデル
事業

環境部
環境保全
温暖化対
策課

電気自動車などの普及環境を整備
し、電気自動車などの普及促進を
図る。

道の駅中条に電気自動車用の急速
充電器１台の維持管理・充電設備
利用状況の把握・定期的に現場確
認、清掃・維持権利金の申請・維
持管理業務委託契約事務・サー
バー利用に関する契約事務

701 796
定期点
検の実
施

回 1 1
充電設
備利用
台数

台 930 1,137 Ａ

成果指標の実績値は年々増加してお
り、利用台数が増加している。電気
自動車の普及が進んでいることが言
える。また、本体に不具合が起こっ
た場合も24時間電話サービスによ
り、問題なく利用が可能となってい
る。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

長野、白馬を結ぶ観光ルート上で当
該設備のほかに充電設備が無いこと
や、道の駅に設置されていることか
ら、観光客等の利用も見込まれるた
め、日本充電サービスによる充電イ
ンフラ普及支援金による支援により
運用する中で、事業効果の検証を行
う。

78
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

市有施設デマンド
監視装置導入事業

環境部
環境保全
温暖化対
策課

最大電力抑制による業務用電力契
約の適正化や見える化による電気
使用量の削減を図る。

デマンド監視装置を導入し、電力
使用の適正化と省エネ効果の見え
る化に取り組む。年２回電力使用
量の分析を行い、結果に基づく省
エネアドバイスを行う。

4,400 4,487

導入施
設数
（累
計）

箇
所

97 97

導入施
設の電
力使用
量削減
(導入前
との比
較)

％ 5 6 Ｂ
成果指標の30年度実績は95施設に設
置し、導入前比で約６%の年間使用
電力量の削減効果が得られた。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

設置施設にあっては、設置前と設置
後の電気料金比較で、概ね2千万円
の削減が図られている。新規の導入
については、概ね終了しているが、
導入効果を維持、あるいは高めてい
く上で、事業の継続は必要である。

79
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

地球温暖化防止活
動推進センター補
助金

環境部
環境保全
温暖化対
策課

市民・事業者が温暖化対策の意義
や具体的な方策を理解し、実践す
る。

長野市地球温暖化防止活動推進セ
ンターを啓発拠点として指定し、
センターが行う地球温暖化対策の
重要性や具体的取組の紹介、市
民・事業者の相談等の事業に対し
て補助金を交付する。

8,500 8,500

イベン
ト・講
習会開
催回数

回 25 30
参加・
受講者
数

人 1000 1719 Ａ

講習会や体験イベント等、温暖化対
策に関する情報発信を実施してお
り、1,000人を超える市民に参加・
体験していただいている。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

地球温暖化防止のためには、セン
ターを拠点とした市民・事業者への
啓発活動を継続する必要がある。
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80
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

温暖化防止企画調
査

環境部
環境保全
温暖化対
策課

市民・事業者・行政が協力して、
温暖化防止の施策を取り組むこと
で、将来市民の健康で文化的な生
活が確保できる。

・「長野市地球温暖化対策地域推
進計画」及び「長野市役所温暖化
防止実行計画」の推進・温室効果
ガス排出量の把握（算定）・再エ
ネ、省エネなどの利用と普及拡大
に関する調査・研究・温暖化の影
響についての情報収集・温暖化の
現状と具体的な対策に関する啓発

1,857 1,623

長野市
地球温
暖化対
策地域
推進計
画評価
会開催

回
数

2 2

市域の
温室効
果ガス
年間排
出量

千
t-
CO2

-
2,230

（H27）
Ｂ

　計画の進捗評価等に関して概ね予
定どおり実施したほか、再エネ（木
質バイオマス等）調査、太陽光ガイ
ドライン改正、市役所COOL CHOICE
宣言と市民（事業所）に対するCOOL
CHOICEへの賛同呼びかけ等を実施し
た。温室効果ガス排出量は電力の排
出係数の変動の影響が大きく、係数
が上昇したH25には激増したが、H26
は減少した。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

　推進計画及び実行計画に基づく施
策・事業を着実に実施する必要があ
る。温暖化をめぐる状況は常に変化
しており、新たな施策が求められる
ため、施策展開に必要な調査・研究
等を継続して行っていく必要があ
る。

81
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

温暖化防止企画調
査(耕作放棄地等の
ソルガム活用調
査）

環境部
環境保全
温暖化対
策課

本事業の社会実装化により、耕作
放棄地の解消を図るほか、地域の
エネルギーの地産地消を含めた温
室効果ガスの削減や、地域産業・
雇用の創出を目指す。

事業モデルの実証・構築段階か
ら、実の食品利用を中心に社会実
装段階に移行しつつあり、流通環
境整備や商品化の拡大、講習会等
を通じて栽培者の増加を図る。ま
た、事業のスケールアップ等を図
るため、H28から連携中枢都市圏
構想に位置付け、高山村、飯綱
町、須坂市が参加している。それ
に応じて多量に生じる茎葉の活用
について、キノコ培地・廃培地の
エネルギー化の具現化を目指すほ
か、新たな活用についても検討し
ていく。

492 492
栽培講
習会開
催回数

回
数

3 4

市内ソ
ルガム
栽培面
積

a 553 665 Ａ

　流通環境の整備、マスメディアに
よる本事業のＰＲ効果などにより、
ソルガムの栽培面積が前年に比べ増
加したため

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
段階
的に
終了

　平成25年度から、ソルガムの栽
培、実、茎葉の活用からメタン発酵
プラントを含む地域自立型循環モデ
ル構築について研究を進めてきた。
この取り組みにより、栽培面積の増
加や、流通環境の整備が進んだこと
などの成果を踏まえ、連携中枢都市
圏構想の計画期間が終わる平成32年
度を当該事業の節目とし、信州大学
をはじめ関係部局・機関と協議を行
い、作物栽培奨励部局（農林部）や
商品開発・販売促進部局（商工観光
部）などへの所管変更などの検討も
含め、次のステップへの方針を決定
する。

82
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

太陽熱利用システ
ム普及促進事業補
助金

環境部
環境保全
温暖化対
策課

家庭における太陽熱利用システム
導入の拡大及びそれを契機とした
省エネルギー意識の向上を図り、
市内の温室効果ガス排出量を削減
する。

平成30年度は補助額の変更はない
が、補助要件を見直し、対象機器
を拡大した。（ベターリビングの
認定であることを要件から外し
た。）

3,300 3,400

太陽熱
利用シ
ステム
設置者
への補
助件数

件 42 36

住宅用
太陽熱
利用シ
ステム
による
CO2推計
削減量
（当該
年度の
新たな
削減
量）

t-
CO2

33 33 Ｂ

平成30年度は、補助件数が目標より
も少なくなってしまった。これは、
予想よりも強制循環型の申請件数が
多く、予算終了となったもので、補
助件数は減少したものの、CO2推計
削減量は目標値を達成できた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
見直
して
継続

太陽光発電に比べ、全国的に普及が
進んでいないことから導入コストは
あまり下がっていないが、補助金額
の見直しを図るとともに、太陽光発
電システム補助金の終了とあわせ
て、終期の見直しを行う。

83
3-1-1(低
炭素社会
の実現)

バイオマス利活用

環境部
環境保全
温暖化対
策課

長野市バイオマスタウン構想に基
づき、バイオマス資源の利活用を
図り、地球温暖化対策や持続可能
な循環型社会の形成及び中山間地
域の活性化を図る。

構想を推進するため産学官連携の
協議会を設置し、バイオマス資源
の利活用を検討するとともに、市
有施設におけるバイオマス利用を
推進し、地域内で資源、資金が循
環するモデルを構築していく。事
業化に当り、効果的な国の支援を
受けるため、バイオマス産業都市
構想を策定し、バイオマス産業都
市として認定される必要があるた
め、民間事業者と連携を図り、具
体的な事業計画を策定、推進して
いく。また、連携中枢都市圏構想
に位置付け、広域的連携を図って
いく。

132 171

バイオ
マスタ
ウン構
想推進
協議会
の開催
回数
(回)

回
数

3 4

木質バ
イオマ
ス燃料
需要量
（灯油
換算）

ℓ 255,060 292,795 A
　鬼無里の湯の薪ボイラーが本格稼
働したことなどから、木質バイオマ
スの需要量が伸びた。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

「バイオマス産業都市」の認定を目
指し、事業者と連携して事業化プロ
ジェクトを検討する。木質バイオマ
スについては、推進協議会を中心に
具体的活用方法を検討するととも
に、市有施設としての活用のほか、
周辺市町村や民間事業者における利
活用促進など普及拡大を図ってい
く。その他のバイオマスについても
調査研究を進める。
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84
3-1-2(循
環型社会
の実現)

生ごみ減量啓発
環境部
生活環境
課

家庭の生ごみを堆肥化すること
で、可燃ごみを減らし、循環型社
会の構築を図る。

①市内各地で生ごみ減量アドバイ
ザーを講師に生ごみ自家処理講座
を開催する。②各地区で開催する
学習会等に生ごみ減量アドバイ
ザーを派遣する。生ごみの有効活
用を紹介するガーデニング等講座
を開催する。

1,504 1,746

生ごみ
自家処
理実践
講座等
の受講
者数

人 1,160 1,272

受講
後、生
ごみ減
量のた
めに実
践でき
ること
がある
と答え
た人の
割合

％ ‐ ‐ Ｂ

・生ごみ自家処理実践講座（実践講
座、食品ロス関係講座）の受講者数
について、前年度比約12％増し、目
標数を達成した。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

生ごみ減量の推進には、現在行って
いる生ごみ自家処理実践講座や生ご
み減量アドバイザー派遣制度のほか
生ごみ自家処理機器購入費補助金を
合わせた一体的な取り組みが有効で
あり、加えて、発生抑制の観点から
食品ロス削減を推進する必要がある
ことから、生ごみ減量啓発事業は現
行のまま継続する。

85
3-1-2(循
環型社会
の実現)

生ごみ自家処理機
器購入費補助金

環境部
生活環境
課

家庭の生ごみを堆肥化すること
で、可燃ごみを減らし、循環型社
会の構築を図る。

生ごみ自家処理機器を購入した市
民に対して、補助金を交付する。

2,475 2,170

生ごみ
自家処
理機器
補助件
数

件 230 191
購入5年
経過継
続率

％ ‐ ‐ Ｂ

・生ごみ自家処理機器補助件数につ
いて、コンポスト容器と電動・手動
処理機の申請は減少（前年度比約
16％減）し、目標数を到達できな
かった。・平成29年度アンケート結
果では回答者のうち75％（無回答を
含めた調査対象全員のうち約43％）
が継続しているとの回答であり目標
を上回った。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ
見直
して
継続

生ごみ減量の推進には、現在行って
いる生ごみ自家処理実践講座や生ご
み減量アドバイザー派遣制度、生ご
み自家処理機器の補助制度は有効で
あるが、補助事業のうち更新は特定
の者への交付であることから平成31
年度に廃止し、加えて、発生抑制の
観点から食品ロス削減を推進するこ
ととし、生ごみ減量対策事業は見直
して継続する。

86

3-2-2(良
好な生活
環境の保
全)

ごみ分別啓発・指
導

環境部
生活環境
課

環境負荷の低減、資源の有効利用
につなげる。

・ごみカレンダー、パンフレット
「ごみの出し方（保存版）」、住
民説明会、出前講座等によりごみ
の減量及び分別の徹底を図る。・
事業所を訪問し、ごみの分別を指
導し、他事業所のごみ減量の取り
組みを照会などをする。

43,806 26,586

家庭ご
み総量
（集団
資源回
収を含
む）

ｔ 87,043 84,910

リサイ
クル率
（集団
資源回
収を含
む）

％ 25.3 25.7 Ｂ

・平成21年10月以後の家庭ごみ有料
化後は、家庭ごみの減少、資源化は
着実に定着している。・リサイクル
率は、回収する資源物が減少してき
ていることから、目標は未達成と
なっている。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

・家庭ごみの収集処理は市民生活に
必要不可欠なものとなっている。環
境負荷の低減、資源の有効利用と
いったことからもごみの減量やリサ
イクルを推進しなければならな
い。・家庭ごみに比べ減少率が低い
事業ごみについても減量化、分別徹
底の働きかけを引き続き行う必要が
ある。

87
3-1-2(循
環型社会
の実現)

資源回収報奨金
環境部
生活環境
課

資源物の団体回収を実施する登録
団体を対象に、資源回収を実施す
ることにより、再資源化を促進
し、ごみの分別徹底やごみ減量と
リサイクル意識の向上を図るとと
もに、地域の環境活動の活性化を
促す。

再生利用可能な資源物（古紙類、
缶類、布類及びビン類）の回収を
行った団体に対し、資源業者への
引渡し量に応じて報奨金（６円／
kg）を、又、逆有償の場合は取引
額（上限額は段ボール１円／kg、
雑誌２円／kg、布類３円／kg
（H29年度～））を加算し交付す
る。

65,898 67,562
資源回
収実施
団体数

件 560 555
資源回
収量

ト
ン

11,266 10,601 Ｂ

活動指標の実施団体数は目標を若干
下回っているものの前年度より増加
したこと、しかしながら成果指標の
資源回収量は目標に対して６％程度
下回ったため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

・集団資源回収を通じて再資源化を
促進することにより、ごみの減量と
分別の徹底が図られ、リサイクル意
識の高揚が期待できること、加え
て、地域コミュニティーでは貴重な
活動資金になっているところもある
ことから、本事業を継続して実施す
る。

88
3-1-2(循
環型社会
の実現)

ごみ処理施設建設
長野広域連合負担
金

環境部
生活環境
課

・ごみ焼却施設周辺環境を整備す
る。・ごみ処理施設に関する住民
理解を深める。・長野広域連合が
策定した「ごみ処理広域化基本計
画」の推進を支援する。

・地元と公園施設の基本設計に向
けた協議を実施する。・ごみ処理
施設（最終処分場等）の住民視察
研修を実施する。・同じ

1,948,640 1,781,598

先進地
視察研
修会参
加者数

人 30 132 ‐ ‐ ‐ ‐ Ａ

　平成18年度から、広域連合が整備
するごみ焼却施設の建設に対する地
元同意を得るための先進地視察研修
を実施し、その積み上げにより平成
25年3月、建設同意を得るという大
きな成果を挙げることができた。
平成30年度は、ながの環境エネル
ギーセンター（Ａ焼却施設）が稼働
を開始したことにより、施設内の視
察を含め、ごみ処理施設の安全性に
ついて、住民に理解を深めてもらう
ことができた。

Ａ Ａ Ａ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

・一般廃棄物を適正に処理すること
は市の責務であるため・長野広域連
合が策定した「ごみ処理広域化基本
計画」の推進にあたり、構成市町村
の一つとして応分の負担金を支出す
ることが必要なため
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89
3-1-2(循
環型社会
の実現)

ごみ収集運搬
環境部
生活環境
課

市民及び地域の衛生的な生活環境
を保持する。

安定的、効率的かつ適正に集積所
から収集し、処理施設まで運搬す
る。資源物の拠点回収（サンデー
リサイクル）を行う。

1,161,905 1,200,072
家庭ご
み収集
日数

日 303 303
家庭ご
み収集
運搬量

ｔ 76,605 74,335 Ｂ

ごみ集積所（サンデーリサイクルに
よる資源物拠点回収を含む。）に排
出されたごみ及び資源物は、家庭ご
み収集運搬計画に基づき、適正、迅
速、効率的に収集することができ
た。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

ごみの収集運搬は、市民及び地域の
衛生的な生活環境を維持するために
欠かせないため、サンデーリサイク
ルも活用し、安定的、効率的かつ適
正な収集を継続すると共に、一層の
ごみ減量・資源化を推進する。

90
3-1-2(循
環型社会
の実現)

焼却灰等外部処理
委託事業

環境部
資源再生
センター

一般廃棄物の収集・運搬および処
分は、市町村に処理責任がある
が、市町村で処理が困難な場合、
一般廃棄物処理業許可事業者で処
分しなければならない。

焼却灰等の処理方法は、埋立処分
の他に資源化する方法もあり、平
成25年度以降の全量外部搬出時に
おいてはさらにリスク分散及び循
環型社会の実現のため、一部資源
化も実施している。

210,640 0

外部搬
出処理
率主
灰、飛
灰、不
燃残渣
等

％ 100 100

適切に
処理さ
れてい
る。

‐ ‐ ‐ Ｂ 適切に処理されているため Ａ Ａ Ａ - Ａ 終了
広域連合焼却施設稼働に伴い、本事
業は終了した。

91
3-1-2(循
環型社会
の実現)

し尿収集運搬
環境部
生活環境
課

廃棄物の適正な収集運搬で生活環
境を清潔にすることにより、生活
環境の保全及び公衆衛生の向上を
図る。

(1)し尿等収集運搬及びし尿処理
手数料徴収事務を長野市生活環境
協同組合へ委託(2)収集運搬委託
料は、収集原価として市全体の収
集運搬に掛かる経費を算定し、向
こう３年間の収集量で除して算出
している。36リットルを１単位と
し、平成29-31年度は１単位378
円。

289,182 295,295

し尿及
び浄化
槽汚泥
の収集
量（浄
化槽汚
泥は許
可分を
含む）

㎘ 28,076 30,630

し尿及
び浄化
槽汚泥
の収集
運搬が
遅滞し
たこと
に対す
る苦情

件 0 0 Ｂ
収集運搬に滞りはなく、適正に業務
が行われている。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

収集量は減少していくが、し尿及び
浄化槽汚泥の収集運搬は今後も継続
して行う必要がある。

92

3-2-1(豊
かな自然
環境の保
全)

ながの環境パート
ナーシップ会議負
担金

環境部
環境保全
温暖化対
策課

　市民・事業者・行政の三者が連
携協働し、地域に根差した様々な
環境保全活動を推進し、日常生
活・事業活動で生じる環境負荷の
軽減を図る。

　市民・事業者・行政のお互いの
長所を生かした連携協働により、
環境保全に寄与する事業、個別プ
ロジェクト活動及びこれらの活動
の啓発活動を実施する。

1,000 1,000

ながの
環境
パート
ナー
シップ
会議会
員数

人 140 179

環境保
全活動
参加者
数（な
がの環
境パー
トナー
シップ
会議参
加者
数）

人 4,400 4,842 Ａ

　環境保全活動を広めていくため
会員加入を進め、会員が増やすこと
ができた。「環境団体大集合」など
のイベントを継続して開催し、当会
議の活動への理解が進み、参画人数
は増加することができた。また、信
州大学工学部の地域環境演習に伴う
学生の受入や新たに創設したプロ
ジェクトサポーター制度により事業
者の協働参画を得ることができた。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

持続可能な社会の構築を目指し、引
き続き、市民・事業者・行政などの
多様な担い手により互いの長所を活
かしながら協働して環境保全活動を
行っていく。また、広く市民に環境
保全活動の必要性や本会議の活動内
容を周知し、より多くの市民・事業
者の参画を促していく。

93

3-2-1(豊
かな自然
環境の保
全)

環境企画費　希少
動植物保護

環境部
環境保全
温暖化対
策課

豊かな自然環境のもとに生物多様
性が確保されていること。

①長野市自然環境保全推進委員か
らの活動報告書による本市の自然
保全状況の把握及び記録として活
用するための保存②希少動植物保
護のための外来種の駆除③大谷地
湿原保全・再生手法の実践及び影
響調査と検証④生物多様性確保の
取組みの重要性や必要性の市民へ
の啓発

1,743 251

自然環
境保全
推進委
員活動
報告数

件 17 16

アン
ケート
による
市民意
識調査
「豊か
な自然
環境が
保たれ
てい
る」に
おい
て、肯
定的回
答割合
の合算
値

％ 73.6 69.1 Ｂ

　自然環境保全推進委員は、精力的
に活動しており、活動報告も概ね適
正な回数がされている。　アンケー
トによる市民意識調査における肯定
的回答割合の合算値は、微減で推移
した。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

・現行の枠組みで継続するが、希少
種の保全・復元方法については、高
校、大学と連携しながら、適宜、見
直しをしていく。・外来種駆除活動
については、長野県、国土交通省河
川事務所、住民と連携しながら、適
宜、見直しをしていく。
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94

3-2-1(豊
かな自然
環境の保
全)

環境教育

環境部
環境保全
温暖化対
策課

子どもの環境保全意識を高め、日
常生活において保全活動に積極的
に取組む姿勢を育成すること。

市民や児童・生徒を対象とした体
験を通じて学ぶ環境学習会（森林
博物館での動植物観察、川での水
生生物調査等）を開催する。教職
員を対象とした義務教育における
環境教育の充実を図るために研修
会（ごみ処理施設見学）を開催す
る。

772 822
環境学
習会参
加人数

人 200 465

市民意
識調査
の「環
境活動
参加
者」に
おけ
る、現
状値以
上の項
目数

項
目

6 5 Ｂ

　環境学習会への参加人数は、若干
減少したが、研修参加者の満足度は
非常に高く、充実した研修を実施す
ることができた。まちづくりアン
ケートにおける参加度においては、
１項目のみ減少してしまったが、高
齢化により地域の清掃活動への参加
が難しくなっていることが要因と考
えられる。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

　まちづくりアンケートの結果から
も、子ども、成人及び事業所を対象
とした環境教育の充実が求められて
おり、市民的ニーズが高い。市民一
人ひとりが環境について理解を深
め、環境保全活動に積極的に取り組
むことができるような機会の提供が
必要である。

95
3-1-2(循
環型社会
の実現)

環境美化啓発

環境部
環境保全
温暖化対
策課

きれいで快適に暮らせるまちの実
現

条例の周知啓発と巡回指導ポイ捨
て等の現状調査（定点調査）

4,825 4,524

地区環
境美化
活動の
ごみ回
収量

㎏ 21,500 16,576

ポイ捨
て吸い
殻本数
(月平均
本数：
長野大
通り10
カ所)

本 70 117 Ｃ

住民自治協議会が主体となり実施し
ている地区清掃でのごみ回収量は、
目標を達成している。たばこの吸い
殻ゴミは、中心市街地全体では減少
傾向にあるが、長野大通りエリアで
は増加傾向に歯止めはかかってきて
いるものの、減少には転じていな
い。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

　実施内容の見直しを検討し、新た
なメディアなどの活用とより効率的
で、効果的な啓発事業を実施してい
くとともに、屋外喫煙所の在り方等
についても検討していく。

96

3-2-2(良
好な生活
環境の保
全)

不法投棄対策
環境部
生活環境
課

不法投棄は犯罪であることを浸透
させ、不法投棄の減少を図り、地
域の衛生的な生活環境と豊かな自
然環境を保全する。

不法投棄を行った者を特定するた
め警察に協力し、行為者の特定が
不可能な一般廃棄物について回収
を行う。また、パトロールの実
施、防止ネットや監視カメラの設
置を行うことにより不法投棄され
にくい環境を整える。さらには、
不法投棄防止のための啓発活動を
行う。

4,924 5,591

不法投
棄パト
ロール
日数
（職員
＋民間
委託）

延
べ
日
数

281 270
不法投
棄物の
回収量

㎏ 0 56,575 Ｂ

不法投棄防止のためのパトロール
や、防止ネット・監視カメラの設置
により不法投棄されにくい環境を整
えており、不法投棄箇所数は減少し
ている。一方で、不法投棄物の回収
量は平成24年度から28年度までは減
少傾向にあったが、29年・30年度は
増加している。

Ａ Ａ Ａ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

衛生的な生活環境と豊かな自然環境
の保全を図るために必要な事業であ
り、継続するもの。

97

4-1-1(防
災･減災
対策の推
進)

自主防災組織強化
防災資機材等購入
費補助金

消防局
警防課

　自主防災組織の災害対応力の向
上により、災害による被害の軽減
を図る。

・自主防災組織の長及び防災指導
員を対象とした研修会の実施・災
害対応や訓練の実施促進のための
必要物品の購入・自主防災訓練時
の災害補償のための費用

6,349 6,636

地区別
自主防
災組織
リー
ダー研
修会実
施件数

件 16 16
防災訓
練実施
率

％ 100 82 Ｂ

　自主防災組織リーダー研修会は、
消防局の署、分署等の単位で管内の
自主防災組織を対象に実施をしてお
り、全ての署、分署等で実施した。
自主防災訓練実施率については、全
ての自主防災組織が実施することを
目標にしているが、天候不良等の理
由により中止になるなど目標を達成
できなかった。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

　自主防災組織単独での訓練に併
せ、自主防災組織連絡協議会等での
訓練実施を促進し、災害対応力の強
化に加え、連携力の強化を図る。
さらに、地域防災力の中核である消
防団との連携についても強化を図
る。

98

4-1-1(防
災･減災
対策の推
進)

災害応急対策
総務部
危機管理
防災課

災害に対する備えを充実すること
により、災害時の被害を軽減し、
市民の生命・財産を守る。

・住民、通勤・通学者、旅行者な
ど災害時の長野市滞在者の安全を
確保するため、災害時に必要とな
る食料、飲料水、日常生活用品、
緊急資機材等必要な物資等を計画
的に備蓄する。・避難場所を示す
標識を整備する。

109,728 89,433

主要９
品目の
備蓄品
等の購
入数

式 10,200 10,200

各備蓄
品の目
標数に
対する
現有備
蓄数の
割合

％ 57.7 57.7 Ｂ

災害用資機材の配備については、東
日本大震災や熊本地震の経験から、
簡易トイレ、毛布をはじめ長期避難
に必要な生活用品、プライバシーに
配慮したプライベートルーム等の主
要９品目の備蓄品等を購入するとと
もに、多種多様化している防災用品
に対して、常に最新の情報を得て備
蓄資機材の充実を図った。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

長野市防災アセスメントによる被害
想定に基づき、必要な備蓄品の購
入・配備を進め、避難所生活を想定
した生活必需品を中心に備蓄してい
く。
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99

4-1-1(防
災･減災
対策の推
進)

洪水ハザードマッ
プ作成事業

総務部
危機管理
防災課

洪水から人命を守るとともに被害
を最小限とする。

国及び県が管理する河川の想定最
大規模降雨に伴う浸水想定区域図
等に基づき、洪水浸水想定区域、
洪水予報等の伝達方法、避難施設
及び避難経路等に関する情報の周
知等を行うため、洪水ハザード
マップを作成し、住民などに配布
する。

15,488 17,761

洪水ハ
ザード
マップ
データ
作成及
び印
刷・配
布進捗
率

％
データ作

成100
データ作

成100

洪水ハ
ザード
マップ
を配布
した世
帯

数 － － Ｂ

　当事業は、平成30年度から平成31
年度の２カ年での期間で完成を目指
しており、平成30年度は、当初の予
定通り、洪水ハザードマップデータ
の作成が全て完了した。

Ａ Ａ Ａ - Ｃ 終了 平成31年度中に事業完了予定

100

4-1-1(防
災･減災
対策の推
進)

住宅耐震改修事業
補助金

建設部
建築指導
課

旧耐震基準で建築された耐震性の
低い木造戸建住宅の耐震化

旧耐震基準で建築された耐震性の
低い木造戸建住宅の耐震改修工事
に対する費用補助

41,988 77,000

木造戸
建住宅
の耐震
改修工
事に対
する補
助金の
交付件
数

件 70 42 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ

達成状況の評価は住宅の耐震化率で
評価した。（※耐震化率は実数とし
て捉えることが難しいため、既往の
統計調査結果等からの推計値として
いる。）H32年度目標耐震化率90%に
対して、H30年度耐震化率は85.1%。
H30年度時点で目標達成率は94.5%で
ある。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

いまだ対象住宅は数多く存在してい
る。防災・減災対策の推進には住宅
の耐震化は欠かせない。１戸でも多
くの住宅が耐震化されるよう、対策
を講じ続ける必要がある。

101

4-1-2(消
防力の充
実･強化
及び火災
予防)

火事をなくする市
民運動

消防局
予防課

火災予防、啓発活動を実施し、市
民の防火意識の高揚と火災予防の
推進を図る。

１　イベントや訓練出向時にチラ
シ配布２　各運動時、横断幕や懸
垂幕の設置３　消防だより(広報
ながの３回実施)４　標語入り防
火ポスター　応募数　990点５
防火標語　　　　　　　応募数
652点

2,589 1,860

各種火
災予防
運動等
での車
両広報
回数
（回）

0 1,000 1,548
出火率
（％）

0 3 3.9 Ｃ
平成30年度の出火率は目標である３
パーセントを上回り出火率が増加し
た。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

住民の生命、身体を火災から守るた
め、引き続き市民の安全・安心な生
活を守るため事業を継続する必要が
ある。

102

4-1-2(消
防力の充
実･強化
及び火災
予防)

消防車両整備、広
域消防車両整備

消防局
警防課

消防車両と特殊装備の機能維持・
強化を図り、市民の安全・安心を
確保する。

消防活動に必要な車両（消防車・
救急車）の更新。はしご車及び救
助工作車等の特殊消防車両の梯
子・クレーン等の年次点検及び修
繕等。

128,998 140,583
車両更
新台数

0 3 3

適切に
更新さ
れてい
る。

‐ ‐ ‐ Ｂ

消防車両等更新計画に基づき、緊急
消防援助隊補助金、合併特例交付
金、過疎債、緊急防災・減災事業債
等の特定財源を有効に活用し、消防
ポンプ自動車、高規格救急自動車等
の計画的な更新を実施。広報車につ
いては、リース契約により予算の軽
減を図っている。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

市民の生命、身体及び財産を守るた
め、消防車両及び装備品の更新は必
要不可欠であり、極めて重要な事業
である。多様化する災害への対応力
強化と装備品の近代化を推進してい
くとともに、消防車両等更新計画の
ありかたを検討しながら、事業を継
続していく。

103

4-1-2(消
防力の充
実･強化
及び火災
予防)

救急高度化事業
消防局
警防課

適切な救急救命処置を行うこと
で、救命率の向上と後遺症の軽減
を図る。

救急救命士の養成を行うために、
救急救命士の養成所である、救急
救命東京研修所及び大阪市消防局
高度専門教育センターに、毎年３
名の養成者を派遣するとともに、
資格取得後の研修に使用する資器
材の整備を行う。

18,133 21,338
救急救
命士の
養成

人 3 3

救急救
命士の
２名乗
車率

％ 100 57.8 Ｂ

　毎年、計画的に救急救命士の養成
はできている。しかし、複数乗車に
ついては継続した養成が今後も必要
である。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

現行のまま継続して養成していく。
中長期的な観点から、年齢構成を考
慮しながら対応していく。

104

4-1-2(消
防力の充
実･強化
及び火災
予防)

救急ワークステー
ション

消防局
警防課

医療機関と連携することにより病
院前における救護活動の充実強化
を図るとともに、救急救命士を含
む救急隊員への教育、研修を充実
させ救命処置の質の向上を図る。

　長野市民病院及び長野赤十字病
院の２医療機関で、救急隊が待機
しながら、救急処置室などの施設
で救急救命士を含む救急隊員が、
点滴の処置や患者さんの観察方法
などの研修を行いながら、出動指
令があれば、その場から救急現場
等に出動するもの。

786 12,168

救急救
命士1人
当たり
の病院
実習時
間

時
間

64 48

目撃の
ある心
肺停止
のうち
の１ヵ
月後の
社会復
帰率

％ 30 26.3 Ｂ

　平成29年度から救急ワークステー
ションについては試行運用を行って
いる。その中で、検証を行いながら
事業を実施しているため、現時点で
は評価が正確にはできない状況であ
る。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

現在の試行運用の体制から、正式運
用へと進めていくが、適宜、内容を
見直していく必要がある。また、医
師同乗による出動体制の整備につい
ても早期に実現していく必要がる。
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4-1-2(消
防力の充
実･強化
及び火災
予防)

消防団管理運営
（個人装備等）

消防局
警防課

消防団員の基本装備を充実するこ
とにより、消防団の組織力、活動
安全性の強化を図り、地域防災力
の向上を実現する。

・新基準活動服、雨衣、災害現場
用長靴・編上靴、耐切創手袋の配
布・無線資格取得の推進　ほか

16,195 23,941

消防団
装備品
（新基
準活動
服、雨
衣）の
配備数
累計
（着）

0 3,430
500、
2,023

消防団
員配備
品の配
備率
（％）
(新基準
活動
服・雨
衣)

0 100,100 15、59 Ａ
必要な装備品の配備について概ね計
画どおりの配備ができている。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

　地域における災害対応力を確保す
るため、方面隊制移行後の組織体制
について検証を継続して行うととも
に、消防団員の処遇改善、装備の充
実等に、より一層取り組み、消防団
員の確保へ繋げる必要がある。

106

4-1-2(消
防力の充
実･強化
及び火災
予防)

消防団管理運営・
消防団交付金・消
防団員公務災害補
償・消防団員報
酬・退職報償金

消防局
警防課

地域の消防防災体制の中核である
消防団の安定的な組織運営を通じ
て、活力ある消防団の構築を図
る。

・消防団員への年報酬及び各種出
動手当等の支給・消防団員等公務
災害補償等共済金等の支給・退職
団員への退職報償金の支給

305,238 322,687
消防団
員数

人 3,430 3,372
消防団
員充足
率

％ 100 98.3 Ｂ

毎年消防団員の入退団があるものの
大きく数を減員することなく、定数
に近い人数がほぼ確保された状況で
推移している。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 拡大

消防団員は非常勤の地方公務員とい
う身分格であるが、通常は別に生業
を持ちながら災害発生時に出動し活
動に従事している。規模によっては
昼夜一貫、長時間の活動となること
もあるため、処遇改善の一環として
出動報酬額、現行：1600円／回・日
を見直す必要がある。

107

4-1-2(消
防力の充
実･強化
及び火災
予防)

非常備消防装備整
備

消防局
警防課

消防車両と装備の機能維持・強化
を図り、市民の安全・安心を確保
する。

消防活動に必要な消防車両等（小
型動力消防ポンプ及び小型動力消
防ポンプ付積載車及び）の更新。

16,357 16,896

小型ポ
ンプ及
び積載
車更新
台数

台 6 6

適切に
更新さ
れてい
る。

‐ ‐ ‐ Ｂ
更新計画に基づき、緊急防災・減災
事業債を有効に活用し、計画的な更
新を実施。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

市民の生命、身体及び財産を守るた
め、消防車両更新は必要不可欠であ
り、極めて重要な事業である。消防
力の充実・強化を図るため、事故防
止及び体力負担の軽減を考慮した装
備及び車両の更新を継続していく。

108

4-2-1(交
通安全対
策の推
進)

交通安全教育

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

全市民に交通安全意識を持っても
らうことで、交通事故のない安
心・安全な交通社会を目指す。

交通安全教育講師派遣制度の実施
(1) 概要　市内教育施設やお茶の
みサロンに交通安全教育講師を派
遣する。(2) 対象　全年代(3) 内
容　講話、腹話術、寸劇等を取り
入れた交通安全教室

7,576 8,152
交通安
全教室
の実施

回
・
人

150・
10,000

140・
8,717

人身交
通事故
発生件
数

件 前年未満 1,306 Ｂ

人身交通事故の発生件数が年々減少
傾向にある理由の一つに、継続的な
啓発活動や交通安全教室の実施によ
り市民の交通安全意識が高まってき
たことがうかがえる一方で、死者数
のウエイトが高い高齢者の安全教育
については、老人クラブ会員数の減
少による申請数の減少や講師の不足
により開催ができないといった理由
から、実績は減少傾向にある。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

現行の枠組みで継続するが、既存の
講師の意向を踏まえ、後継者育成を
含めた体制の強化を図っていく。

109
4-2-2(防
犯対策の
推進)

防犯灯設置等補助
金

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

防犯灯を設置することにより、犯
罪抑止・夜間の歩行者の安全を確
保する。

行政連絡区等が設置又は維持管理
する防犯灯に係る経費の一部を助
成する。

32,634 33,706
防犯灯
整備数

灯 360 259

市内に
おける
LED防犯
灯数普
及率

% 100 95 Ｂ

平成24～29年度に環境面、維持管理
にかかる負担軽減を主な目的として
市内全域の防犯灯をLED化すること
を目標としたが、平成29年度までの
推進期間が終わった段階で、100％
にはなっていない。地区個別の事情
によりLED化が進んでいない地区も
あるが、今後も継続して必要箇所に
環境負荷等の少ない防犯灯を設置す
るよう働きかけていく。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

平成30年度に補助額、補助率等の見
直しを行ったため、当面は現行のま
まとするもの。５年程度を目途に、
改めて補助率等の見直しを予定して
いる。

110

4-2-3(安
全な消費
生活の確
保)

消費生活相談

地域・市
民生活部
市民窓口
課

消費生活相談員の相談対応能力の
向上に伴い、事業者とのあっせん
件数が増加し、消費者被害の防
止、被害の回復につながってい
る。

・消費生活相談・各種広報媒体を
使った啓発・出前講座の実施・生
活知識講座の開催・市民相談（法
律、登記、公証、税務、手続）

16,227 17,229

消費生
活相談
のうち
通信販
売に関
する相
談

件 0 645

通信販
売（イ
ンター
ネット
等）に
関する
被害認
知件数

件 80 63 Ａ

通信販売に関する相談が年々増加し
ている中、消費生活相談員が積極的
に事業者とあっせんを行った結果、
被害を減少させることができた。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

悪質商法等による消費者被害を防ぐ
とともに被害回復を図るため、関係
法及び連携協定に基づき事業を継続
する。
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5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

学校マイプラン補
助金ほか

教育委員
会　学校
教育課

小学校低学年から運動好きな子ど
もを育成するため、体力の向上と
運動習慣の形成を図る。

モデル校２校において、補助金を
交付し、運動サーキットの環境整
備を行い、事業導入による効果を
市内小・中学校に情報提供した。

200 780
補助金
交付校
数

校 2 2

授業以
外の１
週間の
運動時
間が60
分以上
の児童
生徒の
全国平
均比

％

小5男100
以上〃

女95以上
中2男100

以上〃
女95以上

小5男
100.3〃

女96.4中
2男97.6

〃 女
90.3

Ｃ

全校を対象とした全国体力・運動能
力・運動習慣等調査の結果、前年度
との比較、しなのきプランの目標値
ともに小学5年生男女は上回ってい
るが、中学2年生男女は下回ってい
るため。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 拡大

モデル校において、運動好きな児童
が増加しているとの肯定的なアン
ケート結果が出ているため、校数を
増やしていくもの。

112

5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

学校図書館運営事
業

教育委員
会事務局
学校教育
課

学校図書館運営に必要な環境整備
と資料・蔵書の充実を図るととも
に効果的な学習の場をつくり、児
童生徒の豊かな人間性と確かな学
力を育成する。

・学校図書館運営の実務を担う学
校司書の配置に係る人件費等・図
書等購入に係る予算の配当・ワー
キンググループによる学校司書実
務のマニュアル作成

115,722 118,797

学校司
書対象
研修の
実施回
数

回 6 6

一週間
の読書
時間が
「10分
以上」
と答え
た児
童・生
徒の割

％

小6
66.5％中

3
51.7％

小6
67.8％中

3
58.8％

Ａ

・全国学力・学習状況調査におい
て、「一週間の読書時間が「10分以
上」と答えた児童・生徒の割合」が
今年度の目標値を上回っており、
95％以上の小中学校が全校一斉読書
週間を実施するなど、年度を追うご
とに向上傾向にある。・児童・生徒
の読書への興味向上と図書館機能の
充実、学校司書の力量向上を目的と
した研修実施回数により成果を測定
する。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

児童生徒の読書活動・学習活動をさ
らに促進するため、学校図書館の機
能の充実と学校司書の力量向上に努
める。
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5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

地域発 活力ある学
校づくり推進事業

教育委員
会事務局
学校教育
課

児童生徒が発達段階に応じた多様
性ある集団で学びあえる豊かな教
育環境の構築

１活力ある学校づくり検討委員会
による審議２連携推進ディレク
ターの配置 (1)地域の特色ある文
化や歴史を学ぶ教育活動の促進
(2)学校と地域の連携・協働の促
進 (3)小・中交流事業や合同行
事、合同授業等の促進 (4)教員の
相互交流や授業乗り入れ等の促進
３連携事業移動手段の調整・確保
に係る支援４答申内容の周知及び
保護者等との対話の促進

20,860 21,229

連携推
進ディ
レク
ターの
配置人
数

人 8 8

少子化
に対応
した子
どもに
とって
望まし
い教育
環境の
在り方
の審議
結果に
ついて
説明し
た地区
数（32
地区）
及び小
学校数
（54
校）

個
所

86 31 Ｃ

・活力ある学校づくり検討委員会か
らの答申（H30.6）及び小・中学校
の在り方調査研究特別委員会からの
委員長報告（H30.9）を受け、平成
31年１月の住民自治協議会理事会に
おいて地域や保護者に審議結果を説
明することの了承を得た。その後、
各地区での説明を進めているが、対
象地区等が多いこと、また地域に
よって状況が異なることから全地
区、全小学校への説明までには至っ
ていない。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

活力ある学校づくり検討委員会から
の答申を受け、これまでの取組に加
え、市内全地区で答申内容の説明会
の開催や未就学児及び児童生徒の保
護者との「新たな学びの場」に関す
る対話に取り組み、それぞれの地域
にあった、児童生徒が発達段階に応
じた多様性ある集団で学び合える豊
かな教育環境の構築を目指す。
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5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

小学校新教育機器
整備

教育委員
会事務局
学校教育
課

児童生徒の情報活用能力の育成、
教科指導におけるＩＣＴ活用、教
員の事務負担の軽減と子どもと向
き合う時間を確保し、教育の質の
向上を図る。

情報処理基盤としてのＩＣＴ機器
等の利用推進を行い教職員の校務
の削減を図る。教員のＩＣＴ機器
を活用した指導力の向上及びプロ
グラミング教育に係る事例研究の
普及を図る。

256,570 257,376

普通教
室でＩ
ＣＴ機
器を使
用した
教職員
の割合

％ 86 86.5

教員の
自己評
価とし
てICT機
器を活
用して
指導で
きたと
思う者
の割合

％ 83 73.4 Ｂ

普通教室でＩＣＴ機器を使用した教
職員の割合からは日常的にＩＣＴ機
器を活用している状況がうかがえ
る。しかしながら、教員のＩＣＴ活
用指導力については、自己評価の割
合が昨年度より低下しており、プロ
グラミング教育指導についての不安
感が表れていると考えられる。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

教員のＩＣＴ機器を活用した指導力
向上並びにプログラミング教育の事
例研究及びプログラミング教育の利
用環境の整備を継続して実施してい
く。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

115

5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

国際理解教育推進
（10117　語学教育
推進事業）

教育委員
会事務局
学校教育
課、市立
長野高等
学校

(1)聞くこと、読むこと、話すこ
と、書くこと（4技能）による実
際のコミュニケーションにおいて
活用できる基礎的な技能を身に付
けるようにする。(2)自分の考え
や気持ちなどを伝え合うことがで
きる基礎的な力を養う。(3)外国
語の背景にある文化に対する理解
を深め、主体的に外国語を用いて
コミュニケーションを図ろうとす
る態度を養う。

平成30年度（移行期間）は4人[常
勤4人]増員した。今後、平成31年
度（移行期間）は4人[常勤3人・
パート1人]、平成32年度（完全実
施）2人[常勤2人]それぞれ増員す
る計画である。

82,290 104,718

小学校
ＡＬＴ
の活用
人数

人
常勤　6

パート 6
常勤　6

パート 6

学校評
価アン
ケート
におけ
るＡＬ
Ｔ授業
の満足
度

％ 59 58.5 Ｂ

　平成30年度は常勤ＡＬＴを４人増
員したことで、ＡＬＴによる年間指
導時数割合を確保することができ
た。　学校評価アンケートについて
は、平成30年度が初年度のため現時
点での評価はできない。今後目標の
達成を目指す。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 拡大

　国や中央教育審議会において、英
語授業を重視する姿勢が示されてお
り、今後授業時数が増大する見込み
である。国や中央教育審議会等の方
針及び、英語授業のビジョンに沿っ
て現行の活用時数を維持しつつ、Ａ
ＬＴの更なる活用を検討していく。
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5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

情報教育推進事業

教育委員
会事務局
学校教育
課

児童生徒の情報活用能力の育成、
教科指導におけるＩＣＴ活用、教
員の事務負担の軽減と子どもと向
き合う時間を確保し、教育の質の
向上を図る。

情報処理基盤としての校務支援シ
ステム等の利用推進を行い教職員
の校務の削減を図る。プログラミ
ング教育に対応した指導案作成・
ソフトウェアの設定を行う。メ
ディアコーディネータの派遣を通
じ、教員のＩＣＴ機器を活用した
指導力の向上及びプログラミング
教育に係る事例研究の普及を図
る。

187,308 189,765

メディ
アコー
ディ
ネータ
派遣件
数

件 290 350

教員の
自己評
価とし
てICT機
器を活
用して
指導で
きたと
思う者
の割合

％ 83 73.4 Ｂ

　ＩＣＴ機器を活用した授業を支援
するメディアコーディネータの派遣
については、派遣件数が伸びており
支援体制基盤の確立ができているこ
とがうかがえる。しかしながら、教
員のＩＣＴ活用指導力については、
自己評価の割合が昨年度より低下し
ており、プログラミング教育指導に
ついての不安感が表れていると考え
られる。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

働き方改革を実現するために、校務
支援システム等による校務の削減を
進める。メディアコーディネータの
派遣を通じ、教員のＩＣＴ機器を活
用した指導力向上並びにプログラミ
ング教育の事例研究及びプログラミ
ング教育の利用環境の整備を継続し
て実施していく。
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5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

学校教育関係大会
出場補助金

教育委員
会　学校
教育課

児童生徒の健全育成を図るために
行われる校外学習や大会等に参加
するための保護者負担を軽減す
る。

参加児童生徒の保護者に補助金を
交付する。

40,910 39,000
補助金
申請校
数

校 全対象校 全対象校 交付率 ％ 100 100 Ｂ

全ての対象者に対し、各補助金交付
要綱等に基づく補助額を交付したこ
とで、保護者負担軽減につながって
いるため。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ
見直
して
継続

校長会で検討した結果を踏まえ、芸
術鑑賞音楽会の在り方を研究し、補
助金廃止及び中学校登山減額の見直
しを図った。
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5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

大学立地支援
企画政策
部　企画
課

・若者の県外流出の抑制、若者の
増加・大学による有為な人材の育
成、輩出・大学との連携による地
域振興

・清泉女学院大学看護学部設置事
業、長野保健医療大学看護学部設
置事業を行う各学校法人への補助
金交付

2,565,000 0

大学収
容力
（本市
の18歳
人口に
対する
市内４
年制大
学の入
学定員
の割
合）

％ 34.9 34.9

市内４
年制大
学の入
学者数

人 1,125 1,186 Ｂ

・平成30年度に開学した長野県立大
学は、平成30年度に247人、平成31
年度に244人が入学(定員240人)し、
順調に学生を確保している。・平成
31年度に開設する清泉女学院大学の
看護学部は、49人（定員76人）が入
学、長野保健医療大学の看護学部
は、85人（定員80人）が入学した。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ 終了 ‐
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5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

小学校市費教員管
理中学校市費教員
管理

教育委員
会事務局
学校教育
課

少子化に対応した子どもたちに
とって望ましい教育環境を整備
し、長野市の子どもたちの「知・
徳・体」をバランスよく伸ばす。

31年度事業（案）（１）対 象
校：９校（２）配 置 数：19名
（学校間の兼務を含
む）（３）契約期間：１年間
（４）雇用形態：長野市嘱託職員
（待遇は嘱                託職
員に準ずる）

72,200 87,961
市費教
員の配
置人数

人 18 18

複式学
級が解
消され
た学級
数

学
級

16 16 Ｂ

小規模校における教育環境の充実に
寄与しているため。ただし、今後は
効率的な職員配置について、各地域
の実情に応じた具体的な方針のもと
実施する必要がある。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

「長野市立小・中学校における市費
単独加配教員配置基準」の見直しに
より、平成32（2020）年度以降の配
置については、平成31（2019）年度
より増員しないこととする。
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5-1-1(乳
幼児期か
ら高等教
育までの
教育の充
実)

国際教育推進

教育委員
会　市立
長野高等
学校

本校の特色である海外派遣事業を
契機として、国際社会で活躍でき
る人材を育成すること。

姉妹都市等へ派遣する学生の渡航
に要する経費に対し、補助金を交
付する。

751 1,038
海外派
遣学生

人 10 5 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ

平成29年度においては、クリア
ウォーター市との交流が復活したこ
とで、両市の友好親善を深めるとと
もに、国際人としての視野を広めさ
せ、国際化社会に活躍できる人材の
育成につながった。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

姉妹都市等との相互派遣事業の一環
として、長期間取り組んでいる事業
であり、学生たちの国際的視野を拡
大させ、国際化社会で活躍できる人
材育成のため、今後も派遣を続けて
いく。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）
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5-1-2(子
どもに応
じた支援
の充実)

心の教育推進

教育委員
会事務局
学校教育
課

 子どもたち一人ひとりが自立
し、主体的に社会参加できる環境
をめざす。

　新たに配置したスクールソー
シャルワーカーを活用し学校にお
けるスクリーニング会議を推進す
ることにより、児童生徒の心理状
態や学級の様子を把握し、不登校
の未然防止を図る。　また中間教
室では、集団生活への適応や基礎
学力の補充、スクールカウンセ
ラーによる心理面の支援等を行い
学校復帰をめざす。

25,692 26,517

中間教
室適応
指導員
の研修
回数

回 20 20

中間教
室にお
ける学
校復帰
率

％
小60
中50

小36.8
中54.0

Ｂ

　中間教室に在籍した児童生徒82名
のうち41名（小学生19名中７名、中
学生63名中34名）が再び登校できる
ようになり、全体として概ね目標ど
おりとなった。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

　引き続きスクールソーシャルワー
カーやスクールカウンセラー等の専
門家を活用しながら、不登校の未然
防止を図るとともに、中間教室にお
いては、通室生の学校復帰や社会的
自立をめざす。
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5-1-2(子
どもに応
じた支援
の充実)

国補・スクール
ソーシャルワー
カー活用事業

教育委員
会　学校
教育課

 子どもたち一人ひとりが自立
し、主体的に社会参加できる環境
をめざす。

支援を必要とする児童生徒を、早
期に把握し、情報共有を行うスク
リーニング会議を実施する学校へ
スクールソーシャルワーカーを派
遣し、専門的な立場から助言を行
うことで早期からの適切な支援を
行っていく。

908 0

スクー
ルソー
シャル
ワー
カーの
活動時
間

時
間

510 308.6

不登校
状態が
解消も
しくは
前進し
た割合

％ 36 100 Ａ

　平成30年度のSSWの活動につい
て、長野県では、個別案件を取扱う
こととし、長野市では、スクリーニ
ング会議を実施する学校への派遣と
いう業務の分担を行った。そのた
め、活動時間は減ることになり、個
別案件は２件と少数ではあったが、
２件とも不登校状態が前進した状態
になっている。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 終了

長野県がSSWを増員し、長野市に専
属で２名が派遣され、派遣時間が平
成30年度の活動時間より増加したこ
とにより、上記問題への対応が可能
となったため市独自での配置を行わ
ないこととした。
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5-1-2(子
どもに応
じた支援
の充実)

国補・特別支援教
育体制整備推進事
業

教育委員
会　学校
教育課

一人一人の教育的ニーズに応じた
適切な支援の下、安心して学習に
取り組んでいる。

(1)特別支援教育巡回相談員の派
遣(2)医療的ケアを行う特別支援
教育支援員（看護師）の配置

31,167 51,772

特別支
援教育
支援員
（看護
師）の
配置人
数

人 20 20

医療的
ケアが
必要な
児童生
徒に対
する看
護師の
配置率

％ 100 100 Ｂ
看護師を配置することにより、医療
的ケアを必要とする児童・生徒が受
け入れ可能となったため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 拡大

様々な特性を持った児童生徒数は
年々増加しており、学校全体での支
援のあり方について助言する巡回相
談員の派遣が一層必要となってい
る。また、障害者差別解消法が施行
され、「合理的配慮」の中で看護師
等資格を有した支援員を配置し、安
心・安全な学校生活が送れるよう支
援していく必要がある。
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5-1-2(子
どもに応
じた支援
の充実)

特別支援教育推進
事業

教育委員
会　学校
教育課

一人一人の教育的ニーズに応じた
適切な支援の下、安心して学習に
取り組んでいる。

(1)特別支援教育支援員の配置(2)
新設特別支援学級 消耗品・備品
の購入

111,577 131,453

特別支
援教育
支援員
の配置

人 109 109 － － － － Ｂ
学校の実態に応じた特別支援教育支
援員の人数を、目標どおり配置する
ことができたため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 拡大

様々な特性を持った児童生徒数は
年々増加しており、特別支援教育を
より充実させ、一人一人の教育的
ニーズに応える必要がある。
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5-1-2(子
どもに応
じた支援
の充実)

教育相談

教育委員
会事務局
学校教育
課教育セ
ンター

様々な特性を持った児童・生徒が
適切な教育支援を受けられるよう
にする。また、児童・生徒や保護
者等が抱える様々な悩みや不安の
解消を図る。

様々な特性を持った児童・生徒の
個々に応じた支援、適切な就学を
判断するため、面接、行動観察及
び諸検査を通して、教育支援委員
会との連携のもと、指導助言を行
う。また、窓口相談員が来所及び
電話による相談を行う。

28,892 30,024
就学相
談の受
付件数

件 ‐ 449

教育支
援委員
会で望
ましい
就学判
断をし
た件数

0 ‐ 449 Ｂ

　申請のあったすべての就学相談に
ついて、必要な観察・検査等を行
い、保護者との合意形成を経て教育
支援委員会への資料提供による支援
を行った。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

国からの指導及び教育現場のニーズ
を踏まえ継続して実施するもの



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

126

5-1-3(家
庭･地域･
学校の相
互連携に
よる教育
力向上)

家庭教育力向上事
業

教育委員
会　家
庭・地域
学びの課

子どもが家庭や地域に育まれ、思
いやりの心と基本的な生活習慣を
身に付けることで、健全に育って
いくこと

・家庭教育講座を、全公民館で親
子で学べる「親子学級」、全保健
センターで親が学べる「家庭の学
び講座」として実施する。・奨励
金を、小・中学校のPTAが主催し
た家庭教育力向上研修会に対して
交付する。・「長野市大人と子ど
もの心得八か条」、「啓発リーフ
レット」を、小・中学校児童・生
徒へ配布する。

198 300
親子学
級の開
催回数

件 370 399

家庭・
地域・
学校が
連携し
て、子
どもの
学びや
育ちを
支えて
いる
（総合
計画市
民アン
ケート
指標）

割
合

0.51 0.494 Ｂ
活動指標は目標を上回ることができ
たが、成果指標が目標を下回ってし
まったため

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

家庭の教育力の低下や地域とのつな
がりの希薄化に歯止めをかけるため
に、継続的に長野市全域での事業の
実施が必要であるとともに、事業の
周知が必要である。

127

5-1-3(家
庭･地域･
学校の相
互連携に
よる教育
力向上)

青少年対策事業

教育委員
会　家
庭・地域
学びの課

子ども会に成人指導者を派遣し、
遊びや工作等の活動を支援し、子
どもたちを指導できるリーダーを
養成し、子どもたちが自然の中で
豊かな人間性を育む機会を提供す
る。

①長野市成人指導者の会研修会の
開催②長野市子ども会リーダー研
修会の開催③子ども会キャンプの
開催

1,653 1,794

長野市
子ども
会リー
ダー研
修会の
参加者
数

人 160 94
シニア
リー
ダー数

人 10 10 Ｂ

平成30年度、研修会の参加者数は
減ってしまったが、シニアリーダー
数は、新規に２名のメンバーを迎
え、目標を達成することができたた
め

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

青少年の健全育成及び家庭・地域に
おける教育力向上の観点から継続し
て実施するが、リーダー数の減少に
対応するため、ＰＲの方法や事業の
内容を見直していく必要がある。

128

5-1-3(家
庭･地域･
学校の相
互連携に
よる教育
力向上)

青少年団体育成補
助金

教育委員
会　家
庭・地域
学びの課

子ども会育成会、住民自治協議
会、地域公民館、PTA、青少年育
成団体等の活動を支援すること
で、子どもたちに自然体験や工作
体験等の機会を提供すること

子どもわくわく体験事業補助金と
して、子ども会育成会、住民自治
協議会、公民館、ＰＴＡ、青少年
育成団体等の子どもの体験活動を
内容とする事業に対し、補助金を
交付する。

3,468 3,800

子ども
わくわ
く体験
事業未
実施地
区（住
民自治
協議
会）へ
の訪問
地区数

地
区

7 6

補助金
活用数
（全32
地区）

地
区

26 23 Ｂ

補助金の未実施地区住自協へは、Ｅ
メール等で周知案内をしてきたが、
Ｈ30年度からは、直接訪問して、周
知を図ることとした。評価の理由
は、補助金を活用した地区数につい
ては、中止や補助対象外事業があ
り、目標を達成することができな
かったが、補助金の申請件数は、昨
年より増やすことができ、例年同様
の実績となったため

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

子どもわくわく体験事業補助金は、
有効活用していただいているため、
更なる周知、ＰＲに努め、継続す
る。

129

5-1-3(家
庭･地域･
学校の相
互連携に
よる教育
力向上)

学校評議員会運営

教育委員
会事務局
学校教育
課

校長が学校運営に当たり、学校の
教育目標・計画や地域との連携の
進め方などに関し、保護者や地域
住民に広く意見を聴くとともに、
理解や協力を得ることが期待され
ている。

校長の推薦を受け、長野市教育委
員会が委嘱した学校評議員が、校
長の求めに応じ、学校運営に関し
て意見を述べるとともに、学校関
係者評価を行う。

325 413

学校ご
との学
校評議
員会の
年間開
催回数

回 3 2.5

長野市
学校評
価　保
護者へ
の質問
項目
「学校
は、地
域の方
や保護
者の方
が相談
をした
り考え
を伝え
たりし
やすい
雰囲気
になっ
ていま
すか」
に対す
る肯定
的な回
答の割
合

％ 70 66.8 Ｂ

・校長が学校の教育目標・計画や地
域との連携の進め方などに関し、学
校評議員から広く意見を聴くことに
より、地域に開かれた特色ある学校
の実現につなげている。・学校評議
員は音楽会や運動会等の学校行事へ
積極的に参加するなど、保護者や地
域住民の意向の把握に努めている。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

学校教育法施行規則第49条に基づく
事業であり、学校が保護者や地域住
民等の信頼に応え、地域に開かれた
学校づくりを推進していくために
は、保護者や地域住民等の意見を聴
くとともに、学校運営の状況等を周
知するなど学校としての説明責任を
きちんと果たしていく必要があるた
め。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
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指標内
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単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
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度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

130

5-2-1(生
涯学習環
境の充
実)

成人学校

教育委員
会　家
庭・地域
学びの課

市内在住又は在勤の20歳以上の学
習意欲のある人を対象に、主とし
て学芸・文化・教養に関する学習
の場を提供することにより、豊か
な生活と活力ある地域づくりにつ
なげる。

・講師並びに受講者が自主的に講
座運営に参画するよう努める。・
学習成果の発表の場を設け、市民
の学習意欲の醸成を図る。・活躍
の場を通じて、豊かな地域づくり
に寄与する市民の育成を図る。・
自主的なサークル化への支援に努
める。

16,496 19,049
講座開
催数

回 380 365
講座成
立数

% 100 94.4 Ｂ
受講者からの意見等をもとに講座内
容の充実を図った結果、講座成立率
は上昇している。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

講座内容、開設時間の工夫などによ
り、受講者のニーズを満たした講座
を企画する。

131

5-2-1(生
涯学習環
境の充
実)

公民館管理運営

教育委員
会　家
庭・地域
学びの課

公民館は、実際生活に即する教
育、学術及び文化に関する各種の
事業を行うことで、住民の教養の
向上、健康の増進、情操の純化を
図り、生活文化の振興、社会福祉
の増進に貢献する。

各種学級・講座の開催、グルー
プ・サークルへの活動場所の提
供、展示会等の開催、各種団体や
機関等との連絡

385,503 414,645

学級・
講座・
集会開
催数

回 2,600 2,494

受講者
アン
ケート
におけ
る「満
足」
「やや
満足」
の割合

％ 100 98.7 Ｂ
ニーズの把握により講座等の内容を
改良・工夫した結果、満足度は概ね
目標を達成した。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

地域に根差した生涯学習活動の拠点
として、地域づくり・地域振興を促
進するため、あらゆる世代に広く利
用される施設を目指し、各種団体と
の連携を図りながら事業を実施す
る。

132

5-2-1(生
涯学習環
境の充
実)

生涯学習センター
管理運営

教育委員
会事務局
家庭・地
域学びの
課

市民、市民グループ、各種団体、
学校、企業などの学習ニーズに応
え、生涯を通じての生きがいや自
己実現、学んだ知識を家庭・地域
活動などに活かす一助とする。

研修会・各種セミナー・講演会・
作品展示会などの学習室の貸出、
放送大学長野ブランチとしての利
用、生涯学習情報の提供。自主企
画講座（教えて常識塾、トイーゴ
セミナー、親子わくわくフェス
タ、地域人材育成講座、経済セミ
ナー）、大学との共催講座（市民
カレッジ）の開催。生涯学習だよ
りの発行。ホームページ（まなび
いのページ）での学習情報提供。

50,434 50,902

生涯学
習セン
ターの
年間利
用者数

人 202,800 199,261

自主企
画講座
の受講
者数

人 1,892 1,968 Ｂ

30年度年間利用者数は199,261人で
目標である202,800人に達しなかっ
たが、自主企画講座受講者数は
1,968人（全38講座）で前年を上回
る市民に受講いただいた。貸室利用
率68.7％（他は放送大学、交流サロ
ン利用者）である。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

・生涯学習の拠点施設として、市の
施策を取り入れた講座の企画実施や
公民館の講座企画の相談窓口等、中
央公民館的な指導的施設とする。・
市民が集うことにより中心市街地活
性化の一翼を担う場として自主事業
を実施する。

133

5-2-1(生
涯学習環
境の充
実)

長野市地域公民館
建設事業補助金

教育委員
会事務局
家庭・地
域学びの
課

自治活動・社会教育活動の場であ
る地域公民館の整備に対して補助
を行い、地域の経済的負担を軽減
する。

地域公民館の新築、買収、増改
築・補修に係る経費について補助
を行う。

27,065 31,218
補助金
交付件
数

件 44 35 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ

地域公民館は自治活動の拠点であ
り、行政と地域を結び両者が協働し
ていく上で欠かすことのできない役
割を担っている。地域の協力によっ
て成り立つ行政にとって、これら地
域拠点の維持に対して補助を行うこ
とは、市政運営に大きく寄与してい
ると考えられる。平成30年度は地域
からの要望自体が例年に比べて減少
したが、地域からの要望全てに応え
ることができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
見直
して
継続

自治会等から新築にかかる補助要望
や、市議会から補助金予算の増額要
望が出されていることから、需要が
多く補助金の廃止は困難である。

134

5-3-1(多
彩な文化
芸術の創
造と活動
支援)

長野市芸術館運営
事業

文化ス
ポーツ振
興部　文
化芸術課

長野市芸術館を運営することで、
文化芸術振興を図る。

長野市芸術館の管理運営を指定管
理者である（一財）長野市文化芸
術振興財団に委託する。管理運営
にあたっては、指定管理者と連携
を密に行う。

356,363 399,092
年間施
設利用
者数

人 219,000 179,869
平均稼
働率

％ 70 59 Ｃ

年間施設利用者数は目標値を下回っ
ているが、年々増加しており、平成
30年度は平成29年度と比べて約
10,000人の増となっている。平均稼
働率については、目標値より下回っ
ているが練習室等の利用が好評で、
年々上昇している。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

財団では、31年度から第二期目の指
定管理にあたり、新たなテーマに
「文化芸術を通した活動の進化と深
化　－共に成長―」を掲げており、
より市民に寄り添ったわかりやすい
事業展開を計画している。財団と連
携をし、長野市の文化芸術振興の拠
点施設として運営していく。

135

5-3-1(多
彩な文化
芸術の創
造と活動
支援)

街角に芸術と音楽
があるまちづくり

文化ス
ポーツ振
興部　文
化芸術課

市民の文化芸術活動の推進

・表参道芸術音楽祭、街角アート
＆ミュージックの開催・アーティ
スト・サークルバンク（アーティ
ストやサークルと市民を結ぶ）

7,383 7,712

街角コ
ンサー
ト出演
団体数

団
体

180 204

街角コ
ンサー
ト観客
数

人 18,000 22,248 Ａ

応募枠を超える申し込みがあるほ
か、新規団体の参加もあることか
ら、市民ニーズの高さと今後の発展
に期待が持てるため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

市民ニーズは高く、今後も発表の場
を求めている市民団体が多いため、
継続して実施する。
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136

5-3-1(多
彩な文化
芸術の創
造と活動
支援)

ながの音楽フェス
ティバル支援事業

文化ス
ポーツ振
興部　文
化芸術課

本市の文化資源を活用しながら、
フェスティバルを広く世界に発信
することで、本市の魅力向上と、
県内外からの集客・誘客を図る。

久石譲芸術監督の監修の下、本市
を代表する夏の音楽フェスティバ
ル「アートメントNAGANO」の開催

20,685 0
来場者
数

人 9,560 13,027

来場者
の満足
度（ア
ンケー
ト結
果）

％ 80 85 Ａ

久石芸術監督の元、「日常に音楽
を、日常に芸術を。」をコンセプト
にアートメントＮＡＧＡＮＯを開催
してきた。来場者数、アンケート結
果ともH30では目標を上回る結果と
なった。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ 終了

久石譲芸術監督プロデュースによる
音楽フェスティバルは、芸術館の開
館において必要であり、一定の成果
を上げたことから終了とする。

137

5-3-1(多
彩な文化
芸術の創
造と活動
支援)

芸術家滞在事業

文化ス
ポーツ振
興部　文
化芸術課

中条地区を対象に文化芸術活動を
通じた交流人口の拡大、地域の魅
力の市内外への発信、地域の活性
化を実現する。

国内外からの芸術家を招聘し、中
条地区で生活、地区住民と交流す
る中で作品を制作する。中条小学
校・中学校でのワークショップ、
市民向けワークショップの実施長
野市芸術館、むしくら祭りでの作
品展示会の開催

864 0

公式プ
ログラ
ム参加
者数

人 700 552

ワーク
ショッ
プの満
足度
（アン
ケート
結果）

％ 100 100 Ｂ

公式プログラム参加者数が減少した
が、中条音楽堂で実施した市民向け
ワークショップへ地区外からの参加
者が増加したことから、中条の魅力
の発信に繋がった。

Ｂ Ｃ Ｂ - Ａ 終了

一支所一モデル事業としての３年間
の時限事業で、文化芸術活動を切り
口とした地域活性化を目的としてい
たが、地域内を含め他地区に広がり
が見られないことから、行政が主体
となって実施する事業としては、30
年度を最後に廃止した。
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5-3-1(多
彩な文化
芸術の創
造と活動
支援)

野外彫刻ながの
ミュージアム事業

文化ス
ポーツ振
興部　文
化芸術課

野外彫刻を鑑賞する市民・来訪者
に対し、身近で芸術文化にふれる
機会を提供するとともに、彫刻の
持つ芸術性を生かし、文化の薫り
高いまちづくりを行う。

年次計画による作品の修繕、メン
テナンスを行い、既存の作品を活
用した野外彫刻めぐり、写真コン
テストを実施する。

3,361 2,661

野外彫
刻めぐ
り参加
者数

人 100 95

野外彫
刻めぐ
りの満
足度

％ 80 100 Ｂ

野外彫刻めぐり参加者数に関して
は、定員を上回り抽選となった回も
あれば、応募者数が低迷する回もあ
り、結果的に目標を若干下回った。
満足度は目標を上回る結果となっ
た。

Ｂ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

市内全域を美術館になぞらえた「野
外彫刻ながのミュージアム」構想に
基づく本事業は、既存の野外彫刻を
利活用していくことへ方針を変更し
ていることから、当面現行のまま継
続する。
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5-3-1(多
彩な文化
芸術の創
造と活動
支援)

ＯＭＦスクリーン
コンサート事業

文化ス
ポーツ振
興部　文
化芸術課

市民の文化芸術活動の推進
ＯＭＦ（セイジ・オザワ 松本
フェスティバル）スクリーンコン
サートの実施

1,789 0
入場者
数

人 290 250
入場者
数

人 290 250 Ｂ

30年度、目標に届かなかったもの
の、応募数はキャパシティを超える
325名あり、当日キャンセルで下
回ったものである。

Ｃ Ｂ Ｂ - Ａ 終了

芸術館が開館した28年度を境に大幅
に応募者が減っている。生の演奏に
触れる機会が増えたことで、スク
リーンコンサートの必要性が低下し
たと考えられることから、終了とし
た。
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5-3-1(多
彩な文化
芸術の創
造と活動
支援)

伝統芸能継承事業

文化ス
ポーツ振
興部　文
化芸術課

次世代への伝統芸能の継承と世代
や地域を超えた交流

・ながの獅子舞フェスティバルの
開催・伝統芸能継承事業補助金の
交付・平成31年度より伝統芸能こ
どもフェスティバルを開催

6,614 10,592

獅子舞
フェス
ティバ
ル出演
団体数

団
体

70 73

市内伝
統芸能
団体の
活動率

％ 90 100 Ａ

成果指標は平成29年度が基準であり
評価するには時期尚早であるが、獅
子舞フェスティバル参加団体数が目
標を上回るほか、伝統芸能継承事業
補助金も予算を超える応募があるた
め

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ 拡大
神楽・獅子舞に限らず、幅広いジャ
ンルの伝統芸能の継承に取り組む必
要がある。
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5-3-2(文
化の継承
による魅
力ある地
域づくり
の推進)

重要伝統的建造物
群保存地区保存整
備

教育委員
会事務局
文化財課

国の重要伝統的建造物群保存地区
に選定された戸隠中社・宝光社地
区において、所有者等が実施する
保存事業に補助金を交付して経済
的理由による伝統的建造物の滅失
を防ぐ。

令和元年度は、保存事業４件
(42,275千円)に交付予定。

38,793 42,275

保存事
業補助
金交付
件数

件 4 4

伝統的
建造物
滅失件
数

件 0 0 Ａ

補助金交付により伝統的建造物の適
切な保存が図られた。30年度事業の
うち１件は雪害により倒壊被害の
あったもので、本補助金により将来
にわたる保存が可能となった。ま
た、別の１件は本補助金による修理
を契機に、伝統的建造物の特徴を活
かした簡易宿舎を始めており、交流
人口の増加にも寄与している。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ

現行
のま
ま継
続

本補助金は貴重な伝統的建造物の滅
失を防ぎ歴史的町並みの維持向上を
図る上で効果的であり、地域からも
本補助金の利用希望が多数寄せられ
ている。伝統的建造物群保存地区の
保存整備は地域住民との協働による
息の長い事業展開が不可欠であり、
Ｒ2年度以降も現行のまま継続とし
たい。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）
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5-3-2(文
化の継承
による魅
力ある地
域づくり
の推進)

ボランティア活動
推進

教育委員
会　文化
財課

文化施設を積極的に活用すること
で、施設利用者の拡大を図り、文
化財に対する意識の高揚につなげ
る。また、利用する側もその活動
を通し文化財への愛着を深め、次
世代への継承と、創造につなげ
る。

博物館ボランティア組織（松代文
化財ボランティアの会）による文
化施設の解説、旧白井家表門での
湯茶のおもてなしなどの活動や、
文化財の調査とその成果報告書の
発行及び管理事務所との協働によ
るワークショップの開催を通し
て、文化施設の有効活用と、文化
財を支える人材を育成する。

3,074 3,600
活動総
人数

人 5,500 8,215
案内者
数

人 35,000 23,703 Ｂ

平成28年度には、ＮＨＫ大河ドラマ
「真田丸」の影響から、真田宝物
館・真田邸・文武学校への入場者数
合計が629,041人と過去最高を数え
た。これに伴いボランティア活動
数、案内者数がともに増加し、利用
者からも多数の礼状などがあり、満
足度を高めた。しかし、29年度以降
は、団体利用者の減などにより、案
内者数は減少傾向にある。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

多様化する利用者（観光客）ニーズ
に対応した質の高いサービスと、Ｃ
Ｓ（顧客満足）を提供する。文化財
と文化財の魅力を市民が自らの手で
守り、次世代に継承していくことが
重要である。
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5-3-2(文
化の継承
による魅
力ある地
域づくり
の推進)

文化財保護補助金
教育委員
会事務局
文化財課

指定等文化財の所有者・管理者に
よる適正な管理及び継承。

法、県条例及び市条例の規定によ
り指定、選択又は選定された、指
定文化財の修復復元及び環境整
備、無形文化財の保存に要する経
費に対して補助金を交付する。ま
た、伝統環境保存区域内における
伝統環境を構成している建造物等
の修理修景事業等に対して、その
費用の一部を補助をする。

17,262 11,324
補助金
交付件
数

件 60 59

文化財
保護活
動参加
者数

人 5,800 6,417 Ｂ

指定文化財等の修復・復元及び環境
整備、無形文化財保護事業等に対し
補助金を交付した。特に修復・復元
については多額の費用が必要となる
が、一部を負担することで所有者・
管理者の負担を軽減し、文化財の保
護・管理に寄与し、意識向上も図ら
れている。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

現行
のま
ま継
続

補助率や補助対象、要綱の見直しも
含め、より効率的かつ持続可能な補
助のあり方を検討していく。
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5-4-1(だ
れもがｽ
ﾎﾟｰﾂを楽
しめる環
境づくり
の推進)

スポーツ教室

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

子どもから高齢者まで、各年代の
ライフスタイルや体力、ニーズに
合い、楽しみながらスポーツや運
動を行う人が増加する。

・長野市、総合型地域スポーツク
ラブ、指定管理者が主催するス
ポーツ教室を開催する。・これま
での若返り体操に加え体幹トレー
ニング、ストレッチ、多種目球技
などニーズに応じたコースを増や
しNAGANO健康スポーツ教室を開催
する。・新規事業としてNAGANO体
力・健康チェックキャラバンを実
施する。

1,179 5,142

市が主
催・共
催する
スポー
ツ教室
への参
加者数

人 1,925 1,237
スポー
ツ実施
率

％ 65 56.1 Ｂ

若返り体操教室の参加者数が、会場
によっては定員に対し参加者の割合
がが60％以下の箇所があるが、その
他のスポーツ教室では75％以上で、
全体としては定員に対し70％程度の
参加が得られ、スポーツ実施率も前
年度から上昇したため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

健康寿命の延伸や社会保障費の抑制
が求められている中、第二次長野市
スポーツ推進計画に基づき、スポー
ツ教室への参加者を増やし、継続し
たスポーツ活動につなげていく。
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5-4-1(だ
れもがｽ
ﾎﾟｰﾂを楽
しめる環
境づくり
の推進)

ＮＡＧＡＮＯス
ポーツフェスティ
バル負担金

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

子どもから高齢者まで、各年代の
ライフスタイルや体力、ニーズに
合い、楽しみながらスポーツや運
動を行う人が増加する。

・長野市、総合型地域スポーツク
ラブ、スポーツ推進委員、地域密
着型プロスポーツチーム等市内の
スポーツ関係団体が構成する実行
委員会により参加・体験型の「Ｎ
ＡＧＡＮＯスポーツフェスティバ
ル」を開催する。・企業の協力に
より、著名なアスリートの招へい
による講習会や交流イベントの実
施により、スポーツへの関心を高
める。

1,700 1,700

ＮＡＧ
ＡＮＯ
スポー
ツフェ
スティ
バルへ
の参加
者数

人 2,399 2,454
スポー
ツ実施
率

％ 65 56.1 Ａ

Ｈ28年度にスポーツ大会型から参
加・体験型への大幅な内容見直しに
より、プログラム数の増加、個人参
加者の増加により、全体の参加者が
増加傾向にある。H30年度は企業の
協力によるトップアスリートの招へ
いが強い動機づけとなり、活動目標
の参加者数を達成している。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

健康寿命の延伸や社会保障費の抑制
が求められている中、第二次長野市
スポーツ推進計画に基づき、市民の
スポーツに親しむきっかけを提供す
るため、ＮＡＧＡＮＯスポーツフェ
スティバルで多様なプログラムを提
供する。
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5-4-1(だ
れもがｽ
ﾎﾟｰﾂを楽
しめる環
境づくり
の推進)

大会共催等負担金

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

子どもから高齢者まで、各年代の
ライフスタイルや体力、ニーズに
応じ、楽しみながらスポーツや運
動を行う人が増加する。

・Ｈ28年度、マラソン大会の大会
型からウォーキングフェスティバ
ルの体験・参加型に変更し、継続
開催する。・Ｈ30年度に日本ノル
ディックフィットネス協会に認定
された「スパイラル・ノルディッ
クウォーキングコース」を会場に
加える。・スポーツ大使を活用
し、健康と日常的な運動への関心
を高める。

3,061 3,083

健康
ウォー
キング
フェス
ティバ
ルへの
参加者
数

人 1,000 600
スポー
ツ実施
率

％ 65 56.1 Ｂ

健康ウォーキングフェスティバルへ
の参加者数は前年度に対し減少した
が、開催第1回目のＨ28から比較す
ると全体的に増加傾向にある。ス
ポーツ実施率についても増加してい
る。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

健康寿命の延伸や社会保障費の抑制
が求められている中、第二次長野市
スポーツ推進計画に基づき、市民の
スポーツに親しむきっかけを提供す
るため、子どもから勤労世代、高齢
者まで誰もが参加できる魅力あるイ
ベントとして健康ウォーキングフェ
スティバルを開催する。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

147

5-4-1(だ
れもがｽ
ﾎﾟｰﾂを楽
しめる環
境づくり
の推進)

スポーツ推進委員

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

・スポーツ推進委員がスポーツ推
進事業の実施における連絡調整や
住民に対しスポーツに関する指導
及び助言を行うことにより、地域
でスポーツを行う人が増加する。

・スポーツ推進委員の育成及び資
質向上のための研修会を実施す
る。・国、県が開催する研修に参
加する。・Ｈ31年度の委員の改選
における各地区からの委員の推薦
においては、公民館長から住民自
治協議会長からの推薦に変更し、
住民自治協議会等と連携しなが
ら、地域における各種スポーツイ
ベントを企画、開催する。

3,150 3,180

スポー
ツ推進
委員を
対象に
した会
議・研
修会の
回数

回 12 10

スポー
ツ推進
委員が
企画開
催する
スポー
ツイベ
ントへ
の参加
者数

人 19,000 28,357 Ｂ

年度当初計画していた会議及び研修
会について、理事会が1回、研修会
が1回、合計2回開催できなかったこ
とから実績は減ったが、スポーツ推
進委員が企画開催するスポーツイベ
ントへの参加者数は、地域での参加
者数に差はあるものの、全体では目
標値を上回る参加が得られたため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

健康寿命の延伸や社会保障費の抑制
が求められている中、第二次長野市
スポーツ推進計画に基づき、地域に
おける自主的なスポーツ活動を促進
するため、スポーツ推進委員を委嘱
し、地域のスポーツ活動を活発化し
ていく。
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5-4-1(だ
れもがｽ
ﾎﾟｰﾂを楽
しめる環
境づくり
の推進)

障害者スポーツ推
進事業

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

障害者も健常者も含めた障害者ス
ポーツの普及により、障害者ス
ポーツへの理解が深まる。

・長野市障害者スポーツ協会と連
携し、長野市障害者スポーツ大会
を開催する。・市が主体となり、
障害者スポーツ関連団体や企業と
連携し、パラスポーツデーを開催
する。・パラスポーツデーの中
で、パラアスリートの発掘につな
がるイベントを新たに実施する。

12,515 13,238

障害者
スポー
ツの大
会、講
習会、
イベン
トの開
催数

回 44 43

長野市
障害者
スポー
ツ大会
と講習
会、パ
ラス
ポーツ
デーの
参加人
数

人 1,135 2,376 Ａ

障害者スポーツの講習会について、
マレットゴルフ講習会が雨天により
中止になったため活動目標より1回
減ったが、講習会等への参加者数は
前年度より92人増加している。ま
た、パラスポーツデーの講習会など
のプログラム数を増やしたことで、
参加人数も前年度より450人増加
し、全体では成果指標の目標を上回
る参加が得られた。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

健康寿命の延伸や2020東京パラリン
ピック開催で障害者スポーツの関心
が高まる中、第二次長野市スポーツ
推進計画に基づき、障害者スポーツ
を支える環境づくりや健常者も含め
た障害者スポーツの普及を推進して
いく。
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5-4-1(だ
れもがｽ
ﾎﾟｰﾂを楽
しめる環
境づくり
の推進)

スポーツ協会負担
金

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

市スポーツ協会との連携・協力を
強化することで、多角的なアプ
ローチにより、競技人口が拡大
し、競技者の競技力が向上する。

・これまでの事業に加え、Ｈ26年
度から長野市生まれ長野市育ちの
多くのトップアスリートの輩出を
目指し、競技水準向上事業全国大
会等出場選手強化基本構想プログ
ラムを実施している。・Ｈ29年度
から基本構想プログラムに全国大
会等出場レベルの選手育成強化プ
ログラムが追加している。

37,039 37,039
負担金
の交付
額

人 37,039 37,039

国体長
野県勢
におけ
る長野
市出場
者の占
有率

％ 15.5 14.8 Ｂ

成果指標の目標値には達しなかった
が、前年と比較し減少することなく
同じ実績が達成でき、目標値に対し
95％の成果が得られたため。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

2027年に長野県で2順目となる国体
開催が内定している中、本市スポー
ツの競技力が向上し、国体や全国大
会で入賞する種目やアスリートが増
えることは、市民の誇りと喜びとな
り、本市のスポーツ環境全体に活力
を生み出すことから、市スポーツ協
会に負担金を交付し競技力の向上と
底辺を拡大行く必要があるため。

150

5-4-2(ｽ
ﾎﾟｰﾂを通
じた交流
拡大の推
進)

スポーツコミッ
ション推進事業

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

市民のスポーツへの関心が高ま
り、交流人口が増加して地域活性
化が進む。

Ｈ31年度の事業予定①デンマーク
競泳チームの事前合宿受入②オリ
ンピックコンサートを誘致開催す
る。③ISU Wカップピードスケー
ト競技会、　FIVB Wカップバレー
ボール大会など※Ｈ30年度から第
82回国民体育大会、第27回全国障
害者スポーツ大会について対応し
ている。

17,108 28,496

国際大
会・全
国大会
等の開
催数

回 10回以上 10 ‐ ‐ ‐ ‐ Ａ

国際大会等大規模競技会の開催が目
標を達成することができた。また、
事前合宿としてデンマーク水泳チー
ムの事前合宿受入ができた。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

大規模なスポーツ大会の開催は、本
市に与える経済効果が非常に大きい
ため。また、長野オリンピックを契
機に整備された施設の有効活用、ホ
テルや交通などのインフラ活用とい
う面からも大会の誘致を行う必要が
ある。

151

5-4-2(ｽ
ﾎﾟｰﾂを通
じた交流
拡大の推
進)

スポーツ拠点づく
り推進事業

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

・全国の青少年が本市を「スケー
トの聖地」としてあこがれる拠点
となる。・交流人口の拡大と宿泊
滞在型の大会開催による経済効果
など地域の活性化につなげる。

・これまでの大会開催を継続・Ｈ
30年度から開会式の簡素化等経費
の削減及び企業からの広告料・協
賛金による新たな収入を確保する
などして、市の負担金の軽減化、
持続可能な大会運営をしてい
る。・Ｈ31年度、スポーツ大使を
活用し、市内外に向け、大会への
関心を高める。

20,516 20,674

全国中
学校ス
ケート
大会開
催日数

日 4 4

全国中
学校ス
ケート
大会観
客数

人 13,000 13,845 Ａ

・観客数については、前年度より増
加し、目標値を上回る観戦があっ
た。・大会期間中は選手、役員等関
係者で、約1,700人が携わり、宿泊
や食事等の経済効果が得られた。
（H27経済波及効果調査結果：252百
万円）

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

スケートの拠点としてのイメージが
定着し、市内のスケート競技レベル
も年々向上している。また、本大会
開催による経済的効果を持続するた
め、継続していく。平成34年度
（2022年度）以降の開催について
は、中体連等関係者の意向、財政的
観点を確認しながら検討する。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

152

5-4-2(ｽ
ﾎﾟｰﾂを通
じた交流
拡大の推
進)

ホームタウンなが
の推進事業

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

・ホームゲームを活性化する。・
スポーツを見て楽しむ等市民のス
ポーツ文化の定着につなげる。・
交流人口の増加、地域活性化につ
なげる。

Ｈ31年度の事業予定・ボアルース
長野、信州ブレイブウォリアーズ
のホームゲームにおいて、ホーム
タウンデーを実施する。・ボア
ルース長野、信州ブレイブウォリ
アーズと連携しスポーツ交流事業
を実施する。

4,808 4,857

ＡＣ長
野パル
セイロ
と連携
したス
ポーツ
交流事
業の実
施回数

回 47 47

南長野
運動公
園総合
球技場
入場者
数

回 247,450 116,948 Ｂ

スポーツ交流事業を多数の保育園、
幼稚園、小学校で実施し、スポーツ
及び地域のクラブへの興味・関心の
向上を図ったが、ＡＣ長野パルセイ
ロのホームゲーム時の入場者数の減
少により、成果の目標値を下回っ
た。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

・包括連携協定に基づき、「地域密
着型スポーツチームと連携した活力
あるまちづくり」を進め、交流人口
の拡大、地域の活性化や市民の一体
感醸成を目指す。・ホームタウン全
体の盛り上がりの創出に向けて、関
係市町村との連携を強化し、具体的
な方策の検討を進める。

153

5-4-2(ｽ
ﾎﾟｰﾂを通
じた交流
拡大の推
進)

国際競技大会等負
担金

文化ス
ポーツ振
興部　ス
ポーツ課

・交流人口が増加して地域活性化
が進む。・トップレベルの大会を
間近で観戦することにより競技ス
ポーツが普及（競技者が増加）し
競技力が向上する

・国際大会や全国大会等の大規模
競技会を誘致・開催する。（Ｈ31
年度　ISU Wカップスピードス
ケート競技会、FIVB Wカップバ
レーボール大会　外　8件を予
定）・宿泊滞在型スポーツイベン
トの誘致をするとともに、経済波
及効果の高い長野マラソン等既存
の大会を継続する。

36,350 68,450

国際大
会・全
国大会
等の開
催数

回 10回以上 10 ‐ ‐ ‐ ‐ Ａ

・施設の利用調整や負担金交付に加
え、人的支援による運営協力などに
より、国際大会等大規模競技会の開
催が目標を達成することができ
た。・長野マラソンの参加者数も定
員10,000人を超える参加申込
（11,325人）があり、選手等宿泊や
食事等の経済効果が得られた。
（H24経済波及効果調査結果：9億5
千万円）

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

長野市で国際的・全国的な競技会等
が継続的に開催されることは、大き
な経済効果が期待されるとともに、
市民のスポーツへの関心が高まり、
市内外からの交流人口の拡大が推進
することから、国際大会等大規模競
技会を積極的に誘致・開催する必要
があるため。

154

5-5-1(国
際交流活
動の推
進)

姉妹都市交流

商工観光
部　観光
振興課イ
ンバウン
ド・国際
室

本市と姉妹都市の友好親善と相互
理解が深まり、市民主体での交流
が活発になること。国際的な幅広
い視野を持つ人材が育成されるこ
と。

各交流事業の実施姉妹都市との、
中学生、高校生及び教師の相互派
遣、親善訪問団の相互派遣等

1,137 1,584

姉妹都
市から
の受入
れ、派
遣人数

人 36 40

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

％ 15 15.4 Ａ
受入れ、派遣ともに、目標どおりの
人数であり、教育、文化等な様々な
相互交流が実現できたため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

両市は、長年にわたる学生等の相互
派遣や市民レベルでの交流を積み重
ねたことにより、友好親善を深め
た。更に、姉妹都市交流は次代の日
本を担う青少年の国際人としての資
質を高めることに貢献している。今
後も引き続き交流事業を活発に行っ
ていく必要がある。事業における諸
課題を解消しながら、多くの市民が
多様な分野で交流事業に関わること
ができるよう事業を推進していく。

155

5-5-1(国
際交流活
動の推
進)

友好都市交流

商工観光
部　観光
振興課イ
ンバウン
ド・国際
室

本市と友好都市の友好親善と相互
理解が深まり、市民主体での交流
が活発になること。国際的な幅広
い視野を持つ人材が育成されるこ
と。

各交流事業の実施友好都市との、
中学生、研修生及び親善訪問団の
相互派遣等

4,031 5,368

友好都
市から
の受入
れ、派
遣人数

人 35 44

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

％ 15 15.4 Ａ
受入れ、派遣ともに、目標どおりの
人数であり、教育、文化等な様々な
相互交流が実現できたため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

長年にわたる両市の相互派遣や市民
レベルでの交流を積み重ねたことに
より、友好親善を深めた。更に、友
好都市との交流は、次代の日本を担
う青少年の国際人としての資質を高
めることに貢献している。今後も引
き続き交流事業を活発に行っていく
必要がある。事業における諸課題を
解消しながら、多くの市民が多様な
分野で交流事業に関わることができ
るよう事業を推進していく。

156

5-5-1(国
際交流活
動の推
進)

姉妹都市友好都市
派遣受入

教育委員
会　学校
教育課

両都市間の友好親善と次世代を担
う若い生徒たちが国際化社会で活
躍できるよう国際感覚の醸成と国
際理解の促進を目的とする。

姉妹都市であるクリアウォーター
市とは、生徒及び教師の相互派遣
を、友好都市である石家庄市と
は、生徒の相互派遣を行ってい
る。

8,648 8,868
生徒派
遣回数

回 2 2
派遣成
果報告
数

回 27 28 Ｂ

生徒派遣においては、市立中学校の
代表25名を12人・13人の組み合わせ
で、２都市へ派遣している。現地で
の体験だけでなく、出発前４回の事
前学習会で相手国の理解を深め、事
後においては、各校成果発表の場を
設け、全校生徒に体験を伝えるな
ど、国際理解推進に寄与している。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

実施方法を抜本的に見直すべきとの
指摘に基づき、利用者負担及び派遣
する生徒の選考方法など制度の変更
を検討し、国際交流を継続して実施
する。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

157

5-5-1(国
際交流活
動の推
進)

国際交流事業補助
金

商工観光
部　観光
振興課イ
ンバウン
ド・国際
室

市民の国際感覚や異文化理解が促
進されていること。

市内の国際交流団体等が行う国際
交流事業に対し補助金を交付し、
事業が活発に行われるよう誘導す
る。

1,833 2,000

長野市
国際交
流推進
事業補
助金交
付件数

件 13 12

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

％ 15 15.4 Ｂ

平成25年度に、それまでこの補助金
を活用していた長野国際親善クラブ
が解散した影響もあり、本補助金の
活用が伸びず、申請件数や補助金額
が低調となった。そのため、各国際
交流団体と意見交換を行い、出され
たニーズに応える形で平成26年度に
補助金の交付基準を改正し、より柔
軟に交流場面にも補助金を活用でき
るようにした結果、その後は補助金
活用が安定的に推移しているため。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

国際交流基金からの繰入れにより交
付している補助金である。多くの団
体がこの制度を利用し、国際交流団
体等が主体の国際交流活動が活発に
行われてきている。今後も、安定的
に補助制度を継続していく必要があ
るため。

158

5-5-1(国
際交流活
動の推
進)

外国青年招致

商工観光
部　観光
振興課イ
ンバウン
ド・国際
室

本市の更なる国際化を目指す。外
国籍職員による、正確な翻訳・通
訳業務を実施すること。

下記業務に携わる国際交流員の確
保・国際交流業務（児童生徒との
交流、異文化講演会）・翻訳、通
訳業務・姉妹都市、友好都市との
交流に係る業務

4,470 5,319

国際交
流活動
派遣件
数

件 20 21

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

％ 15 15.4 Ａ
年間を通して、安定的に国際交流員
の講座等への派遣の実績を伸ばすこ
とができたため。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

国際交流員が国際交流の推進に貢献
している割合は高く、外国籍住民、
職員として国際交流業務、翻訳・通
訳業務のほか、姉妹都市交流、イン
バウンド等の施策の遂行上必要であ
る。

159

5-5-1(国
際交流活
動の推
進)

姉妹都市交換派遣
教師補助金ほか

教育委員
会　学校
教育課

姉妹都市に教師を相互派遣するこ
とにより、姉妹都市との友好親善
を深めるとともに、国際化社会の
進展に即応可能な人材育成を図
る。

姉妹都市へ派遣する教師の渡航に
要する経費に対し、補助金を交付
する。

280 280
派遣教
師数

人 1 1 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ

派遣教師は主に中堅の英語教師であ
り、派遣後には、その多くが長野市
教育委員会の指導主事として英語教
育の指導を行っているほか、平成29
年度に開校した基幹校である市立長
野中学校の教諭として英語の公開授
業を開催する等その経験を活かし、
市内の英語教師の中核となって本市
の英語教育発展に貢献している。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

現行
のま
ま継
続

H30年度に、同じ相互派遣事業であ
る中学生派遣事業と共に、基金枯渇
に伴う今後の方針について事務事業
評価、予算査定で評価された。結
果、中学生派遣については制度の抜
本的な見直しを指示されたのに対
し、本事業は見直しの指示はなく、
満額で予算措置がされているため、
現行により継続する。

160
5-5-2(多
文化共生
の推進)

国際交流コーナー
管理運営

商工観光
部　観光
振興課イ
ンバウン
ド・国際
室

外国籍住民が、快適に日常生活を
送ることができるまちの実現。市
民が、異文化を理解しあえるまち
の実現。

以下の事業を行う国際交流ｺｰﾅｰの
企画・管理・外国籍住民への情報
提供及び支援の場として、交流ｲ
ﾍﾞﾝﾄの開催やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ講師による
日本語教室、日本文化体験講座、
母語相談等を行う。・市民の国際
交流や国際交流団体の活動拠点の
場として、異文化理解講座等を行
う。

6,962 7,176

国際交
流コー
ナー年
間利用
者数

人 9,500 9,783

外国の
文化や
習慣を
理解し
ようと
努めて
いる

％ 31 29.3 Ａ

国際交流コーナーの利用者数は安定
的に推移しており、目標を達成して
いるため。外国籍住民への情報提供
及び支援の場として定着している。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

もんぜんぷら座に国際交流コーナー
を設置してから15年以上経過し、安
定的に利用者数も増加し、外国籍住
民等にとって適切なサポート等を受
けるための必要不可欠な場所として
機能しているため。

161
5-5-2(多
文化共生
の推進)

諸外国交流

商工観光
部　観光
振興課イ
ンバウン
ド・国際
室

外国籍住民が地域住民と理解しあ
い、必要なサポートを受けて、快
適に生活できること。日本文化と
異文化の相互理解が深まること。

多言語による生活ガイドブックの
発行、多言語ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝの放送、
ﾆｭｰｽﾚﾀｰの発行、Facebookなどの
SNSを利用した国際交流関連情報
等の発信等。びんずる祭り「国際
連」への参画、国際交流市民会
議、国際交流ｲﾍﾞﾝﾄ「おぉ！地球
人ﾜｰﾙﾄﾞﾌｪｽﾀIN長野」、信州大学
と連携した児童生徒に対する学習
交流会等の開催。

790 1,083

生活ガ
イド
ブック
「Livin
g in
NAGANO
」発行
言語数

種
類

5 5

外国の
文化や
習慣を
理解し
ようと
努めて
いる

％ 31 29.3 Ｂ

最新の市政情報を反映させた、生活
ガイドブック「Living in NAGANO」
は、外国籍利用者の利便性に配慮し
て５言語で発行するとともに、市
ホームページにも掲載を行った。
（英語・中国語・ハングル・タイ
語・ポルトガル語で７割程度の外国
籍住民をカバー）その他、国際交流
に関するイベントは運営方法、参加
方法に工夫を加えながら開催した。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

言語や文化、習慣の違いにより本市
で生活する上で、行政からのサポー
トを必要とする外国籍住民は依然と
して多く、また、外国人労働者の受
入れ拡大に伴い、今後の外国籍住民
の動向も注視する必要がある。この
ような背景から、本事業へのニーズ
が高いため。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）
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価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
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事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

162
5-5-2(多
文化共生
の推進)

外国人児童生徒等
教育

教育委員
会事務局
学校教育
課

文化や習慣などの異なる外国籍児
童生徒が暮らしやすい環境を整え
る。

対象児童生徒が在籍する小・中学
校へ日本語巡回指導員等を派遣
し、教科等の学習指導及び学校生
活について、母語を使って支援
し、意欲的に学習に取り組めるよ
うにする。また、日本語巡回指導
員等の研修や情報共有を通じて、
校内連携・学校間連携による支援
体制の充実を図る。

4,352 5,604

日本語
巡回指
導員等
の派遣
時間数

時
間

4,037 3,654

日本語
指導に
より支
援を要
しなく
なった
児童生
徒の割
合

％ 13 10 Ｂ
目標に対し、概ね80％の達成状況で
あるため

Ａ Ａ Ｂ - Ａ 拡大

外国籍等児童生徒の個々の習熟度に
応じて文部科学省が示す適正な指導
時数の確保が必要である。また、言
語の多様化・児童生徒が分散して在
籍していることへの対応や、入管法
改正によって予想される外国籍児童
生徒の増加への対応のため、さらな
る人材の確保が必要である。

163

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

観光振興計画推進
事業

商工観光
部　観光
振興課

市内の観光振興団体等で構成する
実行委員会が、豊富な知識や経験
に基づき、地域資源を活かした観
光商品の開発や観光宣伝を行うこ
とにより、地域の活性化と観光消
費額の増加による本市経済の活性
化を目指す。

「長野市観光振興計画」に基づ
き、具体的な誘客事業を実施する
ために設立された『ながの「四季
の彩り」キャンペーン実行委員
会』に対して補助金を交付する。

38,000 38,738
観光入
込客数

千
人

10,200 10,727

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

774 700 Ｂ

重点地域に設定した善光寺界隈、戸
隠、松代地域において、観光関連事
業者を中心とした作業部会により、
地域特性に応じた具体的な観光コン
テンツの企画検討及び開発を行った
ほか、具体的なツアー実施などによ
り、観光振興計画に実行性を持たせ
たため。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ
見直
して
継続

更なるリピーターの増加に向け、
「長野市観光振興計画」に基づき事
業を継続していく。

164

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

観光まつり補助金
商工観光
部　観光
振興課

観光客にとって魅力ある祭りを実
施することで、長野市への誘客、
観光地としての知名度の向上、地
域の活性化及び滞在時間延長によ
り本市経済の活性化につなげる。

観光まつりの開催に要する経費に
対し補助金を交付する。

47,516 47,412

まつり
におけ
る集客
人数

千
人

2,000 1,387

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

774 700 Ｂ

人口減少に伴う旅行者数の減少等、
観光を取り巻く厳しい社会情勢の影
響もあり、各まつりの集客人数は減
少傾向にあるが、観光による経済波
及の側面からは、H29年度において
目標を大きく上回る結果となってお
り、算定中であるH30年度において
も目標達成が見込まれるため。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
見直
して
継続

事業は継続するが、規模や集客力な
ど、祭りごとに大きな差があり、今
後の補助のあり方が課題であるた
め、補助金の趣旨に合うよう改善を
促す必要がある祭りについては、事
業運営等に対して指導する。

165

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

飯綱高原スキー場
運営事業

商工観光
部　観光
振興課

指定管理者の創意工夫と経営の効
率化による健全なスキー場運営を
行い、観光誘客と地域産業の活性
化・雇用創出を図る。

スキー場の運営を行う。なお、当
該施設については、地元との協議
を踏まえ、平成31年度いっぱいで
市による運営を終了し、事業譲渡
等による完全民営化を目指す方針
を平成30年5月の部長会議で決定
している。平成31年度中に公募を
実施し、譲渡先が見つからない場
合は、令和2年3月31日にスキー場
を閉鎖する。

69,618 61,700
シーズ
ン営業
日数

日 87 64
スキー
場利用
者数

人 61,200 29,092 Ｃ
雪不足による営業期間の短縮が影響
しているものである。

Ｂ Ａ Ａ - Ａ 終了

事業譲渡等により、市の財政負担を
伴わない運営に移行し、譲渡先が見
つからない場合は廃止もやむを得な
いとの方針を決定している。

166

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

大岡観光施設総務

商工観光
部　観光
振興課西
部産業振
興事務所

自然災害や倒木、ごみ投棄などに
よる環境汚染を防ぎ、自然豊かな
聖高原大岡保健休養地（別荘地）
を維持する。

支障木の伐採のみならず、敷地内
道路の草刈等により、景観を維持
する。

546 683
別荘地
内巡視
回数

件 24 24

適切に
管理さ
れてい
る。

‐ ‐ ‐ Ｂ
別荘敷地内の巡視が計画的に継続し
て実施され、環境や美観が保持され
ている。

Ｃ Ｃ Ｃ - Ａ

現行
のま
ま継
続

休養地（別荘地）の管理者として現
在の環境維持に努める。

167

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

奥裾花観光施設管
理（鬼無里大岡観
光施設運営事業）

商工観光
部　観光
振興課北
部産業振
興事務所

訪れる来園者が自然への知識を深
め、健康増進やレクリエーション
のために自然とふれあいを目的と
する。

31年度事業(1)4月：開園作業　林
道除雪(2)4月～10月：入園料徴
収、施設管理(3)11月：閉園作業
施設雪囲等

15,122 18,382
開園日
数

日 180 92
入園者
数

人 9,000 9,346 Ａ

奥裾花自然園につながる林道橋維持
工事に伴い、7月から9月の間は休園
となったが目標どおりの入園者が
あった。

Ａ Ｃ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

鬼無里地域の振興のための中核施設
であることから、再生可能エネル
ギーを利用した新たな自然園の活用
方法を検討し、自然園の効果的なＰ
Ｒなど来園者の増加を図る。
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168

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

大岡観光施設整備

商工観光
部　観光
振興課西
部産業振
興事務所

自然災害等による荒廃化が進行す
る中、利用者が安全に安心して利
用できる施設の維持に努める。

・聖山パノラマホテルの高原学校
事業等に合わせ、路面等の改修に
よる登山コース整備を行い、利用
者の増員を図る。・山頂からの展
望を確保するため、支障木伐採等
の環境整備を行う。

0 400

大岡観
光施設
整備箇
所

箇
所

1 0

適切に
管理さ
れてい
る。

‐ ‐ ‐ Ｃ

平成30年度は、聖山パノラマホテル
の浴槽修繕を優先して実施したた
め、本事業での維持補修的工事は実
施しなかったが、緊急対応が必要な
案件は発生しなかった。（事業番号
21611：聖山パノラマホテル管理へ
流用）

Ｂ Ｂ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

大岡観光施設の維持・補修の継続

169

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

親水公園管理

商工観光
部　観光
振興課西
部産業振
興事務所

本公園は、聖高原県立自然公園の
一角にあり、自然景観の保持はも
とより、歩道や広場等関係施設
は、誰もが安心して利用できるよ
うに状態を維持する。

・親水公園施設の点検・補修・砂
防施設の点検、周辺の草刈等

747 1,169

施設管
理（草
刈・ト
イレ管
理）

件
（
回
）

5 5

適切に
管理さ
れてい
る。

‐ ‐ ‐ Ｂ
草刈作業等の景観整備作業を年５回
実施し、美観と安全を保持し、利用
者の利便性が確保できている。

Ａ Ｂ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

イベント会場や別荘地への往来、聖
山パノラマホテルへのアクセス道路
に隣接することから、常に美観と安
全に利用できる状態を維持する必要
がある。

170

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

品沢高原観光施設
管理（鬼無里大岡
観光施設運営事業
の一部）

商工観光
部　観光
振興課北
部産業振
興事務所

品沢高原保健休養地の維持管理を
行う。

・休養地（別荘地及び施設）の適
正な環境や美観を保持するため定
期的な巡視(年24回）を行うとと
もに、休養地保持者から管理料を
徴収する。・所有者から寄付の申
し出があった場合は、要領に基づ
き適正に処理する。・観光施設に
ついては、地元との廃止協議が
整ったため、老朽化した施設の管
理棟、テニスコートに関し計画的
に撤去する。

758 966
別荘地
内巡視
数

回 24 24

適切に
管理さ
れてい
る。

‐ ‐ ‐ Ａ
休養地の巡視を計画のとおり実施
し、別荘地が維持保全されているた
め。

Ｃ Ｃ Ｃ - Ｃ
見直
して
継続

休養地（別荘地）の管理者として、
現在の環境を維持し適正に管理する
ため定期的な巡視を行う。なお、利
用者のない老朽化した施設（管理
棟、テニスコート）は景観を阻害す
ることから計画的に撤去する。

171

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

観光宣伝
商工観光
部　観光
振興課

旅行を目的とする人に本市を訪れ
てみたいと思うような情報を提供
することで誘客を促進し、観光客
の増加、特にリピーターを獲得
し、交流人口の増加を目指す。

(1)パンフレットの製作・配布
・おでかけ通信ながの　・テーマ
別パンフレット　他(2)観光宣伝
キャンペーン　・友好都市世田谷
区民祭り　・総合観光宣伝キャラ
バン　他

3,295 4,711

観光地
利用客
数（年
度）

千
人

10,200 10,727

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

774 700 Ｂ

平成30年度は、平成29年度に長野県
全域で開催された「信州デスティ
ネーションキャンペーン」に引き続
く「信州アフターデスティネーショ
ンキャンペーン」が開催されたほ
か、冬期に新たな誘客事業として善
光寺イルミネーション等が開催さ
れ、(公財）ながの観光コンベン
ションビューロー及び観光関係団
体・組織とともに県内外でのプロ
モーション活動等で誘客を図った結
果、入込客数はほぼ横ばいとなる見
込みである。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

観光客数の増加を図るには、観光客
にとって魅力的な情報を発信する観
光宣伝活動が不可欠である。そのた
め、現行の事業内容や手法を見直し
ながら、引き続き実施していく。

172

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

観光宣伝事業負担
金

商工観光
部　観光
振興課

旅行を目的とする人に本市を訪れ
てみたいと思うような情報を提供
することで誘客を促進し、観光客
の増加、さらには交流人口の増加
を図る。

本市の観光宣伝を担う各種団体へ
負担金等を交付する。

2,270 2,270
観光入
込客数

千
人

10,200 10,727

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

774 700 Ｂ

総合観光宣伝キャラバン実行委員
会、長野市の観光と物産展実行委員
会にて実施された各地でのイベント
出展や宣伝ＰＲ活動等を通じ、ま
た、長野市そば歳時記実行委員会が
実施した市内そば店パンフレットや
ホームページのより、長野市を代表
する名物であるそばを軸とした観光
客誘客を図った。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
見直
して
継続

観光客誘客に一定程度の効果がある
と思われるため、総合観光宣伝キャ
ラバン実行委員会及び長野市の観光
と物産展実行委員会への負担金、長
野市そば歳時記実行委員会への補助
金を継続して支出していく。
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173

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

広域観光推進事業
商工観光
部　観光
振興課

広域連携によって魅力的な情報を
発信することで誘客を促し、本市
の観光入込客数の増加を目指す。

・各協議会への参加（信越高原連
絡協議会、しなの鉄道沿線活性化
協議会、上信越ふるさと街道協議
会、長野県国際観光推進協議会、
オリンピック白馬ルート地域振興
協議会、妙高戸隠連山国立公園連
絡協議会）・各都市交流への参加
（知音都市交流会議、真田街道推
進機構、日本忍者協議会、集客プ
ロモーションパートナー都市、全
国木曽義仲ゆかりの会、松本市・
上田市との連携）

582 582

観光地
利用客
数（年
度）

千
人

10,200 10,727

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

774 700 Ｂ

各協議会で県内外でのプロモーショ
ン活動等で誘客を図った結果、入込
客数はほぼ横ばいとなる見込みであ
る。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

観光客の多様なニーズに柔軟に対応
するためには、関係市町村が連携し
ながら観光情報を発信し、誘客に取
り組むことが必要である。

174

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

広域観光推進協議
会負担金

商工観光
部　観光
振興課

近隣市町村等が連携し観光客に対
して魅力ある情報を発信すること
で、誘客を促し、本市の観光入込
客数の増加や経済の活性化を図
る。

各協議会への参加に伴い負担金を
支出する。

3,091 3,059

観光地
利用客
数（年
度）

千
人

10,200 10,727

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

774 700 Ｂ

各協議会で県内外でのプロモーショ
ン活動等で誘客を図った結果、入込
客数はほぼ横ばいとなる見込みであ
る。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

現行
のま
ま継
続

観光客の多様なニーズに柔軟に対応
するためには、関係市町村が連携し
ながら観光情報を発信し、誘客に取
り組むことが必要である。

175

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

新幹線延伸対策
商工観光
部　観光
振興課

北陸新幹線を利用する観光客に、
当市を滞在地として選択していた
だき、地域経済の活性化を図る。

・集客プロモーションパートナー
都市での観光宣伝・連携中枢都市
圏市町村との合同観光キャンペー
ン・北陸新幹線停車駅都市観光推
進会議での都市間連携強化

6,024 4,143

観光地
利用客
数（年
度）

千
人

10,200 10,727

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

774 700 Ｂ

集客プロモーションパートナー都市
でのイベント出展、各市広報での情
報発信、金沢市での連携中枢都市圏
観光キャンペーン等を実施し、誘客
を図った結果、入込客数はほぼ横ば
いとなる見込みである。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

従来の関東方面に加え、北陸、関西
方面からの誘客を図るためには、北
陸新幹線沿線での観光プロモーショ
ンや、沿線自治体等との連携が不可
欠であることから、引き続き、誘客
事業を実施していく。

176

6-1-1(豊
富な観光
資源等を
活かした
観光交流
促進)

善光寺表参道誘客
対策

商工観光
部　観光
振興課

観光客の滞在時間延長により、地
元商店街での購買や市内での宿泊
による経済波及効果を高める。ま
た、外国人を含めた観光客の満足
度向上によって、リピーター獲得
を図る。

ガイド協会の運営に対する費用に
対して補助する。

7,000 7,000
ガイド
新規登
録者数

人 15 5
ガイド
客数

人 2,000 1,672 Ｂ

外国人を含めた観光客が楽しめるま
ち歩きツアーの企画、ガイドスキル
向上のための研修実施等を実施した
結果、ツアー案内実績数がほぼ横ば
いである。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

現行
のま
ま継
続

事務体制の充実が図られつつある
が、自主財源の確保など自立に向
け、継続して支援を行っていく。

177
6-1-2(ｲﾝ
ﾊﾞｳﾝﾄﾞの
推進)

インバウンド推進
事業

商工観光
部　観光
振興課イ
ンバウン
ド・国際
室

外国人観光客の利便性を高め、満
足度の高いまちとすることによ
り、来訪者が増加し、それに伴う
地域経済の活性化が図られるこ
と。

外国人観光客のニーズを捉えた企
画を実施するとともに、企画及び
コンテンツを売り込むため、海外
の観光会議や旅行博におけるプロ
モーションを実施する。また、受
入れ環境整備としてWi-Fi環境、
案内サービス（多言語対応）の充
実を図るとともに、市内事業者の
外国人観光客受け入れ支援研修会
を実施する。

72,354 76,202

NAGANO
DESIGN
WEEK等
で開発
した製
品及び
コンテ
ンツの
商品数

件 1 4
外国人
宿泊客
数

人 64,000 107,081 Ａ

外国人宿泊者数の実績において、台
湾が約２割で一番多く、増加傾向が
継続している。その他アジア圏で
は、香港、タイ、シンガポール等
が、欧州では、ドイツ、イギリスが
牽引し、外国人旅行者は増加してい
るため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

外国人旅行客の興味をひく魅力的な
企画の実施や効果的なプロモーショ
ン、受入れ環境整備により来訪を促
していく。その来訪者に対し、アン
ケート調査等を実施して長野市固有
の課題の抽出を図ることなどによ
り、PDCAサイクルを確立し、課題抽
出と改善を積み重ねる体制とする必
要があるため。

178

6-1-3(ｺﾝ
ﾍﾞﾝｼｮﾝの
誘致推
進)

観光・コンベン
ション事業助成金

商工観光
部　観光
振興課

(公財)ながの観光コンベンション
ビューロー及び各観光協会が実施
する専門的なコンベンションや観
光振興、誘客促進事業に対し支援
することで、本市観光の振興及び
年間を通じた誘客の促進を図る。

(公財)ながの観光コンベンション
ビューロー及び各観光協会が実施
する事業に対して補助金を交付す
る。

140,376 140,317
観光入
込客数

千
人

10,200 10,727

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

774 700 Ｂ

平成29年度に長野県全域で開催され
た「信州デスティネーションキャン
ペーン」に引き続き、「信州アフ
ターデスティネーションキャンペー
ン」が開催されたほか、冬期に新た
な誘客事業として善光寺イルミネー
ション等が開催され、観光関係団
体・組織とともに県内外でのプロ
モーション活動等で誘客を図った結
果、入込客数はほぼ横ばいとなる見
込みである。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

現行
のま
ま継
続

（公財）ながの観光コンベンション
ビューローと各観光協会が行う観光
振興事業及びコンベンション事業が
一層促進されるように補助金による
支援を継続する。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

179

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

親元就農者支援
農林部
農業政策
課

認定農業者の子弟が、親の元気な
時期から親とともに経営を担い、
徐々に経営を継承する流れを確立
する。

転入又は退職等をして親元に就農
した認定農業者の子弟に対し、助
成金を交付する。

6,000 20,400

親元就
農者支
援事業
新規交
付者数

人 5 5
新規就
農者数

人 30 51 Ａ
活動指標、成果・効果指標の実績
が、それぞれ目標を上回っているた
め。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ

現行
のま
ま継
続

親元就農者支援事業は、認定農業者
の子弟の退職・転入のリスク軽減に
効果が見込まれ、新たな農業の担い
手の確保につながるため。

180

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

農業者育成
農林部
農業政策
課

若者の就農意欲を喚起し、新規学
卒者や農業への転職を希望する者
を実際の就農に結びつける。

・新規就農希望者への相談支援・
新規就農者への研修資金・営農資
金の助成・支援会議による営農に
関する助言・指導

50,285 77,225

新規就
農希望
者の相
談対応
数

人 70 92
新規就
農者の
数

人 30 51 Ａ
新規就農者数は目標を上回ってい
る。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

相談支援活動、国、県の支援事業の
活用は、新規就農者の確保に一定の
効果が見込まれるため今後も継続し
ていく。

181

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

農業研修センター
管理運営

農林部
農業政策
課

定年帰農者、農業に関心のある市
民、農業への参入を希望する企業
など、新たな農業の担い手を育成
する。

１ 市民向け研修コース
定員（1）新たな担い手育成コー
ス　　　 10名（2）野菜づくり初
級(A･B)コース  各20名（3）野菜
づくり中級コース　28名　２ 企
業向け研修コース　 企業育成
コース ３社　３ 特別講座（単
発）一般市民向け講座、農業者向
け講座

9,009 9,943

研修セ
ンター
受講者
数（企
業含
む）

人 50 68
受講生
の満足
度

％ 70 100 Ａ

前年と比較すると研修センターの受
講者数は若干減少しているが、目標
を超える受講者数があったことや受
講生に対するアンケート調査の結果
から、講習内容がおおむね好評価を
得られたため。

Ａ Ｂ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

受講生との情報交換会やアンケート
調査の結果から、状況に応じて講習
内容を適宜見直すとともに、農業公
社、県農業普及センターやＪＡ等と
連携を図りながら、受講生を支援す
る。

182

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

農業機械化補助金
農林部
農業政策
課

　農業機械の導入により農作業の
省力化、生産性の向上、環境負荷
の軽減及び農地の遊休荒廃化の防
止を図る。

　農業者が個人又は共同で利用す
る農業機械の購入費用に対し補助
する。　なお、地域の農業の中心
的な担い手である認定農業者の場
合は補助率を嵩上げしている。

25,026 26,036
補助件
数

件 70 70
認定農
業者数

件 322 329 Ａ
認定農業者数は目標を上回ってい
る。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

　農業機械のリース及びレンタルの
経費への補助について研究する。

183

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

農業協同組合補助
金

農林部
農業政策
課

農協による営農指導を通じ、農業
従事者の営農技術等の向上を図
る。

グリーン長野農業協同組合、なが
の農業協同組合の営農指導員が市
内の農業従事者に実施する営農指
導活動に補助金を交付する。

16,000 16,000
農協の
営農指
導員数

人 50 44.5

農業協
同組合
の販売
品販売
高

億
円

130 119.3 Ｂ

農業従事者の高齢化、減少等、近年
の農業を取り巻く厳しい状況の中で
も農業協同組合はほぼ目標の売り上
げを維持している。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ

現行
のま
ま継
続

市では農業に関する専門的な技術指
導者がないため、農協の営農指導員
が実務面を担っている。

184

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

荒廃農地等利活用
促進交付金

農林部
農業政策
課

農業者、農業者等が組織する団体
等の担い手が行う荒廃農地等を再
生利用する取組を支援する。

・荒廃農地の再生利用及び発生防
止活動への支援１号遊休農地の再
生作業（雑木の除去等）、土壌改
良（肥料の投入等）、営農定着
（再生農地への作物の導入等）
等、２号遊休農地から１号遊休農
地への悪化を防止するために必要
な整地等の低コスト整備の取
組。・施設等の整備への支援荒廃
農地の再生利用・発生防止に必要
な基盤整備（暗きょ、農道の整備
等）や農業用機械・施設（収穫
機、ビニールハウス等）、農業体
験施設（市民農園等）等の整備へ
の支援

1,157 0
活動農
家・団
体数

農
家
等

3 2

再生利
用や発
生防止
を実施
した面
積

a 25 84 Ａ 実施面積は目標を上回った。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 終了
平成30年度を以て、国の制度が終了
したため。

185

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

農地流動化助成金
農林部
農業政策
課

農業振興地域整備計画に基づく農
業振興地域内において農用地の利
用権設定を促進し、農業経営の改
善及び農業生産力の増進を図る。

農業振興地域内の農用地を新たに
３年以上賃借した認定農業者等に
対し助成金を交付する。

5,012 4,771

農地の
利用権
設定件
数

件 1,400 1,721

農地の
利用権
設定面
積

ha 782 773 Ｂ
農地の利用権設定件数は目標を上回
り、利用権設定面積も目標の99.8％
に達しているため。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

賃借料の負担を軽減することは、農
用地の利用権設定を促進し、担い手
への集積を図ることに寄与してい
る。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）
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位
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位
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186

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

多面的機能支払交
付金

農林部
農業政策
課

農地・農業用水等の資源を適切に
保全管理する。

多面的機能を支える共同活動（農
地法面の草刈り、水路の泥上げ、
農道の路面維持等の基礎的保全活
動、保全管理構想の作成等）及
び、地域資源（農地、水路、農道
等）の質的向上を図る共同活動
（水路、農道、ため池の軽微な補
修、植栽による景観形成、ビオ
トープづくり、施設の長寿命化の
ための活動等）を行う組織に対し
て、国の基準に基づき交付金を交
付する。

40,133 42,163
活動組
織数

組
織

32 32
取組面
積

ha 860 887 Ａ 取組面積は目標を上回った。 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

交付金を活用している組織では、農
地維持活動をしているため荒廃地は
発生していない。活用していない地
区では荒廃化が拡大しているため、
組織化をPRする。

187

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

長野市農業公社事
業

農林部
農業政策
課

多様な担い手を育成し、農地の流
動化の促進による農業経営規模の
拡大等を通じて優良農地の確保並
びに遊休農地の解消を推進し、農
業・農村の振興を図る。

農作業支援、農地流動化促進、
マーケティングの推進等の農業公
社事業に対する補助及び市派遣職
員等の人件費補助

80,039 85,221

農地の
利用権
設定件
数

件 1,400 1,721

農地の
利用権
設定面
積

ha 782 773.2 Ｂ
農地の利用権設定件数は目標を上回
る実績があり、利用権設定面積も目
標を概ね達成している。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ

現行
のま
ま継
続

認定農業者や法人の設立など、多様
な担い手の育成を進め、また、担い
手への農地集積を進めることで、遊
休農地の解消と経営基盤の安定化を
図る等、農業公社の持つ機能を活か
した取組を進められるよう、支援し
ていく。

188

6-2-1(多
様な担い
手づくり
と農地の
有効利用
の推進)

市単土地改良
農林部
森林農地
整備課

　農業生産性の向上を図るため、
農業施設の整備、維持及び改良等
を目的とする。

　地域の要望を基に、農道の新設
や改良、農業用水路の改修、更新
を行う。

203,949 187,077

事業要
望調査
箇所数
（農道
新設改
良舗
装・水
路改
修）

箇
所

0 308

事業実
績（整
備・更
新）箇
所数
（農道
新設改
良舗
装・水
路改
修）

箇
所

308 237 Ｂ

　各地区からの土木事業要望が多
く、全てを実施することができない
ため、緊急性や必要性を考慮しなが
ら、事業費の範囲内で執行してい
る。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

　農業生産基盤施設（農道や水路
等）の老朽化が進んでおり、土木事
業要望も関連する内容が多いことか
ら、農地の保全や農業者の営農を支
援しするための施設の機能保持や長
寿命化に係る工事の実施が、今後も
必要となる。

189

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

果樹振興補助金
農林部
農業政策
課

果樹栽培の生産性と収益性を向上
させ、生産振興を図る。

りんご新わい化栽培等の導入に必
要な苗木･資材の購入に対する補
助新品種の導入に必要な苗木・資
材の購入に対する補助振興果樹等
の苗木の購入に対する補助

9,700 9,700
奨励果
樹苗木
等本数

本 12,000 15,970

奨励果
樹苗木
等導入
面積

ha 30 43 Ａ
奨励果樹苗木等導入面積の目標面積
を上回っている。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

生産農家の生産性と収益性の向上を
図るために引き続き支援する。

190

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

地域奨励作物支援
農林部
農業政策
課

農地の遊休荒廃化を防止するとと
もに、奨励作物（小麦・大豆・そ
ば・枝豆）の地産地消を推進す
る。

市内で生産した奨励作物を、市内
にある農業協同組合等へ出荷した
生産者に対し出荷量に応じて奨励
金を交付する。

40,816 41,510

作付面
積（小
麦・大
豆・そ
ば・枝
豆）

ha 400 406

出荷量
（小
麦・大
豆・そ
ば・枝
豆）

t 590 603 Ａ

作付面積の増加により、耕作放棄地
解消につながっている。また、出荷
量についても平成28度から平成30年
度はいずれも目標数値を上回ってお
り地産地消の推進が図られている。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
見直
して
継続

現要綱で平成32年度末を終期に設定
しているため見直しを行うが、農地
の遊休荒廃化を防ぐ上で有効であ
り、地産地消の推進を図ることがで
きることから継続していく必要があ
る。

191

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

畜産振興施設管理
運営

農林部
農業政策
課

消費者ニーズに対応した畜産物の
生産拡大と、消費者に安全・安心
な畜産物を供給する。

戸隠牧場及び信州新町めん羊繁殖
センターの指定管理及び施設整備

16,586 20,673
草地改
良面積

ha 10 10
牛の預
託頭数

頭 120 119 Ｂ

戸隠牧場は、草地改良を実施するな
どの良好な環境づくりを行い、牛の
預託頭数は概ね目標を上回ってい
る。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

牧場環境の向上を図ることで、消費
者に安全・安心な畜産物を供給する
ことになる。また、観光振興と連携
による地域活性化が必要である。

192

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

中山間地域農業対
策事業補助金

農林部
農業政策
課

中山間地域の農業者の団体が実施
する主体的な活動を支援して、中
山間地域の農業の活性化を図る。

次の取組に係る費用に補助金を交
付し、地域の活性化を支援する。
①地区委員会の運営経費　②農
業・農村の振興活動経費　③荒廃
化している優良農地の復元経費
④地域への普及を目指す振興作物
導入経費　⑤地域への普及を目指
す新規作物の栽培実験農場運営経
費　⑥ワイン用ぶどう産地形成事
業　⑦えごま栽培普及促進事業

3,192 5,900
農地復
元取組
団体数

団
体

6 6
実施面
積

a 100 64 Ｂ

優良農地復元は、年度のよって実施
面積に開きがあるが、毎年実施され
ており荒廃地が解消されている。
（H30は目標に対して64％の実施だ
が、H28～30の3年間では目標300aに
対し113％となる341aのためＢ評価
とした。）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

農地の荒廃化は、無くならないため
事業を継続する必要がある。
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193

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

中山間地域等直接
支払制度

農林部
農業政策
課

生産条件が不利な中山間地域等に
おいて、農業生産活動（農用地に
おける耕作、適切な農用地の維
持・管理及び水路、農道等の維
持・管理）の自律的かつ持続的な
実施を図る。

集落協定を結んだ集落及び耕作者
が行う、耕作放棄の発生防止活
動、水路・農道等の管理活動に対
し、国の基準に基づき交付金を交
付する。

75,794 76,850
集落協
定数

地
区

112 112
協定面
積

㏊ 458 454 Ｂ
協定数は目標を達成している。協定
面積は概ね目標を達成している。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

現行
のま
ま継
続

集落協定を締結している集落には第
５期も継続を働きかけていく。集落
協定を締結していない集落では荒廃
化が拡大しているため制度をPRす
る。

194

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

野生鳥獣被害防除
対策事業補助金

農林部
いのしか
対策課

捕獲活動を担ってきた猟友会等を
鳥獣被害対策実施隊として、新た
な活動内容を加え、地域の重要な
一員として活躍し、総合的な施策
を実施していくことで農業被害額
が減少している。

①電気柵等防護施設を導入するた
めに要する資材費の補助②イノシ
シ、ニホンジカ、ニホンザル、ハ
クビシン、タヌキ、アナグマ、カ
ラスの駆除及び個体数調整に要す
る経費の補助③捕獲おり及びわな
の導入に要する経費の補助④追い
払い業務の従事者に支払う経費の
補助⑤狩猟免許の取得に要する経
費の補助⑥地区協議会等が実施す
る野生鳥獣被害防除対策活動に要
する経費の補助

74,583 87,725

イノシ
シ・ニ
ホンジ
カ・ニ
ホンザ
ルの捕
獲頭数

頭 1,500 1,602
農作物
被害額

千
円

0 65,164 Ｂ

「防御対策」「駆除・個体数調整対
策」「環境整備対策」のを３つの施
策を総合的にバランスよく行う実施
したことにより農作物被害額は減少
傾向にあり、目標捕獲頭数は達成す
ることができた。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

ニホンジカによる農作物被害が高止
まりとなっているため、集中捕獲等
により駆除・個体数調整を進めると
ともに、地区の有害鳥獣対策協議会
（委員会）による電気柵等の防護施
設の設置を含め、総合的にバランス
よく被害防除対策を実施するための
支援を継続していく。また、ハン
ターの埋設負担軽減と地域の活性化
を図るため、イノシシ・ニホンジカ
の食肉活用（ジビエ）を推進する。

195

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

売れる農業推進
農林部
農業政策
課

農業及び農村の振興に取り組むこ
とにより、活力ある農業及び農村
の確立を図る。

農業団体協議会へ補助金を交付す
る。農産物加工施設等へ補助金を
交付する。消費地での農産物ＰＲ
イベントへ参加する。

1,634 4,781

県外で
の農産
物ＰＲ
実施件
数

件 12 12

ＰＲ実
施時の
農産物
売上額

万
円

240 235.6 Ｂ

本市の主力農産物である果実類の収
穫時期に合わせＰＲするため、時期
が限られる中、前年と同回数の出展
をすることができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

農産物や市の認知度を上げるＰＲ活
動や農産物加工品の開発・販売の取
組みは、農業者の所得向上に必要で
ある。

196

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

地産地消推進
農林部
農業政策
課

市内で生産された農畜産物の消費
拡大により地域内流通を高めると
ともに、市民の健康を守る安全・
安心な農畜産物を安定供給する。

生産者と実需者とのマッチング支
援、地産地消協力店の募集やこれ
らを紹介するリーフレットの作
成、学校給食栄養士と生産者との
意見交換などの事業を実施する、
市地産地消推進協議会に補助金を
交付する。

1,690 1,690
地産地
消協力
店数

店
(累
計
）

150 145

５千万
円以上
売上げ
のある
直売所
売上額

億
円

21 21.5 Ｂ

マッチング商談会や様々なＰＲ活動
を通じて、市民の地産地消への関心
が高まっていることが、直売所の売
上げの伸びに表れている。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

第五次総合計画策定時のアンケート
などから、依然として市民の関心が
高いことや、農業者の所得向上にも
つながる取り組みであるため。

197

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

長野市農業祭負担
金

農林部
農業政策
課

イベントを通じて長野市産の農産
物の宣伝を行い、消費拡大を図
る。

実行委員会へ負担金を支出する。 2,000 3,000
農業祭
実施

件 1 1
来場者
数

人 2,000 2,000 Ｂ

予定どおり実施できた。市内だけで
なく周辺市町村の団体からも出展が
ある。天候や会場変更の都合で、来
場者数が減少した。

Ａ Ａ Ａ ‐ Ａ

現行
のま
ま継
続

生産者と消費者が直接に顔を合わせ
たり、農産物やその加工品の認知度
を上げるＰＲ活動の場となってお
り、地産地消を図る上で必要であ
る。

198

6-2-2(地
域の特性
を活かし
た生産振
興と販売
力強化の
促進)

都市農村交流推進
事業補助金

農林部
農業政策
課

中山間地域の農家等団体が、地域
の資源を有効に活用した取り組み
を主体的に開催することを通じて
地域の活性化を図る。

農業体験や農家民泊の受入れを組
織化し、受入組織が主体的に活動
できるよう、必要な経費に補助金
を交付する。

1,716 2,232
農家民
泊受入
地区数

地
区

9 8
農家民
泊参加
者数

人 4,000 5,296 Ａ
受け入れ人数が目標を上回ったた
め。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

農業振興アクションプラン
(H29~H33)において、「今後も無理
のない範囲で継続していけるよう支
援する。」ことを取組方針としてい
る。

199

6-2-3(森
林の保全
と資源の
活用促
進)

広葉樹林造成調査
研究

農林部
森林農地
整備課

人工林の伐採後、自然の力を活用
して安価に広葉樹林を造成する方
法を検討する

市営林にモデル林を設定し、伐採
を行ってその後の広葉樹林の成林
状況を調査する。H29門沢モデル
林H30上ケ屋モデル林H30田野口モ
デル林H31小田切モデル林（予
定）市民に広くPRするためのイベ
ント開催（森づくりワークショッ
プ）

1,815 3,800
モデル
林の設
定

箇
所

2 3
調査の
実施

箇
所

2 3 Ａ

送電線の線下伐採を実施する必要が
あった田野口市営林をモデル林に設
定することで、先行して1か所のモ
デル林を設置することが出来た。

Ａ Ａ Ａ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

前年度から事業を開始したところな
ので、現行のまま事業を継続してい
く。

200

6-2-3(森
林の保全
と資源の
活用促
進)

市営林保育
農林部
森林農地
整備課

森林の木材資源の有効活用と、森
林が持つ公益的機能を活用する。

市有林および分収林において、充
実しつつある木材資源を搬出間伐
や主伐によって利用しつつ森林の
保育（植栽、下刈、除伐、枝打、
間伐等）を実施する。

29,848 30,435
保育実
施面積

ha 34 31
搬出材
積

m3 － 3143 Ｂ

保育作業は樹木の成長に応じて作業
内容(下刈・除伐・枝打・間伐等)及
び作業量が変わることから、事業実
績が見込みを下回ることもあるが、
現地調査に基づいた施業実施の結果
であり、必要な施業は概ね実施でき
ている。

Ａ Ａ Ａ - Ａ

現行
のま
ま継
続

森林資源の保全と公益的機能の発揮
を図るためには、市営林の保育事業
は継続して実施する必要がある。
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201

6-2-3(森
林の保全
と資源の
活用促
進)

森林整備・木材活
用事業

農林部
森林農地
整備課

市民等に対して、森林の持つ多様
な機能についての理解を深め、森
林の適切な管理を実現する。

民有林において、間伐・間伐材の
搬出及び植林を行う個人や団体等
(所有者から森林整備を受託する
場合を含む)へ補助金を交付す
る。また、対象地や対象事業の拡
大を検討する。

865 4,591
間伐面
積

ha 19 2
間伐面
積

ha 19 2 Ｄ
対象となる事業が、小面積な間伐・
搬出事業等が主体であったため、実
績の数値は伸びていない。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
見直
して
継続

市内には事業内容・規模や地形等の
条件によって国・県等補助事業の対
象にならない森林も多くあるため、
本事業でそれらの森林整備に対して
柔軟な支援をすることで、公益的機
能を発揮できる森林を造成してい
く。

202

6-2-3(森
林の保全
と資源の
活用促
進)

里山整備事業
農林部
森林農地
整備課

少しずつではあるが里山の森林整
備が始まった。

団体の設立支援や、各種団体の設
備充実、安全講習会等の実施に対
し補助金を交付し、森林整備が少
しずつ始まっている。今後は、森
林整備を行う場所の確保や、さら
なる会員の技術向上を目指した支
援が必要である。

1,277 0

森林整
備立上
げ団体
数

団 2 0
間伐面
積

ha 1 0.5 Ｂ

森林整備団体　「七二会地区特別植
林組合」と「あさかわの里山と森を
守る会」が立ち上がり、本格稼動に
向け動き始めた。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ 終了
事業終了後も団体が里山整備を継続
できるように、必要な支援や指導を
行う。

203

6-2-3(森
林の保全
と資源の
活用促
進)

松くい虫被害防除
事業

農林部
森林農地
整備課

守るべき松林への松くい虫被害の
防止

被害木の伐倒くん蒸による駆除お
よび薬剤地上散布による被害の予
防

24,595 26,285

松くい
虫被害
木処理
量

m3 780 672

守るべ
き松林
での駆
除残量

m3 200 764 Ｃ
前年夏の気候（高温、少雨）により
被害量が多かったため、駆除残量が
多くなった。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

森林の公益的機能の低下や景観の著
しい悪化を避けるため、事業の継続
が必要である。

204

6-2-3(森
林の保全
と資源の
活用促
進)

林内路網整備事業
農林部
森林農地
整備課

　森林経営計画に基づき森林施業
事業体と調整を行い、林内路網整
備を実施することにより、施業コ
ストを削減し、地域産材の有効活
用を促進させる。

　林道開設及び改良に加え、林業
従事者が整備する作業道の整備環
境を整える。

78,490 128,967
林道す
ずり石
線開設

ｍ 130 0
搬出間
伐面積

ha 0 0 Ｃ

　林道すずり石線開設は、入札不調
となったこと、また、積雪により工
事が進捗できないことから、年度内
竣工が不可能となり、次年度への繰
越となっている。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

　森林施業の効率化及び森林の公益
的機能の低下を防ぐため、事業の継
続が必要である。

205

6-2-3(森
林の保全
と資源の
活用促
進)

緩衝帯整備事業
農林部
いのしか
対策課

緩衝帯を整備することにより、野
生鳥獣の出没の軽減に繋がってい
る。

森林と農地との間に、緩衝帯を整
備することにより、野生鳥獣の出
没を抑制し、農業被害の軽減や人
的被害を防いでいる。

11,574 15,548
緩衝帯
整備

ｈa 11.25 5.72

野生鳥
獣によ
る農業
被害金
額

千
円

57,300 65,164 Ｂ

H30年度の実施箇所は１８箇所（若
穂地区）であり、年度当初の要望箇
所についてほぼ実施することがで
き、農業被害金額の抑制に繋がって
いる。しかし、緩衝帯の維持管理面
積は、高齢化や過疎化が進む中で、
１箇所（大岡地区）と実績が伸びな
かった。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

緩衝帯整備事業は、野生鳥獣の出没
しにくい環境づくり対策として効果
が高いため、今後も推進していく。
また、森林整備の意味合いもあり、
健全な森林育成に寄与していく。

206

6-2-3(森
林の保全
と資源の
活用促
進)

林業振興補助金
（森のエネルギー
推進事業）

農林部
森林農地
整備課

木質バイオマス（ペレット）燃料
を使用することで、化石燃料の使
用量削減、温室効果ガスの削減が
図られ、未利用木材の活用、森林
整備にもつながる。

ペレットストーブ・ペレットボイ
ラーの本体、給排気筒及び煙突等
の購入経費及び設置経費に対し、
補助金を交付する。

400 0

ペレッ
トス
トーブ
購入補
助台数

台 12 4
ペレッ
ト生産
量

ｔ 415 371 Ｂ

県からの補助を受け実施している事
業であり、県の予算状況により補助
台数も制限される中、設置希望者全
員に補助金を交付することができ、
概ね目標どおりである。

Ａ Ｂ Ｃ - Ａ 終了

住宅や電化製品の省エネ・高性能化
等が著しく、また一時期のエコブー
ムの常態化による社会的要因が重な
り、近年設置台数が減少してきた。

207

6-2-3(森
林の保全
と資源の
活用促
進)

森林体験事業
農林部
森林農地
整備課

市民の森林・林業や森林整備に対
する理解と関心を深める。

森林体験学習の機会を提供する。
又、森林体験学習を行う他団体を
サポートする。林業講座(趣味の
林業講座)を開催する。

866 1,083

森林体
験事業
の開
催・補
助

回 43 43
森林体
験参加
者数

人 2,150 2,167 Ｂ

森の里親事業による企業の森林体験
活動や、緑の少年団の活動、農業
フェア等のイベントでの森林体験活
動の実施により、活動・成果共に目
標に達した。

Ａ Ａ Ａ - Ｃ
見直
して
継続

より多くの市民が森林に対する理解
と関心を深めるためには、継続して
事業を実施する必要がある。

208

6-3-1(商
工業の強
化と環境
整備の促
進)

商店街環境整備補
助金

商工観光
部　商工
労働課

　中心市街地や商店街の賑わいの
創出と活性化。安全・安心な商店
街環境

街路灯やアーケード等のハード設
備や付帯設備の設置に対する補助
（環境整備事業助成金）、街路灯
やアーケードの修繕費に対する補
助（街路灯等維持管理事業補助
金）、花鉢やイルミネーション等
の装飾による賑わい演出に係る経
費の補助（賑わい演出補助金）、
商店街が維持管理している街路灯
の電気料に対する補助（電灯料助
成金）

7,557 22,235
電灯料
助成商
店街数

件 53 53 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ
予定通り支援することで、安全・安
心な商店街環境の維持が図られる。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

　商店街の環境整備を支援すること
は、商店街の魅力向上やまちの安全
向上につながることに加え、商店街
団体自体の結束や地域との関係も強
化することに寄与している。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）
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指標内
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位
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指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績
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必
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性

有
効
性
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直
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（単位：千円） 活動指標 成果指標
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価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
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事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

209

6-3-1(商
工業の強
化と環境
整備の促
進)

産学行連携支援施
設管理運営事業
（ものづくり支援
センター）

商工観光
部　商工
労働課

多くの企業が新技術・新製品の開
発や製品の高付加価値化に成功す
ることで、産業競争力の向上が図
られる。

ものづくり支援センターに所属す
るインキュベーション･マネー
ジャー等専門スタッフによる各種
相談業務、人材育成事業やものづ
くりサロン（産学行交流事業）等
の開催。低廉な料金によるレンタ
ルラボの提供。

25,798 29,357
各種相
談数

件 60 54

ものづ
くり研
究開発
事業を
きっか
けにし
た製
品・技
術開発
件数

件 3 2 Ｂ
研究開発事業補助金は毎年３件程度
の交付実績があり、新製品・新技術
の開発に結び付いている。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

スタッフを含めた施設の活用につい
ては、民間のノウハウを取り入れる
必要があると考えられるが、公の施
設とすることが困難なため、検討し
てきた指定管理への移行の可能性は
低いとの結論に達した。今後運営の
効率化に向けた方策を検討していく
必要がある。

210

6-3-1(商
工業の強
化と環境
整備の促
進)

中小企業振興資金
融資

商工観光
部　商工
労働課

通常の資金調達が困難な中小企業
者等の信用力を高め、事業資金の
充足を図り、将来企業が独自の力
と信用で民間金融機関との通常な
取引が図られる一手段である。

市が金融機関及び長野県信用保証
協会と協調し、長期・固定・低利
の融資制度を設け、金融機関への
資金預託及び信用保証料の補助を
行う。

5,465,393 6,250,000

融資実
行率
（年度
末融資
残高／
融資
枠）

％ 90 70

融資
あっ旋
件数前
年比

％ 100 84.4 Ｂ

リーマンショックや東日本大震災に
よる大規模な資金需要時の借入が返
済時期を迎えているため、年度末融
資残高が減少している。また、マイ
ナス金利の影響等で、民間金融機関
の利率も低金利になっているが、利
用件数が著しく減少しているわけで
もないため、中小企業者等の資金需
要に対応していると言える。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

本融資制度は中小企業金融の補完措
置であり、中小企業者等の資金調達
を円滑にし、経営の安定及び事業の
発展を支援していくために、長期・
固定・低利の融資制度及び保証料の
補給は必要である。

211

6-3-1(商
工業の強
化と環境
整備の促
進)

商工団体育成補助
金

商工観光
部　商工
労働課

　商工業の振興及び地域経済の発
展のための活動の活発化

　長野商工会議所、長野市商工
会、信州新町商工会等の各団体の
活動・運営費を補助する。

99,389 101,389
商工会
議所・
商工会

会
員
数

8,500 7,901 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ
　商工会議所・商工会等の各団体
が、それぞれ一定の規模をもって活
動を継続しているため。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ
見直
して
継続

　長野市商工会について、県補助額
が平成32年に減額となるため、その
後の長野市からの補助額について減
額協議する必要がある。

212

6-3-2(地
域の特性
が光る商
工業の推
進)

中心市街地活性化
事業補助金

商工観光
部　商工
労働課

　中心市街地や商店街の賑わいの
創出と活性化

まちづくり会社が行う中心市街地
活性化のための非営利部門（事務
局部門）運営費に対し補助金を交
付する。

7,500 7,500
補助金
交付件
数

件 1 1

まちな
かパー
キング
利用者
数（年
間）※
長野ま
ちなか
パーキ
ングの
共通駐
車サー
ビス券
の回収
枚数
（ツル
ガパー
キング
除く）

件 300,000 400,789 Ａ
成果目標の数値を大きく上回ってい
る。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

中心市街地の活性化を進めるため
に、まちづくり長野は一般の行政職
員では取組難い活動をしており、そ
れらの中には直ちに収益につながら
ないものや、総合的な調整活動が含
まれる。市は今後も運営費を補助
し、会社の継続的な活動を支援して
いく。

213

6-3-2(地
域の特性
が光る商
工業の推
進)

ものづくり産業等
活性化支援負担
金・補助金

商工観光
部　商工
労働課

中小企業の産業競争力が向上し、
持続可能な企業へと成長すること
により、地域産業の活性化が図ら
れる。

企業の新製品・新技術の研究開発
費用、展示会への出展費用、特許
出願費用、外部への研修参加費用
などの一部を補助する。

0 10,200

ものづ
くり研
究開
発、新
産業創
出・販
路拡大
事業

件 13 0

ものづ
くり研
究開発
事業を
きっか
けにし
た製
品・技
術開発
件数

件 3 2 Ｂ
研究開発事業補助金は毎年３件程度
の交付実績があるが、新製品・新技
術の開発に結び付いている。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

制度を活用した利用者の意見等によ
り更なる修正が必要かどうか見極め
ることが必要である。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）
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214

6-3-2(地
域の特性
が光る商
工業の推
進)

ながのブランド郷
土食

商工観光
部　商工
労働課

本市の主要産業である食品加工業
の産業競争力が向上し、地域のブ
ランド企業へと成長することによ
り、産業の活性化が図られる。

信州大学工学部が組織している
「ながのブランド郷土食運営協議
会」へ、本市との連携事業として
負担金を支出する。

6,000 6,000

ながの
ブラン
ド郷土
食人材
養成プ
ログラ
ム事業
負担金
の交付

件 0 1

ながの
ブラン
ド郷土
食人材
養成プ
ログラ
ム受講
者数

人 5 5 Ｂ
施設や人員体制の都合により、受講
者の定員は５名としているが、定員
以上の応募がある。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｃ 終了

二次評価、外部評価等の意見を踏ま
え信州大学と協議した結果、信州大
学には、平成31年度中に事業の整理
をし、今後の人材育成の方向性につ
いて検討してもらうこととなった。

215

6-3-2(地
域の特性
が光る商
工業の推
進)

地域伝統産業支援
事業

商工観光
部　商工
労働課

補助金を交付することにより、当
該地域伝統産業の振興を図り、
もって地域伝統産業の継承及び地
域経済の発展を促進する。

地域に住所を有する者等による団
体が実施する地域伝統産業の振興
に資する事業に要する経費に対
し、補助金を交付する。

3,600 3,600

講習及
び職人
技術研
修人数

人 200 255

生産
量・販
売額の
増（対
2016年
比）

％ 110 113 Ａ
活動指標、成果・効果指標ともに目
標値を上回ったため、達成状況の評
価をＡとするもの。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｃ
段階
的に
廃止

本事業は、創設時に終了を33年と定
めているため。

216

6-3-2(地
域の特性
が光る商
工業の推
進)

商工業振興事業共
催負担金・補助金

商工観光
部　商工
労働課

地域企業の産業競争力が向上し、
持続可能な企業へと成長すること
により、地域経済の活性化が図ら
れる。

物産振興及び製品ＰＲ等を図る長
野市観光と物産展実行委員会及び
産業フェアin信州実行委員会への
負担金の拠出と参加

13,427 8,427

産業
フェア
への出
展企
業・団
体数

社 100 123

産業
フェア
への来
場者数

人 14,674 13,714 Ｂ

出展企業・団体数は、会場スペース
の都合で毎年100団体前後に留まる
が、来場者数は緩やかながらも増加
している。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

本市の物産、製品、技術等の販路拡
大、ブランド化には官民の連携が必
要であり、民間活力を生かすために
も、産学行で役割分担をし、事業費
の一部を負担し支援を継続する必要
がある。

217

6-3-2(地
域の特性
が光る商
工業の推
進)

まちなか空き店舗
解消プロジェクト

商工観光
部　商工
労働課

　中心市街地の不動産市場や営業
店舗の状況などをつぶさに調査
し、それらニーズに応じた有効な
施策を展開することで、中心市街
地内の商業活性化を目指す。

H30　調査内容(1)空き店舗状況調
査（職員目視）(2)営業店舗アン
ケート調査（委託）(3)不動産事
業者ヒアリング調査（委託）(4)
空き店舗所有者アンケート調査
（委託）　⇒上記(1)～(4)の調査
を踏まえ、今後の施　　策を検
討。

3,950 7,199

調査の
実施
（H30）
新施策
を利用
した人
数（H31
～）

事
業

1 1

調査結
果（報
告書）
（H30）
新施策
を利用
し、中
心市街
地に新
規出店
した人
数（H31
～）

件
（H
30
）
人
（H
31
）

1 1 Ｂ
　調査結果がまとまり、H31から実
施する新規事業開始にも目途がつい
たため。

Ａ Ａ Ｂ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

　H30の調査が適正に終了し、新規
事業の立案・開始も順調であり、事
業自体はうまく進んでいるため。今
後、新規事業を実際に実施し、効果
を見ながら次の施策展開を考える。
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6-3-3(新
たな活力
につなが
る産業の
創出)

イベント補助金
商工観光
部　商工
労働課

　中心市街地や商店街の賑わいの
創出と活性化

（商店街イベント）地元商店街団
体等が実施する商店街の販売促進
事業につながる祭りや行事等に対
して補助金を交付する。（大規模
イベント）大規模で集客力があ
り、商店街の販売促進事業が行わ
れるイベントに対し補助金を交付
する。

18,964 20,320

補助金
交付件
数（商
店街イ
ベント
＋大規
模イベ
ント）

件 32 26

まちな
かパー
キング
利用者
数（年
間）※
長野ま
ちなか
パーキ
ングの
共通駐
車サー
ビス券
の回収
枚数
（ツル
ガパー
キング
除く）

件 300,000 400,789 Ａ
成果指標の目標値そのものを増加目
標に設定しているうえで、その数値
を上回る実績があることによる。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

毎年の要望調査により、多くの補助
金要望があり、かつ、ほとんどの実
施団体が要望通りに補助金を利用し
ていることから、高い需要が認めら
れ、継続して実施する。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）
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6-3-3(新
たな活力
につなが
る産業の
創出)

商店街活性化事業
補助金

商工観光
部　商工
労働課

まちのにぎわいを創出すること
で、商業の振興等を図る。

商店街の積極的な情報発信、個店
強化、付加価値創出、組織運営の
円滑化等の取組又は事業者の中心
市街地の空き店舗等を活用した出
店の取組に対して、補助金を交付
する。

6,090 8,300

補助金
交付件
数（商
店街
マップ
作成・
まちな
かパ
ワー
アップ
空き店
舗等活
用・商
店街魅
力アッ
プ支
援・商
店街事
務局職
員雇用
の合
計）

件 23 21

中央通
り及び
権堂
アー
ケード
沿いの
１階部
分の空
き店舗
数

件 21 24 Ｂ

活動指標の「補助金の交付件数」、
成果指標の「中央通り及び権堂アー
ケード沿いの１階部分の空き店舗
数」とも、概ね目標どおりの実績に
なっている。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

商店街団体に対する補助金利用予定
調査、補助実績等により、一定の需
要があることから引き続き実施す
る。

220

6-3-2(地
域の特性
が光る商
工業の推
進)

若者未来創造ス
ペース整備事業

商工観光
部　商工
労働課

中心市街地に若者を核としたコ
ミュニティを形成し、様々なプロ
グラムを実施することにより、若
者の地域への愛着を高める。

若者を核としたまちづくり活動
等、若者の起業、就業等の支援、
本市への移住・定住の支援、若者
等のためのフリースペースの運営
等を行う事業者に補助金を交付す
る。

17,052 0
補助金
交付件
数

件 5 5

若者未
来創造
スペー
ス利用
者数

人 1,000 2,079 Ａ

１年目（28年度）は２月の事業開始
であったため事業期間が短いが、利
用者数は着実に増加しており、一定
の成果は達せられた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 終了
補助事業としては、当初から３年間
の予定

221

6-3-3(新
たな活力
につなが
る産業の
創出)

起業家支援事業
商工観光
部　商工
労働課

長野市の商業振興を図るため、商
業活動における実践的な知識を身
に着けた起業者を育成する。

平成30年度は、いつか創業してみ
たい方などを対象に、創業マイン
ド醸成のためのワークショップセ
ミナーを２回開催。先輩創業者と
のディスカッション等により、創
業したいけれど何をやったらいい
かわからない方の計画立案のイ
メージ作りを後押しした。また創
業予定者、ビジネスアイデアを構
築したい方などを対象に、創業の
心構えや事業戦略、販売戦略など
を実践的に学ぶ「実践起業塾」
（各期６回）を開催。より多くの
創業者創出を目指し、同一内容の
講座を２期開催した。

801 2,368
起業塾
受講者
数

人 20 15

起業塾
卒業者
による
起業者
数

件 3 7 Ａ

起業者数が前年実績、目標とも上
回っていることから、評価はＡとす
る。起業は起業塾を卒業すればすぐ
にできるものではなく、綿密な事業
計画や資金計画が必要であり開業ま
でには一定期間を要することから、
起業者数は今後さらに増加していく
ことが見込まれる。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

成果の達成状況、上記の検証結果か
らも事業の必要性は確認できること
から、引き続き実施する。

222

6-3-3(新
たな活力
につなが
る産業の
創出)

工場等立地対策補
助金

商工観光
部　商工
労働課

・地域経済を支える産業の集積・
市民の働く場や収入の確保・中心
市街地の活性化

・工場等を新増設する際の固定資
産税相当額の助成・工場や事業所
の新増設に関する用地取得への助
成・事業所の新増設に伴う事業所
税相当額の助成・市指定区域にオ
フィスを賃貸する場合の家賃等へ
の助成・事業所の新増設などに伴
う新規雇用への助成　等

262,178 245,278

雇用創
出企業
立地支
援事業
及びオ
フィス
家賃助
成金の
新規立
地の件
数

件 4 4
新たな
雇用者
数

人 ‐ 37 Ｂ

雇用創出企業立地支援事業の実績は
無かったが、オフィス家賃の助成事
業については、順調な実績を得てい
る。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

市内の新規雇用者数の増加に向け
て、工場や事務所等の新設及び増設
は必須であり、本事業を継続するこ
とでその補完的役割を担うことがで
きる。

223

6-3-3(新
たな活力
につなが
る産業の
創出)

産業団地立地促進
商工観光
部　商工
労働課

産業集積・技術集積の向上を図
り、地域経済活性化につなげる。

市外からの立地に限らず、市内企
業の増設・移設等の需要にも対応
する。

914,801 900,000
産業団
地の数

箇
所

‐ 13

産業団
地の区
画へ入
居数
（累
計）

区
画

180 180 Ｂ
開発した産業団地すべての区画の分
譲を達成

Ａ Ａ Ａ - Ａ
見直
して
継続

新たな大規模な産業団地の開発は、
財政的リスクの観点から、国からの
要請もあり、直営では実施しない方
針としてきた。一方、産業団地の空
き区画がなく、企業から用地取得の
問い合わせが増加していることか
ら、31年度、民間による開発の可能
性を含めた今後の考え方（方針）を
決めていく予定である。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）
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6-3-3(新
たな活力
につなが
る産業の
創出)

企業誘致活動
商工観光
部　商工
労働課

市外企業の誘致による地域産業の
活性化と新たな雇用の創出

○東京圏での企業訪問活動○産業
展示会への出展によるＰＲ活動○
ICT産業集積のためのテレワーク
体験ツアーの実施等

5,423 5,348
企業訪
問の件
数

社 50 105
企業の
誘致件
数

件 3 3 Ｂ

誘致件数は、目標どおりであった。
また、このほかにも誘致活動継続中
の企業もあることから、概ね目標ど
おりと評価する。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

企業誘致のターゲットは主に都市部
の企業になることから、東京事務所
と連携し企業訪問や東京圏で開催さ
れる産業展示会等でのＰＲを行う。
また、交通費等を負担することで企
業側が本市に来る機会を創出する。

225

6-4-1(就
労の促進
と多様な
働き方の
支援)

就職支援事業
商工観光
部　商工
労働課

働くことによる安定的な生活の享
受、社会的・職業的な自立、自分
らしい生き方の実現、学生の就職
のミスマッチの軽減、キャリア教
育の充実、UJIターン就職促進

31年度事業(案）（１）職業相談
室①職業相談、カウンセリング②
出前講座、各種セミナーの開催③
市立長野高校でのキャリアカウン
セリング（２）未来ビュー長野、
ジョブキッズしんしゅう、ママた
ちのお仕事フェスタなどの就職支
援事業

14,281 15,913

就職情
報サイ
ト（お
しごと
なが
の）の
管理運
営

‐ 　‐ 　‐

就職情
報サイ
ト（お
しごと
なが
の）内
の登録
企業数

社 334 341 Ｂ

企業の特長や求人に対する情報を容
易に入手でき、仕事を見つけやすい
環境が整っており、就労を促進して
いる。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

出前講座、セミナー、「未来ビュー
長野」「ママたちのお仕事フェス
タ」などの就職支援事業の開催につ
いては、市民や企業のニーズを把握
しながら継続していく。

226

6-4-1(就
労の促進
と多様な
働き方の
支援)

ながので輝くおし
ごと応援事業

商工観光
部　商工
労働課

市内企業と雇用のマッチングを推
進するとともに、求人数が求職者
数を大幅に上回る業種を対象に、
採用時に従業員の移転費用の一部
を助成することで、人材の確保を
図る。

平成31年度事業(案）「長野市建
設労働者就業支援補助金」　東京
圏で建設業に従事していた人が市
内の　建設事業所に正規雇用され
た場合に引越し　費用の一部を補
助する。

14,153 2,500

イベン
ト参加
者数(ナ
ガノの
シゴト
博)

人 350 340

UJIター
ン就職
促進事
業を経
由した
UJIター
ン就職
者数

人 80 48 Ｂ

イベント事業への参加者数について
は、目標人数にわずかに及ばなかっ
たものの、参加者からは好評を得て
おり予定どおりの成果が得られた。
一方、建設労働者就業支援補助事業
は、利用が進んでおらず、補助制度
の設計や周知方法に課題がある。

Ａ Ｂ Ｃ - Ｃ 終了
補助事業は、平成31年度末で終了予
定。

227

6-4-1(就
労の促進
と多様な
働き方の
支援)

長野地域UJIターン
就職促進事業

商工観光
部　商工
労働課

企業の魅力とともに、長野地域で
働く魅力を発信することで、移
住・定住の促進と、東京圏からの
UJIターン就職を促進する。

平成31年度事業(案）「長野地域
若者就職促進協議会」設立・運営
①首都圏に進学等で出て行った若
者に長野の企業の魅力を紹介し、
学生や社会人と企業とのマッチン
グを推進するイベント「ナガノの
シゴト博」の開催、説明会・企業
研究会・交流会など②インターン
シップフェア（長野県事業）に共
催③企業の採用力強化、定着率向
上セミナーの開催④就職情報サイ
ト「おしごとながの」の管理運営

14,637 22,633

UJIター
ン就職
促進事
業への
イベン
ト参加
者数

人 470 195

UJIター
ン就職
促進事
業を経
由した
UJIター
ン就職
者数

人 80 48 Ｂ

イベントへの参加者数や事業を経由
したＵＪＩターン就職者数が目標人
数に達していないものの、ＵＪＩ
ターンにつながるなど一定の成果は
出ている。また、大学３年生以下を
対象とした事業も実施していること
から、継続して事業を実施する必要
がある。就活の多様化に対応したメ
ニューをそろえていく必要がある。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

国からの本事業に対する交付金が平
成30年度までであるため、現行の予
算スキームとしては終了する。しか
し、進学等で県外に流出した若者の
６割強は地元に帰って来ない現状を
踏まえ、平成31年4月に発足した
「長野地域若者就職促進協議会」へ
関連事業との統合も含め事業を移行
する。

228

6-4-1(就
労の促進
と多様な
働き方の
支援)

雇用対策補助金
商工観光
部　商工
労働課

①中小企業の勤労者の福利厚生の
充実を図り、勤労者が心身ともに
健康で安心して働くことができる
環境を整備する。②熟練した技
術・技能の継承

①初めて退職金共済契約の申込み
をした事業所に対して補助金を交
付する。②運営費として賃金相当
分を定額で補助する。

9,805 10,525

交付事
業所数
(中小企
業退職
金共済
金掛金
補助
金）

件 90 81

該当者
数(中小
企業退
職金共
済金掛
金補助
金）

人 480 250 Ｂ

目標に達したことから、中小企業退
職金共済に加入し、補助金を申請す
る事業所が一定数あると判断できる
ため。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ

現行
のま
ま継
続

職業訓練センターについては、平成
22年度末に、長野商工会議所や長野
県経営者協会を始め、多くの業界団
体からの陳情により国から長野市に
移管された経過がある。このことを
踏まえて、長野地域職業訓練協会と
今後の運営についての話合いを行っ
ていく。

229

6-4-1(就
労の促進
と多様な
働き方の
支援)

シルバー人材セン
ター補助金

商工観光
部　商工
労働課

公益社団法人長野シルバー人材セ
ンターの運営を安定させて、高齢
者の能力を活かした地域社会づく
り及び地域の福祉の向上に寄与す
る。

地域の日常生活に密着した就労機
会の提供することにより高齢者の
「居場所」と「出番」づくり、
「生涯現役社会」の実現、希望す
る高齢者のために職業紹介事業又
は労働者派遣事業を行うシルバー
人材センターの運営に要する経費
に対し補助金を交付する。

15,238 15,927 契約額
千
円

940,000 912,119 会員数 人 2,500 2,069 Ｂ

退職後も自らの経験と能力を活かし
て再任用や再就職など多様な働き方
を求める高齢者が増えているため、
会員数は若干減少したものの、セン
ターのＰＲを行い新規開拓に努めた
結果、受注件数は増加している。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

人口減少に伴う労働力不足対応とし
て、高齢者の就業を支援する必要が
あることに加え、より柔軟な対応が
可能となる派遣事業を促進すること
で、現役世代のサポートとしての役
割も期待できる。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

230
6-4-2(勤
労者福祉
の推進)

勤労者生活資金協
調融資事業

商工観光
部　商工
労働課

労働者の生活の安定及び福祉の充
実

長野県労働金庫と協調して、教育
資金やリフォーム資金、自動車購
入、福祉に関する資金等に対して
融資を行う。

40,000 40,000
融資件
数

件 10 10
融資残
額

千
円

20,000 29,863 Ｂ

融資の性質上、毎年の利用者は一定
しないが、28年7月から子育て応援
として「カーローン」、「リフォー
ムローン」、「多目的ローン」につ
いても金利優遇を実施し、平成30年
11月には「福祉に関する資金」につ
いてのローンを開始したものの利用
は例年並みであった。

Ｂ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

平成27年4月1日から新規募集を休止
し、27年10月１日から金利を優遇す
ることで、融資を再開した。平成28
年度も新たな金利優遇を実施したこ
とにより、平成29年度は利用が伸び
たものの平成30年度は落ち込んでい
る。融資可能枠に対する貸出割合は
いまだ低く、景気や金利の動向など
を注視していく。

231

7-1-1(地
域の特性
に応じた
都市機能
の充実)

南石堂Ａ－１地区
優良建築物等整備
事業補助金

都市整備
部市街地
整備局
市街地整
備課

土地の共同化による高度利用、商
業施設の拡充、防災機能の強化に
より、市街地における賑わいの回
復と安全安心なまちづくりをめざ
す

南石堂A-1地区優良建築物整備組
合にて実施する施設建設（14階
建、延べ約12,700㎡、商業・住
宅）に対し、約8.8億円の補助金
を交付する。

133,944 257,000

施設建
築物完
成によ
る住戸
の供給
数(南石
堂地区)

戸 - - ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ
平成32年度の事業完了に向け、事業
計画策定、実施設計、建物除却工事
等、予定の工程を終了したため。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

施設建築物完成により事業効果が発
現するため、完了まで安定した支援
を行う。

232

7-1-1(地
域の特性
に応じた
都市機能
の充実)

従前居住者用住宅
管理運営

都市整備
部市街地
整備局
駅周辺整
備課

施設が適切に管理され、入居中は
安全で快適な生活が持続してい
る。

・施設の管理　建物、設備(給排
水設備、エレベーター、消防設
備)の保守点検、施設内の除草、
樹木の剪定、ハウスクリーニング
の実施・施設の維持　建物、設備
の修繕、維持補修的工事の施工・
施設の運営　管理人の委嘱、入退
去管理

15,431 96,217

移転す
る権利
者の仮
住宅と
して使
用でき
るよ
う、施
設、受
入態勢
を整え
ておく

‐ ‐ ‐

仮住宅
を確保
するこ
とで、
移転を
促し、
土地区
画整理
事業の
進捗を
図るこ
とがで
きる。

‐ ‐ ‐ Ｂ

建物及び設備の保守管理者としての
情報共有に努め、入居者等から指摘
のあった箇所・事象には随時対応し
ており、施設は良好な状態にあるた
め。

Ｂ Ａ Ａ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

土地区画整理事業施行中であるた
め、従前居住者用住宅として管理運
営し、中断移転等で住居を必要とす
る権利者が利用できるよう、必要な
修繕、改修を行って状態を整えてお
く必要がある

233

7-1-1(地
域の特性
に応じた
都市機能
の充実)

地域公園維持管理
都市整備
部　公園
緑地課

適切な公園管理により、公共の福
祉の増進に資することを目的とす
る。

・公園維持管理業務委託（シル
バー人材センターへ公園等見回員
として25名を委託）・植栽管理委
託・高木剪定委託（適宜委託）・
トイレ清掃業務委託・公園施設修
繕・撤去・更新

137,500 145,560

公園見
回り員
が点
検、維
持管理
を行う
公園数

公
園

709 706

適切に
管理さ
れてい
る。

‐ ‐ ‐ Ｂ
毎年公園数は増加しているが、公園
ごとに適切に維持管理を行っている
ため。

Ａ Ａ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

本事業の管理対象公園は見回り員管
理等による直営管理と、別の事業と
なる公園愛護会による管理により、
双方連携しながら良好な公園管理を
行っている。概ね適切な管理ができ
ており、現在のところ市直営管理で
ある本事業の大幅な方針変更は考え
ていない。

234

7-1-1(地
域の特性
に応じた
都市機能
の充実)

中心市街地活性化
推進事業

都市整備
部　市街
地整備課

中心市街地活性化協議会と長野市
が、中心市街地全域を対象に遊休
不動産活用に有効な独自活動を展
開する。

民間事業者や有識者、関係者、中
活協、長野市が協働して実施する
事業の検討の場を設け、遊休不動
産所有者や関係者の啓発、活用希
望者の誘因、移住者/開業者との
交流、街づくりプレイヤー育成等
の事業を実施するための補助金を
中活協に交付する。

4,000 4,000

参加者
アン
ケート
回答数

人 450 432

中心市
街地の
リノ
ベー
ション
件数

件/
年

11 0 Ｃ

本市中心市街地における民間組織に
よるリノベーションの取組みは、
H21年度から広がっており、利活用
可能な物件数が頭打ち傾向である
等、10年程度の年月を経て、民間組
織や構成する個々の事業者を取り巻
く環境に変化が生じている。今後、
環境変化に即した支援方法等を検討
する必要がある。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ
見直
して
継続

門前における「まちくらしたてもの
会議」に相当するプラットフォーム
を新たなエリアで組織し、その拠点
をリノベーション手法で整備するな
ど、国の支援を視野に入れた新たな
展開を図るとともに、商工労働課等
関係課との庁内連携を進める中で、
事業の在り方を検討する。

235

7-1-2(暮
らしを支
える生活
機能の維
持)

小さな拠点づくり

地域・市
民生活部
地域活動
支援課

地域住民が主体となった取組によ
る、地域コミュニティの再生と維
持を図る

大岡地区では、コミュニティーの
再生に向けて、住民が主体的に
「住民の拠り所」や「親子山村留
学」などの活動に取組み始めてお
り、支所ではその支援を行ってい
る。

600 0

住民自
治協議
会等へ
の協議
回数

回 10 10 ‐ ‐ ‐ ‐ Ｂ

大岡地区では、平成28年度の出前講
座や平成29年度の公共施設マネジメ
ントと合同のワークショップの開催
を通して、住民の意識に変化が見ら
れ、「住民の拠り所開設」や「親子
山村留学」など、住民主体による地
域課題解決に向けた具体的な活動が
行われている。

Ｂ Ｂ Ａ - Ａ 廃止

　平成28～29年度の「小さな拠点づ
くり」を足がかりとして、大岡地区
の将来像を見据えながら住民が主体
となり取り組む事業について検討す
る場を設けることができ、その後、
具体的な活動に取組む組織も立ち上
がってきている。今後は、支所が中
心となり関係課と連携・支援する中
で地域づくりを支援していく。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

236

7-1-3(多
世代のだ
れもが暮
らしやす
いまちづ
くりの推
進)

危険空家等対策事
業

建設部
建築指導
課

空家等対策計画に定めた５つの取
組方針のもと、空き家関係団体と
の連携を強化し、空家等対策の
様々な施策を展開することで、安
全で安心して暮らせる生活環境の
保全を図る。

・「空き家管理事業者登録・紹介
制度」により所有者に対し管理事
業者を紹介する。・空き家所有者
の特定や特定空家等の判定を実施
するとともに、行政指導や「老朽
危険空き家解体事業補助金」を交
付することで危険空き家を解消す
る。・空き家問題を解消する手法
の一つとして、複数の専門家団体
によるワンストップ相談会を実施
する。

10,433 21,169

危険空
家等へ
の行政
指導件
数

件 50 64

危険空
家等の
除却件
数

件 10 14 Ａ

危険空家等への行政指導を進めたこ
とに伴い、目標以上に危険空家等の
除却が進み、周辺住民の生活環境の
保全を図ることが出来た。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

空家等対策計画の計画見直しを予定
している平成33年度まで、拡充した
本事業の支援策により、危険空家等
の解消や危険空家化の防止のための
様々な取組を総合的かつ計画的に進
める。

237

7-1-3(多
世代のだ
れもが暮
らしやす
いまちづ
くりの推
進)

ながの緑育協会補
助金

都市整備
部　公園
緑地課

市民が行う身近な緑化活動が幅広
い活動へと広がることで緑と親し
む文化や人が育つ。

１緑化意識の啓発と緑の普及　・
市民を対象としたイベント、展示
会の実施。２緑の人材育成と支援
・市民を対象とした講座、小学生
を対象とした学校花壇の支援の実
施。３緑を支えるしくみづくり
・花と緑のボランティアの活動支
援　緑と花いっぱい運動の活動支
援。４緑の情報発信　・市民を対
象とした花と緑に関する情報の
ホームページ等による情報発信。

26,000 26,000

ボラン
ティア
組織
「緑育
倶楽
部」の
登録者
数

人 290 228

学校花
壇支援
事業等
でのボ
ラン
ティア
の活動
人数

人 40 40 Ｃ

ボランティア登録者数は高齢化など
での退会もあり伸び悩んだが、活動
における参加者は目標どおりの実績
を確保できた。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 終了
補助金に頼らない運営方法を検討し
実施していく。

238

7-1-4(地
域の特色
を活かし
た景観の
形成)

危険屋外広告物
都市整備
部　都市
政策課

広告物関係団体と連携し、屋外広
告物の所有者（管理者）責任を明
確にするとともに、屋外広告物の
適正な管理の推進を図る。

・「長野県広告塗装事業協同組
合」と連携し、危険な状態のまま
放置された屋外広告物実態調査及
び啓発活動の実施・実態調査を踏
まえ、自主的な安全点検及び適正
な維持管理が図られるよう、所有
者（管理者）を誘導

496 1,500

中心市
街地及
び歩行
者の多
い商業
系地域
の実態
調査

k㎡ 1.5 1.5

危険と
思われ
る屋外
広告物
に対し
て所有
者（管
理者）
を特定
し、適
正な維
持管理
義務の
誘導を
行う。

％ 50 40 Ｂ

関係団体との連携による啓発活動の
継続、H30年度に実施した実態調査
を踏まえた所有者（管理者）への自
発的な安全点検及び適正な維持管理
の働きかけ等を実施しており、目標
どおりに進んでいる。

Ａ Ａ Ａ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

H30年度から実態調査を開始したも
のであり、調査結果を踏まえて、適
切な誘導方法等を検討しながら事業
を継続していく。

239

7-2-1(地
域のまち
づくりと
一体と
なった公
共交通の
構築)

バスロケーション
システム導入

都市整備
部　交通
政策課

市内で運行されている路線バスに
バスロケーションシステムを導入
する。導入後は適切に運用管理し
ていく。

・長野県、松本市、事業者（アル
ピコ交通㈱、長電バス㈱）と連携
しながら、国の地方創生推進交付
金を活用して、長野県公式アプリ
「信州ナビ」にバスロケーション
システムを実装させる。

19,700 573

運用台
数（長
野地域
運行
分）

台 171 171

信州ナ
ビダウ
ンロー
ド回数
（増加
数）

回 - 27,679 Ｂ

・平成30年度当初に設置を予定して
いた台数を設置し、システム運用開
始の準備することができた。・平成
31年度から運用開始となるため、成
果・効果指標に基づく評価は今年度
からとなる。

Ａ Ｂ Ａ - Ｃ

現行
のま
ま継
続

平成30年度にシステムを構築し、平
成31年度より運用開始となったとこ
ろであり、引き続き関係各所と連携
しながら事業を継続していく。

240

7-2-1(地
域のまち
づくりと
一体と
なった公
共交通の
構築)

長野市公共交通活
性化・再生協議会
負担金

都市整備
部　交通
政策課

長野市公共交通活性化・再生協議
会が実施するICカード事業及びバ
ス利用を積極的に推進するための
利用促進策の実施のため、負担金
を支出するもの。

「長野市地域公共交通網形成計
画」に基づく事業の取り組みやIC
カード事業の運営・システム更新
に伴う費用に対して負担金を支出
する。

110,440 72,031

「IC
カード
くる
る」有
効枚数

数 120,000 120,115

「IC
カード
くる
る」利
用件数
（1回乗
車/件）

千
件

4,884 4,556 Ｂ

ICカードシステムは平成24年10月27
日に運用を開始後、平成25年10月1
日に市バス・乗合タクシー等、平成
27年10月に須坂市、平成30年10月に
飯綱町(一部)、高山村へ拡大を図
り、毎年ICカードの有効枚数は伸
び、カード所有者は増加してもの
の、利用件数は前年度比で1.2%減少
している。システム運用開始前のバ
ス利用者数の減少傾向と比較すると
近年は大幅な減少はなく現状を維持
している。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

地域公共交通網形成計画、再編実施
計画の策定、ICカードの普及、拡
大、公共交通の利用促進策の実施
は、公共交通の活性化・再生につな
がる有効な手段であるため、今後と
も支援していく必要がある。



令和元年度　事務事業評価結果（概要）

H30年度
決算見込
額

R元年度
当初予算
額

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

指標内
容

単
位

H30年度
目標

H30年度
実績

方針の理由
必
要
性

妥
当
性

有
効
性

公
平
性

見
直
し
度

R2以
降の
方針

（単位：千円） 活動指標 成果指標
評
価

評価理由事業の具体的内容（概要）№
総合計画
上の分野
（施策）

事業名称 所属 事業目的（めざす価値）

241

7-2-1(地
域のまち
づくりと
一体と
なった公
共交通の
構築)

路線バス維持活性
化補助金屋代線代
替交通補助金

都市整備
部　交通
政策課

路線を確保し、沿線地域住民の移
動手段の確保と維持。

・運行事業者への赤字損益分の補
助・効率的な運行内容とするた
め、沿線地域や交通事業者との協
議・地域においても利用促進を図
るため、利用状況等の情報提供

110,997 108,142
対象路
線数

路
線

7 7
対象路
線の利
用者数

人 530,000 613,076 Ｂ

活動指標である路線数は目標として
いる現状を維持することができ、成
果指標も目標を上回る実績となっ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

様々な課題があるものの、現段階に
おいて路線を維持するためには、こ
の方法が最良であると考えている。

242

7-2-1(地
域のまち
づくりと
一体と
なった公
共交通の
構築)

コミュニティバス
運行事業補助金

都市整備
部　交通
政策課

来訪者や沿線住民の移動手段の確
保と維持。

・運行事業者への赤字損益分の補
助・より効率的な運行内容とする
ため、沿線地域や交通事業者との
協議・地域においても利用促進を
図るため、利用状況等の情報提供

64,244 54,490

地域循
環バス
及び乗
合タク
シーの
運行路
線数

路
線

18 18

地域循
環バス
及び乗
合タク
シーの
利用者
数

人 277,000 285,440 Ａ

活動指標である路線数は目標として
いる現状を維持することができ、成
果指標も目標を上回る実績となっ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

運転免許証の自主返納等により、今
後需要は増加することが見込まれ
る。交通空白地・不便地域における
公共交通の確保は喫緊の課題である
が、ニーズを的確に把握し、持続可
能なものとなるよう必要な見直しを
しながら継続していく。

243

7-2-1(地
域のまち
づくりと
一体と
なった公
共交通の
構築)

市バス等運行事業
都市整備
部　交通
政策課

自身での移動手段の確保が困難で
ある高齢者の通院、買い物、児童
生徒の通学等の日常生活を支える
移動手段を確保する。

・地域の実情やニーズを把握し、
効率的な運行内容とするため、住
民自治協議会との懇談や利用者ア
ンケートを実施する。・運行事業
者や支所と連絡調整を実施する。

135,812 129,345
運行便
数

便 28,000 26,303
年間利
用者数

人 56,000 58,876 Ｂ

活動指標である運行便数は伸び悩
み、目標に達しなかったものの、成
果指標である利用者数は目標を上回
ることができた。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

地域には必要不可欠なものであるた
め廃止はできない。しかし、地域住
民のニーズを把握する中で、福祉自
動車等の他の輸送システムと調整を
図り、持続可能なものとなるよう見
直しを実施しながら継続する。
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7-2-1(地
域のまち
づくりと
一体と
なった公
共交通の
構築)

中山間地域輸送シ
ステム運行費補助
金

都市整備
部　交通
政策課

自身での移動手段の確保が困難で
ある高齢者の通院、買い物、児童
生徒の通学等の日常生活を支える
移動手段を確保する。

・より効率的な運行ができるよ
う、地元の運行組織や運行事業者
と協議するとともに、委託事務等
の支援を行う。

18,464 18,410
運行便
数

便 4,000 6,669
利用者
数

人 8,000 9,316 Ａ
運行便数、利用者数ともに目標を上
回る実績となった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

現行
のま
ま継
続

地域には必要不可欠なものであり、
当面廃止はできない。毎年変化する
ニーズを的確に把握して、見直しを
しながら継続する。また、国や他の
自治体の動向にも注視しながら、必
要があれば新たな運行形態の検討を
する。

245

7-2-2(拠
点をつな
ぐ交通ﾈｯ
ﾄﾜｰｸの整
備)

自転車利用促進事
業

都市整備
部　交通
政策課

鉄道駅周辺については、駐輪場を
整備し適切な維持管理ができてい
るが、バス停留場等への整備が出
来ていない。今後、利用者が多い
バス停等を調査し設置の検討を行
う。

平成31年度事業①自転車駐輪場の
改修・整備・長野駅東口自転車駐
車場へラックの設置・北長野駅北
口自転車駐車場整備（H30繰
越）・朝陽駅自転車駐車場整備
（H30繰越）②篠ノ井東口自転車
駐車場へ防犯カメラ設置③自転車
活用推進計画の策定

3,014 13,391

主要駐
輪場の
駐輪可
能台数

台 0 4,750

整理区
域内自
転車利
用台数
調査に
おける
放置自
転車の
台数
（毎年
度５月
に日曜
日・平
日の２
日間累
計）

台 0 297 Ｃ

　休日の放置自転車は減少している
が、平日の夕方・夜間の台数は増加
し、実績の総数も増加に転じた。こ
の時間帯は学校・職場からの帰宅と
買い物が重なり、自転車を利用する
方が多くなるため、重点的に撤去業
務を実施することを含めて検討す
る。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ

現行
のま
ま継
続

　多くの自転車駐輪場は設置後相当
の年数が経過しており老朽化が進ん
でいることから、継続的に改修等を
行っていく。
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7-2-2(拠
点をつな
ぐ交通ﾈｯ
ﾄﾜｰｸの整
備)

千曲川新道活性化
事業

都市整備
部　交通
政策課

跡地を利用した観光振興や地域間
交流を通じ、沿線地域の活性化を
図る。

自転車道・遊歩道については、地
元から要望があった箇所を、通学
路として活用できるよう優先して
整備を進める。駅舎や駅周辺敷地
の活用方法については、地元と協
議を行い、プランにこだわらず、
地域の活性化につながる方法を決
定する。

110,637 94,623 - - - -

自転車
道・遊
歩道整
備の進
捗率
（測
量、設
計、工
事）

％ 26 30 Ａ

自転車道・遊歩道の道路構造の見直
しとともに、地元からの要望を受け
通学路として使用する区間を優先的
に整備を行うことができたため。

Ａ Ｂ Ｂ - Ａ
見直
して
継続

橋梁や隧道を使用しないとしたた
め、適切な迂回路の設定について、
地元と協議を行い決定するととも
に、自転車道・遊歩道の整備を着実
に進め、沿線地域の活性化を図る必
要がある。


